
 

 

 

福 岡 県 こ ど も 計 画  
（ 素 案 ） 

 

＜計画の構成＞ 

 

第１章  計画の概要（案） 

  １ 計画策定の趣旨（検討中） 

   ２ 計画の位置づけ 

  ３ 計画の期間 

  ４ 計画の推進体制 

  ５ 対象とするこどもの範囲 

６ 第２期子ども・子育て応援総合プラン、第６次青少年プラン、

第２期子どもの貧困対策推進計画の検証 

  ７ 基本的な考え方と基本方向 

  ８ 政策目標（検討中） 

  ９ 施策体系 
 

第２章  福岡県におけるこどもを取り巻く現状と課題（案） 

 

第３章  施策の方向と具体的な施策・事業（案） 

  ※中項目ごとに「現状・課題」、「施策の方向」を記載 

      ※具体的な施策・事業を小項目ごとに整理 
 

第４章  教育・保育の確保方策等（検討中） 

 

 

 

資料４ 

※ 本文、図・表のデータ、具体的な施策・事業等は、 

今後の策定作業の中で変更があります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 １ 章 

 

計画の概要 
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１ 計画策定の趣旨 

令和５年の福岡県の出生数は 33,942 人と過去最低を記録し少子化が進展する中、同年の児童

虐待の件数は●件、不登校の児童生徒は●件となっており、また、いじめや自殺、こどもの貧困など、

こどもをとりまく課題は、ますます多様化し、相互に関連しあっています。 

令和５年４月に施行された「こども基本法」に基づき、国は、全てのこどもが権利を保障され、健や

かに成長し、幸福な生活を送ることができる社会づくりを目的に、従来の３つの個別大綱である「少

子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の貧困対策に関する大綱」を「こども大

綱」に一元化しました。 

そこで福岡県では、これまで個別に策定してきた「福岡県青少年健全育成総合計画（福岡県青少

年プラン）」、「福岡県子どもの貧困対策推進計画」、「ふくおか子ども・子育て応援総合プラン」等の

こどもに関する計画を一本化した「福岡県こども計画」を策定しました。 

計画が目指す姿を実現するため、県の取組のみではなく、学校や市町村、地域でこどもに関する

支援を行う関係者や団体の皆様とも連携し、こどもの意見に真摯に耳を傾けながら、県のこども施

策を総合的に推進していきます。 

 

２ 計画の位置づけ 

○本計画は、こども基本法第 10条第 1項に基づく都道府県こども計画として策定します。 
 

○また、同条第４項に規定されているとおり、県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第 9 条

に基づく都道府県子ども・若者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第１

０条に基づく都道府県計画、その他こども施策に関係する以下の計画と一体的に策定します。 
 

◆次世代育成支援対策推進法第9条に基づく都道府県行動計画 

◆子ども・子育て支援法第62条に基づく都道府県子ども・子育て支援事業支援計画 

◆国の社会的養育推進計画策定要領に基づく都道府県社会的養育推進計画 

◆母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく自立促進計画 

◆国の成育医療等基本方針に基づく計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の概要 

 

子ども・若者育成支援推進法第9条 

都道府県は、子ども・若者育成支援推進大綱を勘案して、当該都道府県の区域内における子ども・若者育成支援

についての計画(以下この条において「都道府県子ども・若者計画」という。)を定めるよう努めるものとする。 

 

こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第 10条 
 
都道府県は、大綱を勘案して、当該都道府県におけるこどもの貧困の解消に向けた対策についての計画(次項及

び第三項において「都道府県計画」という。)を定めるよう努めるものとする。 

 

こども基本法第 10条 

都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画（以下この条において

「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

（略） 

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道府県子ども・若者計画、

子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に規定する都道府県計画その他法令の規定により都道府県

が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。 
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３ 計画の期間 

2025（令和7）年度から2029（令和 11）年度までの5年間とします。 

 

４ 計画の推進体制 

（１）県の推進体制 

本計画の推進のためには、福祉・労働、保健・医療、教育、建築、警察等幅広い関係部局による多

方面にわたる取組が必要です。 

このため、知事を本部長とする「子育て応援社会づくり推進本部」の下、関係部局間の連携を図り、

効果的に施策を推進します。 

 

（２）審議会の設置 

本計画を推進するためには、行政はもとより、幅広い関係団体･者による取組が必要です。 

行政、事業主、子育て支援団体、保健・医療・福祉、教育、労働等の幅広い関係者や学識経験者等

で構成する福岡県こども審議会を設置し、計画を推進します。 

 

５ 対象とする「こども」の範囲 

本計画における「こども」とは、こども基本法における定義に合わせ、「心身の発達の過程にある

者」とします。 

なお、「こども」の表記については、以下のような特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」を用

いています。 

① 法令に根拠がある語を用いる場合 

② 固有名詞を用いる場合（既存の予算事業名や組織名等） 

③ 他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる必要がある場合 
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６ 第２期子ども・子育て応援総合プラン、第６次青少年プラン及び 
第２期子どもの貧困対策推進計画の検証 
 

〇 県では、国の「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子供の貧困対策

に関する大綱」を踏まえ、３つの計画を策定し、様々な施策を実施。 

 

〇 計画の実効性を確保するため、各計画において数値目標を設定し、施策の進捗を管理し

ており、状況は次のとおり。 

  

  【数値目標の進捗状況】 

計画名 （計画期間） 目標数 〇 △ × 

ふくおか子ども・子育て応援総合プラン（R2～R6） ４０ ３０ ７ ３ 

福岡県青少年健全育成総合計画（R４～R8） ４３ ２２ １４ ７ 

福岡県子どもの貧困対策推進計画（R3～R7） １９ １１ 4 4 

  ※ 〇・・・順調  △・・・低調  ×・・・後退 
 

○ 少子化の流れを食い止めることを目指し、結婚応援や子育て支援の充実等に取り組んだ

「子ども・子育て応援総合プラン」では、保育所の待機児童が 1,232人（R1）から 56人

（R5）と５年間で大幅に減少した一方で、合計特殊出生率が、１．４９（H30）から１．２６

（R5）と０．２３ポイント減少し、少子化に歯止めがかかっていない。 

 

〇 こどもが権利の主体であることの明確化及び家庭養育優先の原則の徹底を目指した「社

会的養育推進計画（子ども・子育て応援総合プランの個別計画）」では、ファミリーホームが

６か所（H30）から１３か所（R5）と約２倍に増加した一方で、「虐待等により家庭で暮らせな

いこどもの里親への委託率」（R5）は、平成３０年度から増加したものの、目標に届いていな

い。 

 ・３歳未満 10％→31.5％  ・就学前 １６％→30.6％  ・就学期以降 ２３％→２８．８％ 

 

〇 「豊かな心と志を持つたくましい青少年」像を目指した「青少年健全育成総合計画」では、

アスリートの遠征・合宿費用の助成や理数系科目に係る教育の充実により、国民体育大会

や「科学の甲子園」では、それぞれ１１位（R1）から７位（R5）、13位（H29～R2の平均）か

ら１０位と上昇するなど、一部改善した項目が見られた一方、「１０代の 1,000人あたりの

刑法犯少年数」は2.5 人（R2）から 3.1 人（R5）と増加。 

 

〇 「子どもの貧困対策推進計画」では、こどもが経済的な理由で進学を諦めるようなことが

ないよう取り組んだところ、児童養護施設のこどもの大学進学率は２４．２％（R1）から４５．

９％（R5）と約２倍に増加した一方で、生活保護世帯のこどもの大学進学率は40.5％

（R1）から３４．７％（R5）と５．８ポイント減少した。 
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７ 基本的な考え方と基本方向 

○こども計画が目指す福岡県の姿 

 

 

 

 

○基本的な考え方 

〇 こどもを権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こ

どもの今とこれからの最善の利益を図る 
 
〇 こどもや子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進め

ていく 
 
〇 こどもや子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する 
 
〇 予測困難な時代をこどもが生き抜く力を育成する 
 
〇 良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこどもが幸せな状態で成

長できるようにする 
 
〇 若い世代が家庭や子育てに夢や希望を持ち、その希望がかなえられるよう生活の基

盤の安定を図るとともに、子育てをみんなで支える社会づくりに取り組む 

○基本方向（４つの柱） 

 Ⅰ 全てのこどもが持つ権利の保障  

こどもを権利主体として認識し、こどもが、意見を表明する機会や多様な社会的活動に参画する機

会を確保され、年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、最善の利益が優先して考慮されるよう

支援するとともに、社会の理解促進に取り組むことによってこどもが持つ権利を保障する。 

 

 Ⅱ 成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く人財の育成 

こどもの状況に応じて必要な支援が特定の年齢で途切れることなく行われ、自分らしく社会生活を

送ることができるようになるまでを社会全体で切れ目なく支える。 

一人ひとりが自分の可能性に気づいて、その能力を磨き、様々な分野で才能を活かしながらはばた

くことができるよう、失敗を恐れず夢に向かって果敢にチャレンジするこどもを応援する。 

 

 Ⅲ きめ細かな対応が必要なこどもへの支援 

全てのこどもが幸せな状態で成長できるよう、困難な状況におかれているこどもを、その特性や支

援ニーズに応じてきめ細かく支援する。 

 

 Ⅳ 結婚・子育ての希望をかなえ、こどもを安心して産み育てることができるための支援 

若い世代が結婚や子育てに夢を抱き、その希望がかなえられるよう、若い世代の経済的、社会的自

立を促進するとともに、地域社会全体で結婚応援を推進する。 

家庭や地域、職場において、子育てへの理解が深められるとともに、安心して、また、喜びを持ってこ

どもを産み育てることができるよう、子育てをみんなで支える社会づくりを進める。 

  

全てのこどもが 夢や希望をもち  
たくさんの笑顔で暮らせる 福岡県 
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８ 政策目標 

  

 検 討 中 
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９ 施策体系 

 

Ⅰ 全てのこどもが持つ権利の保障                     

１ こどもが権利主体であることの社会全体での理解促進    

 

２ こどもの意見表明とその尊重       

 

Ⅱ 成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く人財の応援 

１ 妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療等の提供  

   ① 妊娠前からの出産に向けた支援 

   ② 妊産婦等への保健医療施策の充実 

   ③ 小児医療・乳幼児保健対策の充実 

   ④ 慢性疾病・難病を抱えるこどもへの支援 

２ 幼児教育・保育の充実       

３ こどもの生きる力の育成       

   ① 学力の向上 

   ② 豊かな心の醸成 

   ③ 人権意識の醸成 

   ④ 健やかな体の育成 

   ⑤ 食育の推進 

   ⑥ 教育環境の整備・充実 

４ こどもの成長を支える環境の整備      

   ① インターネット適正利用の推進 

   ② 犯罪被害・性暴力等からこどもを守る環境整備 

   ③ 安心して外出できる環境づくり 

   ④ 非行の防止と自立支援 

５ グローバル社会で活躍を目指すこどもの応援     

   ① 世界にはばたくこどもの応援 

   ② 異文化理解力と外国語能力の向上 

６ こどもの新たなチャレンジの応援      

   ① 個性や能力を伸ばそうとするこどもの応援 

② 次世代のリーダーとなるこどもの応援 

   ③ 次世代の競技者や芸術家の支援 

   ④ 様々な分野で担い手となるこどもの応援 

７ 若者の社会的自立を支える取組の推進      

   ① キャリア教育の推進 

② 若者の就労支援の充実 

③ 高等教育の就学支援、高等教育の充実 

   ④ 進路等相談体制の充実 

８ 多様な遊びや体験活動、社会参画の推進     

   ① 遊びや体験活動の推進 

   ② 社会参画の推進 

   ③ こどもの可能性を広げていくためのジェンダーギャップの解消 

９ 居場所づくりの推進        

   ① 全てのこどもの健やかな成長につなげる居場所づくり 

   ② 様々なニーズや特性をもつこどもの居場所づくり 
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Ⅲ きめ細かな対応が必要なこどもへの支援 

１ 児童虐待の防止        

   ① 児童相談所の相談体制の強化 
   ② 市町村と関係機関との役割分担及び連携の推進 

③ 発生予防から再発防止までの総合的な施策の実施 

２ 社会的養護の充実        

   ① こどもの権利擁護の強化 
   ② 家庭と同様の環境における養育の推進 
   ③ こどもの自立支援の推進 

３ 貧困の状況にあるこどもへの支援      

   ① こどもの教育に関する支援 
   ② こどもの生活の安定のための支援 
   ③ 保護者の就労支援 

④ 経済的支援 

４ ひとり親家庭への支援       

   ① 生活と子育ての支援 
② 就業支援 
③ 養育費の確保支援 
④ 経済的支援 

５ 障がいのあるこどもへの支援       

   ① 障がいのあるこどもの育成 
② 特別支援教育推進体制の整備 

６ いじめ、不登校、ひきこもり等に対する取組の推進    

   ① いじめの防止 
   ② 不登校等に対する取組の推進 

③ ひきこもりに対する取組の推進 
   ④ 自殺対策 

７ ヤングケアラー、性的マイノリティ、外国人のこども等への支援   

   ① ヤングケアラーへの支援 
   ② 性的マイノリティのこどもへの支援 

 ③ 外国人のこども等への支援 
 

 

 

Ⅳ 結婚・子育ての夢や希望をかなえ、こどもを安心して産み育てることができるための支援 

１ 次代の親の育成        

２ 若い世代の生活の基盤の安定への支援      

   ① きめ細かな就職支援 
   ② 所得向上に向けた支援 

３ 出会い・結婚応援の推進       

４ 子育て世帯の経済的負担の軽減      

① 全ての子育て家庭への経済的負担の軽減 
   ② きめ細かな対応が必要な家庭への経済的支援 

５ 男女ともに仕事と子育てを両立できる環境づくり    

   ① 働きながら子育てできる環境づくり 
   ② 働き方改革の推進 
   ③ 職場・家庭における男女共同参画の推進 

６ 地域、家庭でこどもを育む環境づくり         

   ① 地域全体でこどもを育てる取組の促進 
   ② 家庭教育支援の充実 
   ③ 子育てしやすい住環境づくり 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 章 

福岡県におけるこどもを取り巻く現状と課題 
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本県の出生数は､2015(平成 27)年以降は 8 年連続で減少しており､2023(令和 5)年は 33,942 人

で過去最低となっています｡      

合計特殊出生率は、2003(平成 15)年及び 2004（平成 16）年の 1.25 を底に増加に転じ、2015

（平成 27）年には 1.52 まで増加しましたが、その後は減少し、2023（令和 5）年は 1.26 で、全

国平均を上回っていますが、現状の人口を維持するために必要とされる水準である 2.07 を下回

っている状況です。 

          

【図】福岡県の出生数と合計特殊出生率の推移 

 

 

 
 

合計特殊出生率：その年次の 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計１人の女性が、その年次の年齢別出生率で一生の間に産

むと仮定したときの子ども数に相当 

1.57 ショック ：過去最低であった 1966 年（ひのえうま）の合計特殊出生率 1.58 を下回った。 

ベビーブーム  ：赤ちゃんの出生が一時的に急増することをいう。日本では、第２次世界大戦後２回のベビーブームがあった。第１次ベ

ビーブーム世代（1947～49 年生まれ）は「団塊の世代」、第２次ベビーブーム世代（1971～74 年生まれ）は、団塊ジュ

ニア」と呼ばれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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国立社会保障･人口問題研究所｢日本の地域別将来人口推計(2023(令和 5)年)｣によると､本県

の総人口は 513 万 5 千人(2020(令和 2)年国勢調査)から 30 年後(2050(令和 32)年)には､447 万 9

千人になると予測されています｡また､年齢別(3区分)でみると､こどもの数(0～14歳)は1980(昭

和 55)年以降減少し続けており､2020(令和 2)年の 66 万 2 千人から 2030(令和 12)年には 57 万 7

千人､2050(令和 32)年には 50 万 6 千人にまで減少すると予測されています｡ 

これに伴い､生産年齢人口(15～64 歳)は 2020(令和 2)年の 291 万 1 千人から 2030(令和 12)年

には 293 万 2 千人､さらに 2050(令和 32)年には 240 万 1 千人まで減少し､人口に占める割合は､

2020(令和 2)年の 56.7%から 2050(令和 32)年の 53.6%まで減少すると予測されています｡ 

一方､老年人口(65 歳以上)は､2020(令和 2)年の 139 万 5 千人から 2050(令和 32)年には 157 万

1 千人､人口に占める割合は､2020(令和 2)年の 27.2%から 2050(令和 32)年の 35.1%と 3 人に 1 人

以上が高齢者となり､少子高齢化が更に進行すると推計されています｡ 

社会を担う中核である生産年齢人口の減少は､社会の活力の維持や労働力の確保という点での

影響が懸念されます｡ 

 

【図】福岡県の総人口・年齢区分別人口の推移 

 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

合計特殊出生率：その年次の 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計１人の女性が、その年次の年齢別出生率で一生の間に生む

と仮定したときの子ども数に相当 

1.57 ショック ：過去最低であった 1966 年（ひのえうま）の合計特殊出生率 1.58 を下回った。 

ベビーブーム ：赤ちゃんの出生が一時的に急増することをいう。日本では、第２次世界大戦後２回のベビーブームがあった。第１次ベ

ビーブーム世代（1947～49 年生まれ）は「団塊の世代」、第２次ベビーブーム世代（1971～74 年生まれ）は、「団塊ジ

ュニア」と呼ばれている。 
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2000(平成 12)年以降､本県の 15～49 歳の女性人口は減少を続けており､国立社会保障･人口問

題研究所の｢日本の地域別将来推計人口｣によると､今後当分の間､この減少傾向は続くと予測さ

れています｡ 

 

【図】15～49 歳女性人口の推移(福岡県) 

 

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

45～49歳 186,909 159,432 156,522 166,991 188,085 176,692 161,584 141,041 132,103 133,039 128,115

40～44歳 159,500 155,808 167,091 190,248 172,342 161,756 141,206 132,425 133,428 128,498 130,429

35～39歳 155,736 165,914 189,258 172,601 156,088 141,519 132,935 134,008 129,080 131,007 128,440

30～34歳 166,750 188,786 171,353 155,718 135,526 134,194 135,402 130,388 132,245 129,689 119,568

25～29歳 191,626 172,379 155,870 134,465 125,866 135,539 130,496 132,542 130,131 120,110 106,065

20～24歳 181,246 163,070 138,706 127,063 126,199 129,050 131,703 129,691 119,944 105,871 102,669

15～19歳 160,447 138,843 126,211 123,231 116,999 120,489 119,452 110,224 97,170 94,707 94,447
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資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」 

※2020 年以前は、総務省「国勢調査」各年 10 月 1 日現在 

※2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」（2023 年推計） 
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本県の婚姻件数は､第 1 次ベビーブーム世代(1947(昭和 22)年～1949(昭和 24)年生まれ)が 25

歳前後であった1972(昭和 47)年の40,903組をピークとして減少傾向となり､1987(昭和 62)年の

26,509 組を底に増減を繰り返しながら､年間 3 万組前後で推移してきました｡ 

近年においては､2008(平成 20)年の 30,017 組から減少傾向にあり､2023(令和 5)年は 20,549

組と 4 年連続で減少しています｡ 

 

【図】福岡県の婚姻件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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本県の未婚率は上昇が続いており､未婚化が進んでいますが､近年では横ばいとなっています｡ 

年代別の未婚率を 2020(令和 2)年と 1990(平成 2)年で比較すると､男性では､40～44 歳(1990(平

成 2)年は 9.9%､2020(令和 2)年は 26.9%で 17.0 ポイント上昇)､女性では 30～34歳(1990(平成 2)

年は 16.5%､2020(令和 2)年は 36.6%で 20.1 ポイント上昇)が最も未婚率が上昇しています｡ 

 

【図】福岡県の年齢階層別未婚率 

 
資料:総務省｢国勢調査｣           

※配偶関係不詳を除く人口を分母として算出  
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本県の 50 歳時未婚率(生涯未婚率)をみると､男性の場合､2020(令和 2)年は 26.66%で 1990(平

成 2)年の 4.59%から 22.07 ポイント上昇しています｡女性の場合は､2020(令和 2)年は 19.66%で

1990(平成 2)年の 5.58%から 14.08 ポイント上昇しています｡ 

 

【図】50 歳時未婚率(生涯未婚率)の推移(男女別､全国･福岡県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 
※50 歳時未婚率（生涯未婚率）：45～49 歳と 50～54 歳未婚率の平均値 
※2015 年、2020 年は配偶関係不詳をあん分等によって補完した不詳補完値に基づく 
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本県の平均初婚年齢は､2023(令和 5)年で夫が 30.8 歳(全国は 31.1 歳)､妻が 29.7 歳(全国は

29.7 歳)となっており､全国平均と同様に上昇の傾向を示しています｡1970(昭和 45)年と比較す

ると男性は 3.9 歳､女性は 5.2 歳上昇しており､特に女性の上昇幅が大きくなっています｡しかし

2015(平成 27)年以降は横ばいとなっています｡ 

 

【図】平均初婚年齢の推移(男女別､全国･福岡県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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2023(令和 5)年度に県が実施した｢子育て等に関する県民意識･ニーズ調査｣(以下｢県民意識･

ニーズ調査｣という｡)において､独身者に結婚の意向を尋ねると､｢出来るだけ早く結婚したい｣

(16.5%)と｢いずれ結婚したい｣(29.8%)を合わせると結婚したいと考える人の割合は､46.3%であ

り､2018(平成 30)年度に実施した前回調査時(｢出来るだけ早く結婚したい｣(17.0%)と｢いずれ結

婚したい｣(36.9%))を下回っています｡ 

また､希望する結婚年齢は､｢25～30 歳未満｣が 27.0%と最も多く､次いで｢30～35 歳未満｣が

23.6%となっており､平均年齢は 32.8 歳と前回調査時 2018(平成 30)年の 32.8 歳と同じになって

います｡ 

 

【図】未婚者の結婚の意向 

 

 

【図】希望する結婚年齢 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」〈2023 年〉 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」〈2023 年〉 
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本県の過去 10 年間の母親の年齢階層別の出生数をみると､34 歳までは減少傾向､30 歳代後半

も緩やかな減少傾向にあります｡一方､40 歳以上では横ばいとなっています｡ 

また､第 1 子出生時の母親の平均年齢(全国値)は､1975(昭和 50)年から上昇傾向にありました

が､最近は横ばいになっています｡ 

【図】福岡県の母親の年齢階層別出生数 

 

【図】第 1 子出生時の母親の平均年齢(全国) 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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全国の夫婦が持つ平均出生こども数(完結出生児数)は､1972(昭和 47)年以降およそ 30 年にわ

たって 2.20 人前後で推移していましたが､2005(平成 17)年には 2.09 人に減少し､2010(平成 22)

年には 1.96 人とはじめて 2 人を下回りました｡ 

こどもの数は､2015(平成 27)年には｢1 人｣の夫婦が増加し､｢3 人｣の夫婦の割合を上回ってい

ます｡ 

 

【図】夫婦の完結出生児数(全国) 

 

資料:国立社会保障･人口問題研究所｢出生動向基本調査｣(第 15､16 回調査) 

 

【図】出生こども数(夫婦が持つこどもの数)の分布(全国) 

 
資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」 
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本県の雇用者（役員を除く）のうち非正規雇用者（パート、アルバイト、派遣社員、契約社

員等）の割合は、2022（令和 4）年では、女性は 54.8％、男性は 24.5％となっています。ま

た、2017（平成 29）年と 2022（令和 4）年を比較すると、女性の 30 歳代及び 40 歳代の非正規

雇用者の割合が大きく減少しています。 

 

【図】福岡県の非正規就業者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「就業構造基本調査」 

※「全体」には、20～40 歳代以外の年代も含む 
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就業している女性の数は増加傾向にあり､2020(令和 2)年の国勢調査によると､本県の女性の

労働力率は 53%となり､5 割を超えました｡ 

また､年齢階級別に見ると､2017(平成 29)年と 2022(令和 4)年の比較では､女性の就業率はほ

とんどの年代で高くなっており､女性の就業率は向上しています｡結婚･出産期に当たる年代に一

旦低下し､育児が落ち着いた時期に再び上昇するという､いわゆる「Ｍ字カーブ」のＭ字の谷の

形状は 5 年前と大きく変化していませんが､25 歳から 39 歳の就業率は大きく上昇しています｡ 

 

【図】福岡県の女性の労働力率 

 

 

 

【図】福岡県の年齢階級別女性の就業率 

 
資料：総務省「就業構造基本調査」 

資料：総務省「国勢調査」 
※「労働力率」は、15 歳以上人口に占める労働力人口の割合。労働力状態「不詳」の者を除いて算出。 
 「労働力人口」は、15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。 
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全国の労働者の賃金をみると､正社員･正職員とそれ以外の労働者では､正社員･正職員は年齢

が高くなるにつれて賃金の上昇が見られますが､正社員･正職員以外の労働者は､男女ともに年齢

に伴う賃金の上昇があまり見られません｡ 

 

【図】雇用形態･男女･年齢階層別賃金(全国) 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

※賃金とは、調査実施年６月分の所定内給与額の平均 
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就業形態別による男性の未婚率は､パート・アルバイト等が正規の職員･従業員より高くなっ

ていますが､女性の場合は正規の職員･従業員がパート・アルバイト等より高い傾向にあります｡ 

 

【図】福岡県の就業形態別未婚率 

 

 
資料：総務省「国勢調査」（2020 年） 
※配偶関係不詳を除く人口を分母として算出 
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家族は社会を構成する最も基本的な単位であり､こどもの成長に大きく影響します｡ 

2020(令和 2)年の｢国勢調査｣によると､本県の 6 歳未満の世帯員がいる世帯については､全国

を上回る 91.2%が核家族世帯となっています｡ 

 

【図】6 歳未満の世帯員がいる世帯の家族類型(全国･福岡県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 



19 

 

福岡県内のこどもがいる夫婦の生活時間を比較した場合､妻の有業無業にかかわらず､夫の家

事関連時間は一日に 1 時間前後と､妻に比べて非常に短くなっています｡ 

 

【図】こどもがいる世帯における夫と妻の生活時間の比較(福岡県) 

 

 
資料：総務省「社会生活基本調査」（2021 年）   

※こどもがいる世帯の時間            

   家事関連時間：家事、介護・看護、育児、買い物  

   仕事等：仕事、通勤・通学、学業         
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 厚生労働省の「第 11 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）」の結果では、こどもが

1 人以上いる夫婦では、「家事、育児時間なし」で 40.0％、家事、育児時間ありでは 7 割以上で

第 2 子以降が生まれており、夫の休日の家事・育児時間が長いほど、第 2 子以降の生まれる割

合が高くなる傾向があるとされており、男女がともに子育てに関わることができる環境づくり

が重要です。 

 

【図】こどもが１人以上いる夫婦での夫の休日の家事・育児時間別にみたこの 10 年間の第 2 子

以降の出生状況（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「第 11 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）」 

※家事・育児時間の「総数」には、「家事・育児時間」の不詳を含む 
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県民意識・ニーズ調査で､結婚していない人に独身でいる理由を尋ねると､｢適当な相手にまだ

めぐり合わないから｣(51.9%)が最も多く､次いで｢結婚する必要性をまだ感じないから｣(27.3%)､

｢結婚した後の経済力に不安があるから｣(23.0%)の順となっています｡ 

結婚年齢上昇の原因について尋ねると､｢収入が低い､貯蓄が足りないなど､経済的に結婚でき

ないと考える人が増えたから｣(56.3%)が最も多く､次いで｢趣味や娯楽を楽しみたいと考える人

が増えたから｣(46.1%)｢適当な結婚相手が見つからない人が増えたから｣(33.6%)の順となってい

ます｡ 

 ｢結婚したいと思う人が結婚できるために必要な要素｣について尋ねると､｢子育てと仕事の両

立ができる環境があること｣(63.5%)､｢若者が就業して安定した収入を得られること｣(60.6%)が

特に多い回答となっています｡ 

 

【図】独身でいる理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30年度

適当な相手にまだめぐり会わないから 56.7

結婚する必要性をまだ感じないから 25.4

結婚した後の経済力に不安があるから 21.9

独身の自由さや気楽さを失いたくないから 20.0

今は、仕事（または学業）に打ち込みたいから 21.1

今は、趣味や娯楽を楽しみたいから 17.9

結婚するにはまだ若すぎるから 12.8

異性とうまくつきき合えないから 15.7

結婚資金が足りないから 15.7

結婚生活のための住居のめどがたたないから 2.8

親や周囲が結婚に同意しない（だろう）から 3.1

その他・無回答 10.19.6

2.2

4.2

16.4

17.3

18.1

18.2

20.2

20.7

23.0

27.3

51.9

0 10 20 30 40 50 60
(%)

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 

※複数回答（3 つまで） 
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【図】結婚年齢上昇の原因 

 

 

 

 

 

【図】結婚したいと思う人が結婚するために必要な要素 

 

 

 

H30年度

-

趣味や娯楽を楽しみたいと考える人が増えたから 29.9

適当な結婚相手が見つからない人が増えたから 31.8

女性に経済力がついたから 26.6

仕事に打ち込みたいと考える人が増えたから 17.2

独身でいることに対する社会の目が変わったから 16.3

時間に余裕がなく、結婚を後回しにする人が増えたから（※） -

単身生活が便利になったから 13.4

子育てをしたくないと考える人が増えたから 3.2

女性の大学や大学院への進学率が高くなっているから 5.2

その他・無回答 12.6

収入が低い、貯蓄が足りないなど、経済的に結婚できないと

考える人が増えたから（※）

7.8

5.3

14.6

16.5

18.7

22.7

24.1

24.8

33.6

46.1

56.3

0 10 20 30 40 50 60
(%)

H30年度

64.8

62.2

9.4

15.6

9.1

9.5

6.6

6.2

行政が出会いの場を設定するなどの

結婚の支援・応援を行うこと

その他・無回答

子育てと仕事の両立ができる環境があること

若者が就業して安定した収入を得られること

事実婚や同性婚など多様な結婚のあり方が

認められること

若者に結婚や子育ての良い面を伝え

関心を持ってもらうこと

住みやすい環境を提供するような

定住対策を進めること

企業や地域などが出会いの場を設定するなどの

結婚の支援・応援を行うこと

5.6

4.6

7.4

11.8

15.4

17.9

60.6

63.5

0 10 20 30 40 50 60 70
（％）

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 

※複数回答（3 つまで） 

※H30 年度調査は 2 つまで選択。（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 

※H30 年度調査は「定職に就かない若者、非正規雇用の若者が増えたから」28.2%あり 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意・ニーズ識調査」(2023 年) 

※複数回答（2 つまで） 
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｢理想のこどもの数｣は､2 人(44.5%)が最も多く､前回調査から 1.7%減少しています｡逆に､1 人

(3.0%)は前回調査から 0.9%増加しています｡理想のこどもの数の平均は 2.01 人で､前回調査の

2.44 人から減少しています｡ 

また､｢実際に持つつもりのこどもの数｣も 2 人(38.1%)が最も多く､次いで 3 人(18.3%)､1 人

(15.7%)となっています｡実際に持つつもりのこどもの数の平均は 1.63 人で､前回調査の 2.08 人

から減少しています｡ 

 

【図】｢理想のこどもの数｣と｢実際に持つつもりのこどもの数｣ 

 

 

 

  

 

 

 

 

平成30年
令和5年
凡　　　例

図-●  実際にもつつもりのこどもの数

2.1

3.0

46.2

44.5

36.8

32.2

3.0

3.4

1.1

1.4

2.1

4.8

7.1

9.0

1.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年

令和5年

凡 例

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023年)

１人
わからない 無回答

２人 ３人 ４人 ５人
こどもは

いらない

13.9

15.7

39.9

38.1

18.2

18.3

2.9

3.1

1.0

0.9

3.4

7.3

17.4

14.2

3.3

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年

令和5年

凡 例

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023年)

１人 わからない 無回答
２人 ３人 ４人 ５人

こどもをもつ

つもりはない
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理想より実際に持つつもりのこどもの数が少ない理由は､子育ての負担面では｢こどもを育て

るのにお金がかかる｣(53.2%)が最も多く、子育ての環境面では｢仕事と育児の両立は困難｣

(46.2%)が最も多くなっています｡ 

 

【図】理想より実際に持つつもりのこどもの数が少ない理由(子育ての負担面) 

 

 

 

 

 

【図】理想より実際に持つつもりのこどもの数が少ない理由（子育ての環境面） 

 

 

 

 

H30年度

こどもを育てるのにお金がかかる 57.9

世帯の収入が少ない 28.6

育児の体力的な負担が大きい 25.4

健康上又は年齢的な理由で無理 28.4

育児の心理的負担が大きい 12.0

自分の人生を大切にしたい 2.7

-

その他・無回答 15.5

家事・育児に対する配偶者の協力が
得られないと思うから（※）

18.2

5.3

5.7

15.7

22.6

22.6

27.9

53.2

0 10 20 30 40 50 60
（％）

H30年度

こどもを育てるのにお金がかかる 57.9

世帯の収入が少ない 28.6

育児の体力的な負担が大きい 25.4

健康上又は年齢的な理由で無理 28.4

育児の心理的負担が大きい 12.0

自分の人生を大切にしたい 2.7

-

その他・無回答 15.5

家事・育児に対する配偶者の協力が
得られないと思うから（※）

18.2

5.3

5.7

15.7

22.6

22.6

27.9

53.2

0 10 20 30 40 50 60
（％）

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 
※複数回答（2 つまで） 
※（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年) 
※複数回答（2 つまで） 
※（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 
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子育ての楽しさについて尋ねたところ､｢こどもがかわいくてたまらない｣､｢こどもを育てるの

は楽しくて幸せなことだと思う｣など多くの項目で 9 割以上の人が｢そう思う｣､｢ややそう思う｣

と肯定的にとらえています｡ 

一方､子育ての悩みや不安の内容を尋ねたところ､心理面においては､｢こどもの心身の発達に

応じたしつけや教育の仕方がよくわからない｣(32.2%)が最も多く､次いで｢こどもの成績や勉強

の指導が不安だ｣(30.2%)､｢子育てに追われて自分のやりたいことができない｣(28.8%)の順とな

っています｡ 

環境面においては､｢こどもの教育費や稽古ごとなどにお金がかかる｣(47.2%)が最も多く､次い

で｢子育てと仕事や家事との両立がしにくい｣(34.1%)､｢こどもの保育費用にお金がかかる｣

(26.6%)の順となっています｡ 

 

【図】子育ての楽しさ 

 

 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

家族との会話がはずむようになった

配偶者との信頼が深まった

こどもを通じて友人ができるなど付き合いが広まった

子育ての経験が仕事や趣味の活動などに役立った

子育てによって自分も成長していると感じられる

自分のこどもは結構順調に育っていると思う

こどもを育てるのは楽しくて幸せなことだと思う

こどもがかわいくてたまらない 77.1
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そう思う ややそう思う あまりそう思わない そうは思わない 無回答
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【図】子育ての悩みや不安の内容(心理面) 

 

 
※複数回答（3 つまで） 

※上位 6 項目 

※H30 年度調査は 2 つまで選択 

 

 

【図】子育ての悩みや不安の内容(環境面) 

 

 
※複数回答（3 つまで） 

※上位 6 項目 

※H30 年度調査は 2 つまで選択 

 

 

 

 

 

H30年度

26.3

20.0

18.8

17.3

17.4

19.4

こどもの心身の発達に応じたしつけや
教育の仕方がよくわからない

こどもの成績や勉強の指導が不安だ

子育てに追われて
自分のやりたいことができない

自分自身の親としての適性に
自信がない

こどもの病気や心身の発育・発達の
遅れが気になる

こどもとふれあう時間が少ない 21.0

22.9

23.3

28.8

30.2

32.2

0 5 10 15 20 25 30 35

(%)

H30年度

37.7

27.5

24.0

-

16.1

-近くにこどもが楽しめる施設がない、
利用料が高い（※）

子育てと仕事や家庭との両立がしにくい

こどもの教育費や稽古ごとなどに
お金がかかる

こどもの保育費用にお金がかかる

こどもの周囲にＳＮＳや
動画があふれている（※）

近所にこども安心して遊ばせる場所がない

13.5

17.4

25.1

26.6

34.1

47.2

0 10 20 30 40 50

(%)
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少子化対策に必要な施策について尋ねたところ､｢子育てをしている家庭への経済的な支援を

充実した方がよい｣(29.7%)が最も多く､次いで｢若者の就労支援や賃金上昇を図る事業を実施し

た方がよい｣(16.9%)､｢こどもを安心して育てられる環境を整備した方がよい｣(16.1%)の順とな

っています｡ 

また､｢こどもを健やかに生み育てるために期待する施策｣について尋ねたところ､｢出産費用の

援助や保育所や幼稚園等の費用負担の軽減など子育てのための経済的支援の拡充｣(31.9%)が最

も多く､次いで｢育児に関する休暇･休業を取りやすい職場環境の整備｣(28.9%)､｢延長保育､休日

保育など多様なニーズにあった保育サービスの拡充｣(23.9%)の順となっています｡ 

｢男女がともに子育てに参加するために必要な施策｣については､｢労働時間短縮や休暇制度を

普及させること｣(44.5%)が最も多く､次いで｢｢男は仕事､女は家庭｣などの性別による固定的な役

割分担の意識を改めること｣(34.9%)､｢企業中心という社会全体の仕組みを改めること｣(23.6%)

の順となっています｡ 

 

【図】少子化対策に必要な施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H30年度

32.7

若者の就労支援や賃金上昇を図る事業を実施した方がよい（※） -

22.7

20.7

6.6

6.5

こども・子育てにやさしい社会づくりのための機運醸成を図った方がよい（※） -

3.7

7.2

子育てをしている家庭への経済的な支援を充実した方がいい

男性が育児に関われるような環境を整備した方がよい

結婚や出産は個人の問題であり、行政が関与すべき問題ではない

こどもを安心して育てられる環境を整備した方がよい

女性が仕事を続けられる環境を整備した方がよい

出会いの場を提供して結婚の手伝いをする事業を実施した方がよい

その他・無回答 7.9

3.0

4.2

5.1

5.6

11.7

16.1

16.9

29.7

0 10 20 30

(%)
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【図】こどもを健やかに生み育てるために期待する施策    

 
資料：福岡県「子育て等に関する県民意識調査」（2023 年度） 

※複数回答（3 つまで） 

※上位 10 項目 

※（※）は R5 年度調査から追加した選択肢 

※H30 年度調査は「子育てのための経済的支援の拡充」38.8%、「保育所や幼稚園などの費用負担の軽減」26.8%あり 

 

 

 

【図】男女がともに子育てに参加するために必要な施策 

 

 

 

H30年度

育児に関する休暇・休業を取りやすい職場環境の整備 19.6

延長保育、休日保育など多様なニーズにあった保育サービスの拡充 21.8

21.3

こども医療費助成の拡充 19.6

保育所等の施設数の拡充 22.0

妊娠から出産におよぶ母子保健サービスの充実 12.2

学童期のこどもの放課後対策の拡充 13.1

テレワークによる在宅勤務などの新たな就業形態の開拓・普及 8.3

出産費用の援助や保育所や幼稚園等の費用負担の軽減など

子育てのための経済的支援の拡充（※）

育児のための時間短縮・フレックスタイムなど勤務時間の柔軟化

こどもの貧困、ヤングケアラーなど困難な状況にある

こどもや子育て家庭への支援（※）

-

-

12.9
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18.9
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23.9
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31.9
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（％）

H30年度

59.4

38.3

33.4

23.6

38.5

28.9

13.3

6.6

「男は仕事、女は家庭」などの性別による固定的な役割分担
の意識を改めること

仕事と家庭の両立などの問題について相談できる窓口を設ける
こと

その他・無回答

労働時間短縮や育児に関する休暇・休業制度を普及させること

企業中心という社会全体の仕組みを改めること

家事などを男女で分担するような育て方や教育をすること

男性の仕事中心の生き方・働き方を改めること

夫婦の間で十分に話し合い、家事などの分担をすること

7.7

6.4

18.8

22.7

23.6

23.6

34.9

44.5

0 10 20 30 40 50

（％）
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虐待対応件数の増加の主な理由は､関係機関や地域住民の児童虐待に対する関心の高まりによ

り児童相談所への通告が増加していること､また､こどもの目の前で配偶者に暴力をふるう､いわ

ゆる｢面前ＤＶ(ドメスティック・バイオレンス)｣による心理的虐待について､警察からの通告が

増加していることなどが考えられます｡ 

 

【図】児童相談所の種類別虐待対応件数(政令市を除く) 
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資料：福岡県こども福祉課 
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 虐待などの理由により自分の家庭で暮らせず、乳児院や児童養護施設といった施設や里親・

ファミリーホームによる代替養育を必要とする子どもの数は減少傾向にあり、2023（令和 5）

年度は 671 人で、2019（令和元）年度と比較すると 46 人減少しています。 

 

【図】代替養育を必要とするこどもの数(各年度末在籍､政令市を除く) 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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母子生活支援施設の入所世帯数については､2023(令和 5)年度までの 5 年間は 60 から 70 世帯

の間で推移しており､ほぼ横ばいです｡ 

 

【図】県所管母子生活支援施設における入所世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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本県の一時保護児童数については､2023(令和 5)年度までの 5 年間は 2,200 から 2,500 件の間

で推移しており､ほぼ横ばいです｡里親や施設で一時保護したこどもについてもほぼ横ばいです｡ 

 また、一時保護の理由については、2019（令和元）年度、2023（令和 5）年度共に「養護

（虐待）」が最も多くなっています。 

 

【図】県所管児童相談所による一時保護件数 

 

 

 

 

【図】県所管児童相談所による一時保護の理由別件数 

 

資料：福岡県「児童相談所業務概要」 

資料：福岡県「児童相談所概要」 
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児童相談所では､登録されている養子縁組里親と新たな家庭を必要とするこどもとのマッチン

グを行っており､2019(令和元)年度から 2023(令和 5)年度の 5 年間で 32 件の特別養子縁組が成

立しています｡ 

 

【図】県所管児童相談所が関与した特別養子縁組成立件数 

 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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本県では､2012(平成 24)年度から県が所管する各児童相談所に里親専任職員を配置し､里親制

度の普及啓発や里親の新規開拓､養育体験事業などに取り組んでおり､2023(令和 5)年度末の里

親等委託率(政令市を除く)は 29.4%となっています｡ 

また、里親登録世帯及びファミリーホームは増加傾向にあります｡ 

 

【図】里親等委託率の推移(政令市を除く) 

 
資料：福岡県こども福祉課 

 

【図】里親登録世帯数及びファミリーホーム設置数の状況(政令市を除く) 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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児童相談所別の里親登録世帯数については､福岡､久留米の児童相談所管内が全体の 6割

を占めています｡ 

 

【図】里親登録世帯数の状況(平成 30 年度末時点) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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2023(令和 5)年度において､乳児院､児童養護施設に新たに入所したこどものうち､里親への委

託ができなかった理由については､｢施設による専門的なケアを要する｣､｢保護者が拒否した｣が

合計で約 5 割となっています｡ 

 

【図】里親への委託に至らなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡県こども福祉課 
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県所管施設における小規模化の実施状況は､2019(令和元)年度末の 41 か所から 2023(令和 5)

年度末は 57 か所まで増加しています｡ 

 

【図】県所管施設の小規模ケアの状況(各年度末時点) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：ヶ所）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

本園型小規模グループケア 8 9 9 9 9

分園型小規模グループケア 2 2 2 2 2

本園型小規模グループケア 19 23 24 24 28

分園型小規模グループケア 2 2 2 2 2

地域小規模児童養護施設 10 12 13 13 16

本園型小規模グループケア 27 32 33 33 37

分園型小規模グループケア 4 4 4 4 4

地域小規模児童養護施設 10 12 13 13 16

乳児院

児童養護施設

合計

県所管施設の小規模ケアの状況（各年度末時点）

資料：福岡県こども福祉課 
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不適切な養育環境などにより､他者への不信感が強く､他者や自分自身を傷つける危険性があ

るこども､先天性の疾患や障がいを持つこどもなど､高度なケアを必要とするこどもを受け入れ

るため､心理職や医師､看護師といった専門職を配置するなど､施設には､これまで以上に高い専

門性が求められています｡ 

 

【図】県所管施設における専門職の配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乳児院

心理療法
担当職員

家庭支援
専門相談員

里親支援
専門相談員

施設数 3 3 3

配置施設数 3 3 2

割合 100% 100% 67%

児童養護施設

心理療法
担当職員

家庭支援
専門相談員

里親支援
専門相談員

自立支援
担当職員

医療的
ケア職員

施設数 11 11 11 11 11

配置施設数 9 8 9 4 10

割合 82% 73% 82% 36% 91%

資料：福岡県こども福祉課 
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2023(令和 5)年度末時点で､本県内には､政令市を除いて 17 か所の自立援助ホームが設置され

ています｡また､入所者数は 2023(令和 5)年度末時点で 49 人となっており､2019(令和元)年度と

比較すると 7 倍に増加しています｡ 

 

【図】自立援助ホームの設置数及び入所者数(各年度末在籍､政令市を除く) 
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2020(令和 2)年の国勢調査では､本県の総人口は 5,135,214 人､青少年 (0～30 歳未満)の人口

は 1,393,906 人となっています｡ 

 また､総人口に占める青少年人口の割合は､27.1%となっています｡ 

 

【図】総人口･青少年人口及び総人口に占める青少年人口の割合(福岡県) 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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2020(令和 2)年国勢調査では､本県の一般世帯数は 231 万 8 千世帯で､1 世帯当たりの人員の平

均は 2.15 人です｡ 

また､本県の 18 歳未満の世帯員のいる世帯数のうち､3 世代同居世帯は減少傾向にある一方

で､ひとり親家庭の世帯は増加傾向にあります｡ 

 

【図】18 歳未満の世帯員のいる世帯数の推移(福岡県) 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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 近年､本県の児童生徒数は､横ばいの状況にあります｡  

 

【図】園児､児童及び生徒数の推移(福岡県) 

 
資料：文部科学省「学校基本調査」 

 特別支援学校､特別支援学級に在籍する児童生徒数や通級による指導を受けている児童生徒数

は､増加しています｡ 

 

【図】特別支援学校･特別支援学級･通級指導教室対象者数の推移(福岡県) 
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資料：福岡県教育委員会「特別支援教育資料」 

本県のこどもの学力について､文部科学省｢全国学力･学習状況調査｣(2021(令和 3)年度)にお

ける標準化得点※は､公立小学校及び公立中学校の全教科区分で､調査開始以来､初めて､全国の

平均より高い結果となっています｡ 

 本県のこどもの体力は､スポーツ庁｢全国体力･運動能力､運動習慣等調査｣(2023(令和 5)年度)

では､小学校男子及び中学校の男女の区分で全国平均を上回っています｡ 

※標準化得点=(本県の平均正答数)/(全国の平均正答数)×100 

 

【図】標準化得点の推移(福岡県) 

 
資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 

【図】体力合計点平均値の推移(全国･福岡県) 
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資料：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 

本県の小･中学校における不登校児童生徒数は､増加傾向にあります｡2022(令和 4)年度の本県

の 1,000 人当たりの不登校児童生徒数は､小･中学校が 36.2 人､高等学校が 21.6 人で､いずれも

全国平均を上回っています｡ 

 

【図】不登校児童生徒数と 1,000 人当たりの不登校児童生徒数の推移(全国･福岡県) 

 
資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

本県の高等学校の中途退学率(在籍者数に占める中途退学者数の割合)は全国値と同程度とな

っています｡ 

 

【図】中途退学者数と中途退学率の推移(全国･福岡県) 
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資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

いじめ防止対策推進法の制定後､いじめの認知件数は全国的に増加傾向にあり､2022(令和 4)

年度の本県のいじめの認知件数は､小学校 12,943 件､中学校 3,276 件､高等学校 353 件となって

います｡ 

本県の 1,000 人当たりの認知件数は､30.0 件となっており､全国値に比べて低い状態で推移し

ています｡ 

 

【図】いじめの認知件数と 1,000 人当たりのいじめ認知件数の推移(全国･福岡県) 

 

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
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2023(令和 5)年度に実施した福岡県｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､青少年の

健全育成に必要な取組としては､いずれの保護者とも｢家庭でのしつけや教育の充実｣が最も多

く､次いで小学生保護者､中学生保護者では｢学校での道徳教育や生徒指導の充実｣､高校生保護者

では｢就学援助や奨学金給付制度の充実など､こどもの貧困に対する取組の促進｣となっていま

す｡ 

 

【図】青少年の健全育成のために必要な取組(保護者調査)(福岡県) 

 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､小･中･高校生すべてで 8 割以上が近所の人に

あいさつしていますが､年齢が上がるにつれ､あいさつする割合は減少しています｡ 

保護者の近所の人とのかかわりの程度は､立ち話や顔が会えばあいさつする程度で､困ったと

きにお互い相談したり､助け合ったりするのは 1 割程度にとどまっています｡ 

 

【図】近所の人にあいさつする(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

 

【図】近所の人とのかかわり(保護者調査)(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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また､前回調査(2020(令和 2)年度)と比較すると､近所の子どもが悪いことをしても､叱らない

大人が増えている傾向が見られます｡ 

 

【図】あなたが悪いことをしたとき､近所の人からしかられる(福岡県) 

 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」 

※『実行率』は、「いつも」と「ときどき」を合わせたもの 

『非実行率』は、「あまりされない」と「ない」を合わせたもの 
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｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､小学生で 5 割台半ば､中学生で 8 割半ば､高校

生で 9 割台後半が､自分専用のスマートフォン等を所持しています｡ 

 また､小･中･高校生の 3 割以上が平日に学校以外で､3 時間以上インターネットを利用してい

ます｡ 

 

【図】自分専用のスマートフォン(携帯電話を含む)の所有状況(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

【図】平日の学校以外でのインターネット利用時間(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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多くの小･中･高校生は､インターネットで、メールや LINE 等の利用やホームページや

TikTok､YouTube 等を見ています｡ 

インターネットを利用するようになってから変化したことで､｢増えたり､広がったりし

た｣回答が多いのは､小･中･高校生のすべてで｢生活の楽しさ･面白さ｣､中学生､高校生で｢友

達とのコミュニケーション｣､高校生で｢新しい知人を得る機会｣です｡一方で､｢減ったり､狭

まったりした｣回答が多いのは､｢睡眠時間｣､｢読書時間｣､｢学習時間｣で､年齢が上がるほど

その傾向が強くなっています｡ 

 

【図】学校以外でのインターネット利用状況(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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【図】インターネットを利用するようになってから変化したこと(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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インターネット上には､違法･有害な情報が氾濫していますが､本県の児童生徒のフィルタリン

グの使用状況は 4 割以下にとどまっています｡ 

 

【図】スマートフォン（携帯電話）のフィルタリング使用状況(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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新規学卒就職者の卒業後 3 年以内に離職する割合は､中学卒､高校卒､大学卒のすべてにおいて

全国平均よりも高くなっています｡ 

また､若年無業者※は､全国で約 59 万人いると推定されています｡ 

※若年無業者:15 歳～34 歳の非労働力人口のうち､家事も通学もしていない者 

 

【図】新規学卒就職者の卒業後 3 年以内の離職率(全国･福岡県) 

 

資料：厚生労働省「新規学卒者の離職状況」及び福岡労働局「新規学卒者の採用手引」 

【図】若年無業者の推移(全国) 

 

資料：総務省「労働力調査」 
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市町村では生活保護の対象となる要保護児童生徒､市町村が認定する準要保護児童生徒に対し

て就学援助を行っています｡ 

本県における要保護及び準要保護児童生徒の数は､2022(令和 4)年度において 84,871 人であ

り､公立小中学校の全児童生徒に占める割合は 20.8%となっています｡また､2016(平成 28)年度よ

り徐々に減少しています｡ 

 

【図】小学校･中学校における要保護･準要保護児童生徒数の推移(福岡県) 

 
資料：文部科学省「就学援助実施状況等調査」 

こどもの自殺者は､近年､全国的に増加傾向にあり､本県も同様です｡本県における 29 歳以下の

自殺者数は､2023(令和 5)年には過去 5 年間で､令和 3 年と並んで最も多い 153 人となっていま

す｡ 

 

【図】自殺者数の推移(福岡県) 

 
資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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2023(令和 5)年中の本県における刑法犯少年の検挙補導人員は､1,452 人であり､全国的に見る

と依然として高い水準にあります｡また、2023(令和 5)年中に福祉犯※の被害を受けたことによ

り保護された少年は 263 人で、そのうち、86.7％(228 人)が女子の被害となっています。 

※福祉犯：児童買春・児童ポルノ禁止法違反・児童福祉法違反等、少年の心身に有害な影響を及ぼし、健全な育成を著しく阻害する犯罪 

 

【図】刑法犯少年検挙補導人員の推移(福岡県) 

 

 

【図】福祉犯被害少年の推移（福岡県） 

 

 

資料：福岡県警察本部少年課 
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本県の 2023(令和 5)年中の性犯罪の認知件数(警察に被害の届出がなされた件数)のうち､被害

者の 45.0%が 20 歳未満となっています｡ 

 また、SNS に起因した犯罪被害では､児童ポルノ､青少年健全育成条例違反(いん行)､児童買春

等による性的被害が多く発生しています｡ 

 

【図】2020 年性犯罪認知件数(228 件)の被害者の年代別構成割合(福岡県) 

 

資料：福岡県警察本部生活安全総務課 

 

【図】SNS に起因する犯罪被害に遭った 18 歳未満の者の推移(罪種別)(福岡県) 
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資料：福岡県警察本部少年課 

｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､学校が休みの日にすることとして､小･中･高

校生いずれも｢一人でテレビ、ゲーム、DVD､音楽を楽しむ｣が 7 割以上と最も多くなっています｡ 

前回調査(2020(令和 2)年度)と比較すると､｢パソコン、スマートフォン（携帯電話）、タブレ

ットなどでインターネットを利用したり、オンラインゲームやメールのやりとりをしたりする｣

はやや増加している一方､｢スポーツ活動をする｣､｢友達と自分の家や友達の家で遊ぶ｣はやや減

少しています｡ 

 

【図】学校が休みの日にすること(福岡県) 

 

 
資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､小･中･高校生の 7 割以上が､｢日ごろの生活の

中で､何をするにしても自分の力だけではどうしようもないという感じになることがある｣と回

答しています｡ 

 

【図】自分の力だけではどうしようもないという感じ(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

社会貢献の一つであるボランティア活動に参加していない割合は高くなっています｡ 

 

【図】ボランティア活動に参加する(福岡県) 

 
資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度)     
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｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､青少年の規範意識は､年齢が上がるにつれて

｢悪くない｣の割合が増加傾向にあります｡ 

前回調査(2020(令和 2)年度)と比較すると､｢ゲームサイト等で知り合った人との交際するこ

と｣｢深夜(午後 11 時以降)に外出すること｣については､｢悪くない｣の割合が増加しています｡ま

た､その他の項目についても､｢悪くない｣と回答した割合は増加傾向にあります｡ 

 

【図】小･中学生および高校生が｢悪くない｣と思う行為(福岡県) 

 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度)        

※『悪くない』は、「あまり悪くない」と「まったく悪くない」を合わせたもの。 
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｢青少年の意識・ニーズに関する調査｣によると､保護者の 7 割以上が､子どもが海外に出るこ

とに賛成しているのに対し､小･中学生の 7 割､高校生の 6 割前後が､海外留学や海外で仕事をし

たいと思っていません｡また、小･中学生および高校生､いずれの保護者とも｢賛成する｣が 8 割を

超えています｡ 

 

【図】海外留学や海外で仕事をしたいと思うか(福岡県) 

 

 

【図】こどもが海外留学や海外で仕事をすることについての意識(保護者調査)(福岡県) 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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海外留学や海外で仕事をしたいと思わないと思う理由としては､小･中･高校生及び大学生のす

べてで｢語学の自信のなさ｣が最も多くなっています｡ 

 

【図】海外留学や海外で仕事をしたいと思わない理由(福岡県) 

 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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国民生活基礎調査によると､相対的貧困率は､2018(平成 30)年では 15.7%であったものが

2021(令和 3)年には 15.4%と減少し､これらの世帯で暮らす 17 歳以下のこどもの貧困率も､14.0%

から 11.5%へと改善しています｡ 

また､こどもがいる現役世帯のうち､大人が一人の世帯の貧困率は 44.5%と､大人が二人以上い

る世帯の貧困率 8.6%に比べて非常に高い水準となっています｡ 

 

【図】貧困率の年次推移 

 

 

資料：国民生活基礎調査 

※相対的貧困率：貧困線を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合をいう。 

※貧困線：等価可処分所得の中央値の半分の額をいう。 

※等価可処分所得：世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得をいう。 

※可処分所得：収入から直接税・社会保険料を除いたいわゆる手取り収入をいう。 

※こどもの貧困率：こども全体に占める、貧困線に満たないこどもの割合をいう 。 

※こどもがいる現役世帯の貧困率：現役世帯に属する世帯員全体に占める、等価可処分所得が貧困線に満たない世帯の世帯員の割合を

いう。      

※旧基準及び新基準：OECD の作成基準（当課可処分所得の中央値の半分以下の所得の者）で算出。 

新基準は左記基準の可処分所得から、自動車税や仕送り額等を差し引いたものをいう。 

※大人とは 18 歳以上の者、こどもとは 17 歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が 18 歳以上 65 歳未満の世帯をいう。 
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県内の生活保護受給世帯数は､2023(令和 5)年度平均で 94,046 世帯､受給者数は 118,783 人､

保護率は 2.32%となっており､2020(令和元)年度平均と比較すると､世帯数､受給者数及び保護率

のいずれも減少しています｡ 

 

【図】生活保護の状況 

 

 

資料：県福祉労働部保護・援護課調べ及び被保護者調査(2023 年度)  

市部、郡部及び県全体は、年間延べ数を 12 月で除したものである。  

年度平均のため、各項目の合計が県全体の数値と一致しない場合がある。 

 

 

【参考】地域別生活保護の状況（令和５年度平均） 
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県内における令和 5 年度の生活保護を受給する世帯の 17 歳以下のこどもの数は､11,346 人で

す｡生活保護受給者に占める割合は､この 5 年間で徐々に減少し､令和 5 年度は 9.6%となってい

ます｡ 

また､生活保護を受給する 17 歳以下のこどもの保護率は､令和 5 年度で 1.46%となっていま

す｡ 

 

【図】年齢別生活保護受給者数の推移 

 

 

資料：県福祉労働部保護・援護課調べ及び被保護者調査(2023 年度) 

※ 受給者数は、各年 7 月 31 日現在の人数である。 

※ 構成比は、生活保護受給者に占める 17 歳以下の比率である。 

※ 17 歳以下の保護率は、17 歳以下の生活保護受給者を各年 10 月 1 日現在の人口で除したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

(人) (人) (人) (人) (人) (人)

0～5歳 3,177 3,011 2,836 2,755 2,560 2,507

6～11歳 4,998 4,718 4,416 4,176 3,889 3,766

12～14歳 3,029 2,862 2,708 2,682 2,529 2,423

15～17歳 3,381 3,183 3,009 2,924 2,712 2,650

小計 14,585 13,774 12,969 12,537 11,690 11,346

構成比 11.7% 11.2% 10.7% 10.4% 9.8% 9.6%

18・19歳 818 833 899 876 819 829

20～29歳 3,209 3,127 3,124 3,124 3,252 3,460

30～39歳 6,385 6,125 5,855 5,789 5,622 5,713

40～49歳 11,663 11,175 10,968 10,791 10,314 10,103

50～59歳 15,016 14,684 14,639 14,845 14,998 15,259

60歳～ 73,062 72,982 72,634 72,595 72,080 71,427

小計 110,153 108,926 108,119 108,020 107,085 106,791

合計 124,738 122,700 121,088 120,557 118,775 118,137

1７歳以下の

保護率（％）
1.80% 1.71% 1.63% 1.59% 1.49% 1.46%
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 令和 3 年度に実施した福岡県ひとり親世帯等実態調査によると､県内の母子家庭の世帯数は

68,025 世帯､父子家庭の世帯数は 8,087 世帯となっており､平成 28 年度と比較すると､母子家

庭は約 4,300 世帯減少しており､父子家庭の世帯数は約 2,000 世帯減少しています｡ 

 

【図】ひとり親家庭等の世帯数の推移 

 

 

資料：令和３年度 福岡県ひとり親世帯等実態調査 
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郡　部 281,423 273,140 10,312 3.66 8,556 3.13 1,648 0.59 1,086 0.40 148 0.05 107 0.04

北九州市 427,941 436,956 14,708 3.44 13,897 3.18 2,322 0.54 1,782 0.41 - - - -

福岡市 779,910 841,819 20,377 2.61 19,613 2.33 2,304 0.30 1,862 0.22 - - - -

久留米市 131,794 138,425 3,256 2.47 2,859 2.07 501 0.38 458 0.33 - - - -

県全体 2,335,250 2,455,822 72,315 3.49 68,025 2.77 10,152 0.47 8,087 0.33 - - - -
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  令和 3 年度に実施した福岡県ひとり親世帯等実態調査によると､世帯の年間平均収入は､母子

世帯が 276 万円､父子世帯が 469 万円､養育者世帯が 283 万円となっており､母子世帯と養育者

世帯は｢200 万円～300 万円未満｣の収入が 2 割以上で最も高い割合を占めています｡また､母子

世帯においては､300 万円未満の割合が全体の 6 割を超えています｡ 

 

【図】世帯の年間収入(税込み) 

 

 

資料：令和３年度 福岡県ひとり親世帯等実態調査 

※ 年間収入（税込み）の平均額は、「150 万円未満」は 75 万円、「150 万円～200 万円未満」は 175 万円など、 

それぞれの中間値をとり、「1,000 万円以上」は 1,200 万円とし、「収入はない」と「無回答」を除いた標本数で算出したものである。 
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  就業形態については､母子世帯､父子世帯ともに｢正社員･正職員｣が最も多いが､父子世帯では

｢正社員･正職員｣が 7 割を超えているのに対して､母子世帯は 5 割程度にとどまっており､母子世

帯は父子世帯よりも非正規雇用による就業の割合がかなり高くなっています｡母子世帯では 3 割

以上が｢パートタイマー｣による就業となっています｡ 

 ※非正規雇用とは､期間を定めた短期契約で職員を雇う雇用形態で、パート・アルバイトや派遣･契約社員等をいう｡ 

 

【図】就業形態 

 

資料：令和３年度 福岡県ひとり親世帯等実態調査 
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市町村では生活保護の対象となる要保護児童生徒､また､要保護児童生徒に準ずるものとして

市町村が認定する準要保護児童生徒に対して就学援助を行っています｡ 

福岡県における要保護及び準要保護児童生徒の数は､2022(令和 4)年度において 84,871 人で

あり､公立小中学校の全児童生徒数に占める割合は 20.8%となっています｡また､2018(平成 30)年

度調査と比較してみると､年々減少傾向にあります｡ 

 

【図】要保護及び準要保護児童生徒数の推移 

 
資料：文部科学省「就学援助実施状況等調査」 

 

【参考】地域別要保護及び準要保護児童生徒数（令和４年度） 
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小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計 小学校 中学校 計

平成30年度 277,777 126,706 404,483 4,850 2,905 7,755 56,778 26,376 83,154 61,628 29,281 90,909 22.2% 23.1% 22.5%

平成31年度 278,433 127,083 405,516 4,582 2,737 7,319 57,044 25,789 82,833 61,626 28,526 90,152 22.1% 22.4% 22.2%

令和2年度 277,892 129,016 406,908 4,292 2,625 6,917 54,455 26,433 80,888 58,747 29,058 87,805 21.1% 22.5% 21.6%

令和3年度 276,733 132,017 408,750 3,697 2,350 6,047 53,292 26,428 79,720 56,989 28,778 85,767 20.6% 21.8% 21.0%

令和4年度 275,849 133,023 408,872 3,735 2,412 6,147 52,385 26,339 78,724 56,120 28,751 84,871 20.3% 21.6% 20.8%
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小学生で自分がお世話をしている家族がいる割合は 14.6%､中学生は 10.1%､高校生は 4.9%と

なっています｡ 

また、｢ヤングケアラー｣の説明を掲げたうえで､自分がヤングケアラーに当てはまるかどうか

尋ねたところ､｢あてはまる｣は小学生で 2.2%､中学生で 1.8%､高校生で 1.6%でした｡ 

 

【図】お世話をしている家族がいるこどもの割合 

 
 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 

 

【図】ヤングケアラーという自覚 

 

資料：福岡県「青少年の意識・ニーズに関する調査」(2023 年度) 
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過去 1 年間の家計の状況として､お金が足りず支払えなかったことがあるか尋ねたところ､｢よ

くあった｣｢時々あった｣｢まれにあった｣の 3 つを合わせた『あった』の割合は､｢電気料金｣では

9.4%､｢ガス料金｣では 7.8%､｢水道料金｣では 8.3%となっています｡また､｢食料｣又は｢衣服｣が買え

ないことが『あった』の割合はそれぞれ 20.3%､24.6%となっています｡ 

 

【図】電気･ガス･水道料金の未払い経験 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年度) 

 

【図】食料又は衣服が買えない経験 

 

資料：福岡県「子育て等に関する県民意識・ニーズ調査」(2023 年度) 
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令和 3 年度に実施した福岡県ひとり親世帯等実態調査によると､｢裁判所または強制執行認諾

条項付き公正証書により､取り決めをしている｣､｢裁判所または強制執行認諾条項付き公正証書

以外の文書により､取り決めをしている｣､｢文書を交わしていないが､取り決めはしている｣をあ

わせた 『取り決めをしている』が母子世帯では 5 割以上､父子世帯では 3 割以上となっていま

す｡ 

【図】養育費の取決めをしているひとり親の割合 

 

資料：福岡県ひとり親世帯等実態調査(2021 年度) 

【図】養育費の受給状況 

 

資料：令和３年度福岡県ひとり親世帯等実態調査(2021 年度) 
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1 年間の学校外での体験活動について｢実際したこと｣と｢したいこと｣の両方を尋ねて比較す

ることで､青少年が希望する体験活動を行うことができているかについて検討しました｡また､小

学生の保護者には子供に｢してほしいこと｣を尋ねて､子供の体験活動との比較を行いました｡ 

 

【図】1 年間の学校外での体験活動(保護者や自身の希望と実施したこと) 

 

 

資料：国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査」(2022 年度) 
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自然体験について 2012(平成 24)年から 2022(令和 4)年までの 10 年間を比較しました｡2010

年代を通じて､こどもの自然体験にやや減少傾向がみられ､コロナ禍を経た 2022(令和 4)年には

さらに減少しています｡ 

 

【図】自然体験の経年変化(小 4～小 6､中 2､高 2) 

 

 
資料：国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査」(2022 年度) 
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｢お子さまを体験活動に参加させたいと思うか｣については｢大いに思う｣と｢まあまあ思う｣を

合わせた『思う』の割合は 9 割を超えています｡ 

 

【図】体験活動の機会があればこども(養育する幼児)を参加させたい 

 
資料：福岡県社会教育総合センター「令和３年度幼児（３・４・５歳児）を養育する保護者の家庭教育に関する調査」(2021 年度) 
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掲

主

項

目
担当課 事業概要

Ⅰ　全てのこどもが持つ権利の保障

１　こどもが権利主体であることの社会全体での理解促進

こどもまんなか社会づくりの推進 ◎ こども未来課

こどもや保護者等の意見をこども施策に反映させる仕組みを作るとともに、こどもまんなか・子育て応援
に関する啓発により県民や事業者の理解・取組を促進し、こどもまんなか社会の推進を図ります。
○幅広い年齢や様々な環境のこども、保護者、関係団体の意見聴取を実施します。
○「福岡県こどもまんなかポータルサイト」により、こどもの権利の啓発や、こどもや保護者等の意見募
集、県民等の「こどもまんなか」の取組紹介等を実施します。

児童の権利に関する条約啓発事業 ◎ こども未来課
こどもが権利の主体であることの理解を促進するため、市町村と連携し、広報媒体を活用した啓発、県民
向け出前講座の実施、ポータルサイトを通じた学習コンテンツの提供や市町村の権利救済の取組等の周知
を行います。

教育の場におけるこどもの権利に関する理解
促進

◎
義務教育課
高校教育課
特別支援教育課

こどもの権利に関する理解促進を図るため、学習指導要領及び生徒指導提要に基づいた教育活動を推進し
ます。

２　こどもの意見表明とその尊重

こどもまんなか社会づくりの推進 ● こども未来課

こどもや保護者等の意見をこども施策に反映させる仕組みを作るとともに、こどもまんなか・子育て応援
に関する啓発により県民や事業者の理解・取組を促進し、こどもまんなか社会の推進を図ります。
○幅広い年齢や様々な環境のこども、保護者、関係団体の意見聴取を実施します。
○「福岡県こどもまんなかポータルサイト」により、こどもの権利の啓発や、こどもや保護者等の意見募
集、県民等の「こどもまんなか」の取組紹介等を実施します。

一時保護所や施設等におけるこどもの権利擁
護

● こども福祉課
一時保護児童や児童養護施設等に入所するこどもに対し、「こどもの権利ノート」の配布などにより、こ
どもの権利の意義や意見表明の手段について啓発を行い、こどもたちが意見を表明しやすい環境を提供し
ます。

こども意見表明支援センターの運営 ● こども福祉課
施設入所等のこどもの処遇にこども自身の意見が反映されるよう、意見の形成・表明を支援し、こどもの
権利擁護の一層の推進を図ります。

こどもの権利擁護機関の設置 ● こども福祉課
児童相談所や児童養護施設等がこどもの権利を守っていないと考えられる場合や、こどもの意向が児童相
談所の対応と一致しない場合に、こどもが自ら申し立てを行い、その申し立てに関し、調査・審議を行う
機関を設置し、児童相談所や施設等において適切な対応が図られる体制を整備します。

1 
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項

目
担当課 事業概要

Ⅱ　成長段階に応じたこどもへの支援、未来を切り拓く人財の応援

１　妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療等の提供

①　妊娠前からの出産に向けた支援

妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発 ◎ 子育て支援課
市町村等関係機関と連携して、妊娠・出産と、飲酒、喫煙等の生活習慣や年齢、体重との関係など、妊
娠・出産に関する正しい知識の啓発普及に努めます。

不妊・不育に悩む人への支援 ◎ 子育て支援課
先進医療費、不育症検査・治療費の一部助成により、不妊・不育治療費の負担軽減を図ります。各保健福
祉（環境）事務所での相談対応と流産・死産を経験した方の支援を行います。

性と健康の相談センター事業 ◎ 子育て支援課
各保健福祉（環境）事務所の専用電話で思春期～更年期の各ライフステージに応じた相談対応を行い、必
要に応じて専門医相談に繋ぎます。

若年者への性知識啓発 ◎ 子育て支援課
望まない妊娠や人工妊娠中絶の減少を図るため、県のSNSアカウントを活用し正しい性知識を普及啓発する
とともに、相談希望者を「SOS電話相談」へ案内します。

プレコンセプションケアの推進 ◎ 子育て支援課
「福岡県プレコンセプションセンター」を設置し、思春期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知
識の発信や相談対応を行います。

②　妊産婦等への保健医療施策の充実

周産期医療体制の充実 ◎ 医療指導課

○周産期医療協議会の設置：周産期医療協議会を設置し、周産期医療に関する医療情報や統計情報などを
基に、本県の周産期医療体制の整備について総合的に協議します。○周産期医療体制の整備：高度な周産
期医療を担う周産期母子医療センターの運営を支援するため、運営費等の助成を行います。また、産科・
新生児科医師確保対策として、分娩手当・新生児手当などを支給している病院等に対して助成を行いま
す。福岡地域の周産期母子医療センター及び協力病院で、受入可否情報の共有化を行うとともに、母体搬
送調整を行う「母体搬送コーディネーター」を設置し、円滑な搬送体制の確保を図ります。○周産期医療
関係者への研修：医療従事者に対し、周産期医療に必要な専門知識・技術向上を目指した研修を行いま
す。○院内助産所・助産師外来の設置促進：新たに「院内助産所」「助産師外来」を開設しようとする病
院・診療所に対して、施設・設備整備費への財政的支援を行います。

ハイリスク妊産婦等への支援 ◎ 子育て支援課
妊娠中に問題が生じやすい若年や高齢、多胎など要支援者を早期把握し、市町村・医療機関等と連携した
養育支援により、児童虐待の未然防止に努めます。

母子保健従事者の専門性の向上 ◎ 子育て支援課 市町村の求めに応じた広域的、専門的支援を行うことにより、母子保健従事者の質の向上を図ります。

妊娠・出産への理解と配慮の啓発 ◎ 子育て支援課
妊娠の早期届出や妊娠健康診査の重要性について啓発するとともに、妊産婦に対する理解と配慮を促すこ
とを目的とした市町村の啓発活動の取組を推進します。

SOS電話相談～妊娠・赤ちゃん・子育て・思春
期

◎ 子育て支援課
妊娠期から子育て期、思春期の様々な悩みや不安に対し、専門職が電話・メール相談に応じることによ
り、相談者の悩みや不安の軽減を図ります。

産後ケア事業の利用促進 ◎ 子育て支援課
市町村が実施する産後ケア事業の利用料減免に要する経費や市町村の運営費の一部を補助することで、利
用促進を図り、産後の母子の健やかな生活を支援します。

乳児家庭全戸訪問事業 ◎ 子育て支援課
すべての乳児家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や、要支援家庭に対するサービス提供の検討、
関係機関との連絡調整を行う市町村の取組に対して、事業費の3分の1を補助します。

こども家庭センターの機能強化 ◎ 子育て支援課
市町村が、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「こども家庭センター」を早期に設置
し、円滑に運営できるよう、先進事例紹介や研修等を実施するとともに、開設準備や運営に係る経費を補
助します。

妊娠期からのケアサポート事業 ◎ 子育て支援課
支援が必要な妊婦を妊娠初期から把握、支援し、出産後の育児不安軽減などのための養育支援を行いま
す。必要に応じ市町村や医療機関と連携し支援体制の充実を図ります。

特定妊婦等への生活、育児支援 ● こども福祉課
特定妊婦等に対し、児童福祉施設への入所などにより、妊娠期から出産後まで継続して、保育士などが生
活、育児支援を行います。

妊娠・出産包括支援事業 ◎ 子育て支援課
「妊娠出産包括支援体制整備検討会」の設置や、専門研修実施等により市町村が実施する妊娠出産包括支
援事業の実施体制整備を支援します。

出産・子育て応援交付金事業 ◎ 子育て支援課
妊婦や子育て家庭に寄り添い、面接や情報発信により必要な支援につなぐ伴走型相談支援や、出産・育児
用品の購入費助成のための経費的支援を行う市町村に対して、事業費を一部補助します。（R4年度開始事
業）

2 



施策・事業名
再
掲

主

項

目
担当課 事業概要

③　小児医療・乳幼児保健対策の充実

小児医療体制の充実 ◎ 医療指導課

○小児医療協議会の設置：小児医療協議会を設置し、小児医療に関する医療情報や統計情報などを基に、
本県の小児医療体制の整備について総合的に協議します。○小児医療体制の整備：小児の救急医療体制の
整備を図るため、小児救命救急センターや小児高度専門医療を担う医療機関へ、設備整備費、運営費を助
成します。〇小児医療に関する情報提供及び相談体制の充実：・「ふくおか医療情報ネット」を通じて、
救急医療情報や医療機関情報を広く県民に提供しています。・「小児救急医療ガイドブック」の配付によ
り適正な受診を啓発し、小児救急医療の機能確保を図ります。・こどもの急な病気（発熱、下痢、嘔吐、
けいれん等）、ケガに関する相談を、経験豊かな看護師、または必要に応じて小児科医が助言を行う夜間
の電話相談（小児救急医療電話相談事業）の実施により、小児を持つ保護者の不安軽減及び小児科医の負
担軽減を図ります。

子ども医療費支給制度 ◎ こども未来課
こどもの健康保持及び福祉の増進を図るため、必要とする医療を容易に受けることができるよう、医療保
険による自己負担額の一部を公費で負担します。

未熟児等ハイリスク児の養育支援 ◎ 子育て支援課
養育医療が必要な未熟児に対し医療給付を行う市町村に対して、医療費の4分の1を負担します。医療機関
及び市町村と連携し、市町村が行う未熟児等育児支援の技術的支援を行います。

乳幼児の健康支援 ◎ 子育て支援課
新生児への先天性代謝異常等のスクリーニング検査実施により、早期治療等に繋げます。発達に問題があ
る等の児童に対し保健福祉（環境）事務所で発達診査等を行います。

新生児聴覚検査の体制整備 ● 子育て支援課
「福岡県乳幼児聴覚支援センター」および「新生児聴覚検査体制整備検討会議」を設置し、先天性聴覚障
害の早期発見・早期療育体制整備を図ります。

定期の予防接種への支援 ◎
がん感染症疾病対策
課

予防接種の実施主体である市町村に対して、予防接種に関する知識の普及及び技術的支援を行います。ま
た、予防接種の実施にあたり、安心して予防接種が受けられる体制を整備することによって、予防接種率
の向上と予防接種による健康被害の発生防止に努めます。

子育てに関する知識の普及啓発 ● 子育て支援課
こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児小冊子を作成し、市町村等で実施する乳幼児健診
等で保護者に配布。家庭での育児や保健師の育児支援に活用してもらいます。

乳幼児発達診査事業 ◎ 子育て支援課
心身の発達に問題がある児童又はそのおそれのある児童に対し、市町村との連携のもと、保健福祉（環
境）事務所において、発達診査・発達訓練指導を実施します。

小児救急医療電話相談事業 ◎ 医療指導課
子どもの急な病気やケガ等について保護者の不安解消を図るため、平日夜間・休日における電話相談を行
います。

小児在宅医療の推進 ◎
高齢者地域包括ケア
推進課

ＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室）で長期の療養を要した小児をはじめとする在宅医療を必要とする小児
等が、在宅において必要な医療・福祉サービスを適切に受け、地域で安心して療養できるよう、福祉や教
育などとも連携し、地域で在宅療養を支える体制構築に努めます。○医療的ケア児等の円滑な在宅療養へ
の移行支援：小児等地域療育支援病院に対し、運営費等の費用を助成します。医療的ケア児の入院中から
家族等に対し、在宅療養に向けた医療的ケア等について訓練を行うとともに、在宅療養への移行後に、病
状が悪化した際の受入れ・診療を行うことにより、医療的ケア児の円滑な在宅療養への移行を支援しま
す。在宅療養児一時受入支援事業を実施する医療機関に対し、病床確保等の費用を助成します。在宅で医
療的ケア児の介護を行う家族の休養等のため、医療機関で医療的ケア児を一時的に預かり、家族の負担軽
減を図ります。

④　慢性疾病・難病を抱えるこどもへの支援

小児・ＡＹＡ世代のがん患者等への妊孕性温
存治療の支援

◎
がん感染症疾病対策
課

将来、子どもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者等が希望を持ってがん等の治療に取り
組むことができるよう妊孕性温存治療費と温存後の生殖補助医療に係る費用の一部を助成します。

小児慢性特定疾病対策の推進 ◎
がん感染症疾病対策
課

小児慢性特定疾病に罹患している患児に係る医療費の自己負担分（一部または全部）を助成します。

小児・ＡＹＡ世代のがん患者の在宅療養の支
援

◎
がん感染症疾病対策
課

小児・AYA世代のがん患者が住み慣れた自宅で安心して生活を送ることができるよう、在宅介護サービスに
係る利用料の助成を行う市町村に対して経費を補助します。

小児慢性特定疾病児童等レスパイトへの支援 ◎
がん感染症疾病対策
課

在宅で人工呼吸器装着等の医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等が、家族等の介護者の休息等
の理由により、一時的に在宅で介護等を受けることが困難になった場合に、円滑に適切な医療機関に入院
できるよう受入体制を整備するとともに、受入れに必要な費用を負担します。
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２　幼児教育・保育の充実

一時預かり
幼稚園の預かり保育

◎
子育て支援課、
私学振興課

認定こども園、幼稚園、保育所等で乳幼児を一時的に預かる一時預かり事業、幼稚園の行う預かり保育事
業に関する取組を推進します。

幼児教育・保育に関する情報提供 ◎ 子育て支援課
幼児教育・保育サービスに関する施設の情報について、情報収集や検索が容易にできるよう県のホーム
ページに掲載し、情報提供の充実に努めます。

幼児教育・保育への多様な主体の参入促進 ◎ 子育て支援課
新規参入事業者に対する相談、助言等の巡回支援を行うこと等により、多様な事業者の能力を活用した特
定教育・保育施設等の設置又は運営を促進します。

保育所・認定こども園 ◎ 子育て支援課

保育所の認可、指導監督を行います。また、就労形態に関わりなく利用可能で、幼児教育と保育を一体的
に提供する認定こども園制度の活用を支援します。
質の高い幼児教育の提供及び保護者の経済的負担の軽減のため、子ども・子育て支援新制度に基づく施設
型給付による財政支援を行います。

幼稚園 ◎ 私学振興課
県内私立幼稚園の認可、指導監督を行います。
質の高い幼児教育の提供が行われるよう、私学助成又は子ども・子育て支援新制度に基づく施設型給付に
よる財政支援を行います。

延長保育 ◎ 子育て支援課 就労形態の多様化に伴う保育時間の延長の需要に対応するため、延長保育の促進に努めます。

病児保育 ◎ 子育て支援課
保育士確保、施設の整備及び備品購入の支援、広域化の促進等により、子どもが病気の際に家庭での保育
が困難な場合に、病院等で児童を一時的に保育する病児保育の促進に努めます。

休日保育・夜間保育 ◎ 子育て支援課
保護者の就労形態の多様化に伴う休日、夜間の保育需要に対応するため、市町村が実施する休日保育や夜
間保育を支援します。

障がい児保育等受入体制支援 ◎ 子育て支援課
障がい児等の保育所における円滑な受入れをすすめるため、障がい児保育等に係る標準モデルや事例を示
すとともに、障がい児保育に係る専門研修を実施するなど、受入体制の構築に係る支援を実施します。

届出保育施設 ◎ 子育て支援課

知事等の認可を受けていない保育を目的とする施設における入所児童の安全確保を図るため、定期的に施
設の立入調査を行い、改善が必要な施設の指導等を行います。
市町村が行う届出保育施設に勤務する保育従事者や利用児童の健康診断への助成を支援することにより、
感染症の予防など利用児童の安全・衛生確保に努めます。
また、指導監督基準の要件を満たしている施設は、基準適合届出保育施設として証明書を交付します。

保育人材の確保 ◎ 子育て支援課
保育士・保育所支援センターにおける就業マッチング支援や相談窓口の設置、保育士養成施設の学生に対
する修学資金の貸付、保育士・保育所の魅力発信等により保育人材の確保を図ります。

保育士等キャリアアップ研修 ◎ 子育て支援課 保育士等の専門性の向上を図るとともに、処遇改善加算の要件となる研修を実施します。

幼児教育・保育従事者に対する研修 ◎
子育て支援課、
私学振興課、
義務教育課

幼稚園、認定こども園、保育所等の職員に対する研修を実施し、幼児教育・保育の質の向上を図ります。

苦情解決体制の整備 ◎ 子育て支援課

保育所に対し、苦情解決の責任者や担当者を設置し、利用者からの苦情解決に努めるとともに、第三者委
員を設置して苦情解決の客観性の確保に努めるよう助言・指導します。
保育所内での解決が困難な問題については、福岡県社会福祉協議会に設置された運営適正化委員会におい
て対処します。

第三者評価事業の推進 ◎ 子育て支援課
保育所のサービス内容を第三者機関が客観的に評価する制度を推進し、利用者が保育所を選ぶ際の判断に
役立てるとともに、保育所が評価されることによるサービスの質の向上に努めます。

待機児童の解消 ◎ 子育て支援課
市町村との協議会における待機児童の発生要因に応じた対策の検討、保育士不足の保育所等に対する人材
確保策の助言等の取組により、待機児童の解消を図ります。

保育士配置改善に係る支援 ◎ 子育て支援課
配置基準の改善に伴う保育士確保を支援するため、短時間勤務保育士の雇用に応じた助成を実施し、保育
の質の維持・向上を図ります。

幼児教育・保育利用に要する保護者負担の軽
減

◎
子育て支援課、
私学振興課

保護者の世帯所得の現状を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具
等の実費について、その費用の一部を助成します。

幼児教育・保育の無償化の実施 ◎
子育て支援課、
私学振興課、
義務教育課

幼児教育・保育の負担軽減を図るため、幼稚園、保育所、認定こども園を利用する3歳から5歳までの全て
のこどもたちの利用料を無償化します。また、0歳から2歳までのこどもたちについては、住民税非課税世
帯を対象として利用料を無償化します。

保育所等の園外活動時の安全確保 ●
私学振興課、子育て
支援課、障がい福祉
課、道路維持課

市町村、関係機関と連携し、ハード、ソフト両面の対策を具体化し、ガードレールの設置や集団移動経路
の見直しなど、必要な対策を講じていきます。

保育所への優先入所、放課後児童クラブの優
先利用の促進

●
子育て支援課、
こども未来課

市町村におけるひとり親家庭の子どもの保育所への優先入所や放課後児童クラブの優先利用の取組を支援
します。また、求職活動・職業訓練等を行っている場合にも、就労している場合と同等の事情にあるとし
て、優先入所や優先利用を促進します。

在留外国人の子どもの保育に関する対応 ● 子育て支援課
保育所等の利用を希望する在留外国人家庭を支援するため、市町村による通訳配置や多言語音声翻訳シス
テムの導入等、多言語対応のための体制の整備を図ります。
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無償化給付事業 ◎ 私学振興課

子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園の保育料及び預かり保育の利用料について、市町
村が利用者に給付する費用のうち、1/4を県が負担します。
また、子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園を利用する低所得者等世帯に対し、副食費
の実費徴収に係る費用のうち、1/3を県が負担します。

教育・保育給付費 ◎ 子育て支援課
乳幼児に対して適切な保育サービスを提供し、児童福祉の向上を図るため、市町村が支弁する教育･保育の
実施に要する費用の一部を負担します。

保育補助者等の配置支援 ◎ 子育て支援課
保育に係る周辺業務や保育士の補助を行う保育補助者等のを保育所等に配置にする費用を助成することに
より、保育士の業務負担軽減を図ります。

届出保育施設における健康診断（児童）の支
援

◎ 子育て支援課 市町村が実施する児童の健康診断費用に対して助成します。

私立学校経常費補助(預かり保育推進事業) ◎ 私学振興課
子育て支援に関する取組を促進するため、預かり保育事業を実施する幼稚園（学校法人）に対して、その
事業に係る経費を補助します。

保育所等の整備促進 ◎ 子育て支援課
国の安心こども基金による福岡県子育て応援基金を活用して保育所の創設や増改築などを行い、待機児童
の解消や保育環境の整備を図ります。

医療的ケア児保育受入体制支援 ◎ 子育て支援課
看護師等を配置する経費に対する助成や、医療的ケア児の保育に係る研修を実施することにより、医療的
ケア児の保育受入体制構築のための支援を行います。
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３　こどもの生きる力の育成

①　学力の向上

ふくおか学力アップ推進事業 ◎
義務教育課、特別支
援教育課

県内の児童生徒の学力向上を図るため、学力・学習状況と市町村の学力向上に向けた取組状況を調査分析
し、学力向上に有効な施策を提供することで、市町村教育委員会の学力向上に向けた主体的な取組の充実
に資します。

ＩＣＴを活用した教育推進事業 ◎
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わせた「新しい教育」の実現に向けて、ＩＣＴを活用した先
進的教育モデルの研究、プログラミング教育の充実に向けた取組や普及啓発を行います。

学習サポート事業 ◎ 青少年政策課
福岡県立大学において、学生に筑豊地域の市町村等が行う補充学習を紹介し、小学生・中学生の学習支援
を行うことで、子どもの学力向上を図ります。

②　豊かな心の醸成

子どもたちが文化芸術に触れる機会の充実 ◎ 社会教育課 子どもの文化活動の発表の場や芸術文化を鑑賞する機会を提供し、子ども文化活動の充実を図ります。

福岡県子ども読書推進計画 ◎ 社会教育課

4つの基本方針に沿って、子どものそれぞれの発達段階に応じた読書習慣の形成、定着、確立を図ります。
①家庭・地域・学校・民間における子どもの読書活動の推進②施設・設備等の環境の整備・充実③図書館
間及び学校図書館等との連携・協力・ネットワーク化④子どもの読書活動に関する理解と関心を深める取
組の普及

読書好きを育む環境づくり応援事業 ◎ 社会教育課
乳幼児から中学生までを対象とした発達段階に応じた読書活動の取組や保護者への啓発、読書活動の気運
を高める特色ある取組の支援を通して、「読書が好きな子ども」が育まれる環境づくりを推進します。

少年健全育成活動 ◎ 少年課
柔道・剣道研修を通じて、仲間との連帯意識や規範意識を醸成するとともに、目標を持った「志」のある
少年の育成を図ります。

社会人講師の積極的な活用 ◎ 高校教育課
産業界の実践に基づく知識や熟練した技術・技能を直接生徒に指導する社会人講師を授業や特別活動など
で積極的に活用します。

文化芸術の鑑賞・体験機会の提供 ◎ 文化振興課

様々な文化芸術や伝統芸能等を鑑賞・体験する機会を子どもたちに提供するため、小・中・特別支援学校
や小児医療施設、児童養護施設へ芸術家等を派遣する「学校等芸術家派遣事業」及び主に小・中学生を対
象とした文化芸術鑑賞事業や体験型事業を実施する団体に助成を行う「子ども文化芸術鑑賞・体験助成事
業」を行います。

自立と協働を学ぶ体験活動推進事業 ● 高校教育課
県立中学校・中等教育学校の第1学年を対象に集団体験活動を実施し、多様な体験活動を通して、自立と協
働の精神を育成するとともに、自己存在感や規範意識を醸成し、夢や志をもって学校生活を送ることがで
きる生徒を育成します。

スクール・ミュージアム事業（アートコー
ス）

◎ 社会教育課 県内の公立学校を対象に、福岡県立美術館において、様々な学習・鑑賞プログラムを実施します。

読書活動推進ボランティアの養成及び活用促
進

◎ 社会教育課
読書活動推進のために指導者やボランティア養成を目的とした講座等を実施するとともに、読書に関する
事業やイベントでの活用促進を図ります。

図書館間の連携・協力・ネットワーク化の推
進

◎ 社会教育課
「福岡県図書館情報ネットワーク」による県内図書館間の図書資料相互貸借及び横断検索システムを拡充
します。

命の大切さを学ぶ教室 ◎ 被害者支援・相談課
中学生・高校生等の時代を担う若者を対象に、犯罪被害者遺族による講演や犯罪被害者等の手記の朗読を
開催することにより、犯罪被害者等への配慮・協力への意識のかん養等や規範意識の向上を図ります。

がん教育の推進 ◎ 体育スポーツ健康課
学校におけるがん教育を推進することにより、がんに対する正しい理解とがん患者に対する正しい認識及
び命の大切さについて理解を深めます。

環境教育副読本の作成 ◎ 環境政策課 小学校高学年を対象とした環境教育副読本を作成、配布します。

県立社会教育施設の機能充実 ◎ 社会教育課
県民のニーズを踏まえた学習プログラムを開発するとともに、それぞれの施設の特徴や魅力を生かした運
営・サービスの充実を図ります。

芸術文化活動の振興 ◎ 社会教育課 高等学校芸術・文化連盟、中学校文化連盟を支援し、学校における芸術文化活動の活性化を図ります。

青少年育成県民運動の推進 ◎ 青少年育成課
青少年健全育成の県民運動の展開を図るとともに、青少年の健全育成に寄与することを目的として事業を
実施している福岡県青少年育成県民会議に対する助成を行い、青少年問題について国や県の施策に呼応し
て総合的な県民運動を展開し、民間サイドでの青少年の健全育成を行います。

青少年団体活動の強化推進 ◎ 青少年育成課
青少年団体相互の連絡提携を図るとともに、青少年の健全育成に寄与する目的で青年リーダーやジュニア
リーダー養成事業を実施している福岡県青少年団体連絡協議会に対する助成を行い、地域における団体の
連携強化を図ります。

規範的な行動を促す道徳、特別活動、総合的
な学習・探究の時間等の教育活動の充実

◎
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

小・中学校においては、道徳教育推進の核となる指導者を養成するとともに、「道徳教育実践ハンドブッ
クvol.2」等の活用を促進します。
県立高等学校においては、道徳教育推進教師を中心に、人間としての在り方生き方に関する教育を学校の
教育活動全体を通じて行います。

電子書籍の整備 ◎ 社会教育課 県立図書館の電子書籍を含むデジタル資料の充実を図ります。

どこでもケンビ（バーチャル美術館・
edukenbi（えでゅけんび））の公開

◎ 社会教育課 県立美術館の所蔵作品を鑑賞でき、子どもたちの学習に役立つサイトを公開します。

文化交流展（平常展）の観覧料無料化 ●
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

これからを担う青少年に、日本とアジア諸地域との文化交流の歴史を楽しく学ぶ機会を提供するため、高
校生以下または１８歳未満の観覧料を無料としています。

6 



施策・事業名
再
掲

主

項

目
担当課 事業概要

③　人権意識の醸成

スポーツ組織と連携・協力した人権啓発活動 ◎
人権・同和対策局調
整課

県とプロバスケットボールチームが連携・協力して「人権・スポーツ教室」を開催し、その中でプロバス
ケットボール選手による人権啓発の講話を実施します。

少年期の人権啓発の推進
（福岡県人権・同和問題啓発事業費補助金）

◎
人権・同和対策局
調整課

少年期における人権意識の高揚を図るため、異年齢の子ども同士の人権学習活動・体験学習活動等人権啓
発を推進する事業を対象に、実施市町村に事業費を補助します。

スポーツ組織と連携・協力した人権啓発活動
（地域人権啓発活動活性化事業）

◎
人権・同和対策局
調整課

県とプロバスケットボールチームが連携・協力して「人権・スポーツ教室」を開催し、その中でプロバス
ケットボール選手による人権啓発の講話を実施します。

大学等と連携した「若者人権講座」の実施
（地域人権啓発活動活性化事業）

◎
人権・同和対策局
調整課

若年層の人権意識の高揚を図るため、大学、専門学校生を対象とした人権講座を開催します。

福岡県人権啓発情報センター事業 ◎
人権・同和対策局
調整課

県民の人権意識の高揚を図り、人権が尊重される社会を確立するため、人権啓発のより一層の充実や、県
民一人ひとりがあらゆる機会を通して人権学習ができるよう、展示事業や人権問題に関する研究、啓発活
動に必要な各種の資料・情報の収集及び提供等を行います。

人権教育実践交流会・人権教育指導者養成連
続講座

◎ 人権・同和教育課
多様な校種や職種での実践交流や研究協議を行い、学校教育及び社会教育において、様々な人権問題に関
する、より高度な課題解決能力や指導方法を探求する機会を設けます。

人権教育コーディネーター養成講座 ◎ 人権・同和教育課
市町村職員などを対象として、人権に関する学習活動の企画・立案に携わる人権教育指導者を養成する研
修会を開催し、本県人権教育の充実を図ります。

人権が大切にされた社会をめざす生徒のリー
ダーシップ育成事業

◎ 人権・同和教育課
県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び教員を対象に、ワークショップや意見交流・発表
などで構成する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた生徒の人権リーダーシップの育成及び主体
的学びを促す教員の指導力向上を図ります。

④　健やかな体の育成

歯の健康づくり事業 ◎ 健康増進課
「福岡県歯科口腔保健啓発週間」等におけるイベントや講演会等を通じて、食習慣や歯磨き方法、フッ化
物の利用など、むし歯予防に関する正しい知識の普及啓発を図ります。

市町村歯科保健事業実施状況調査 ◎ 健康増進課
市町村における乳幼児の歯科健康診査、健康教育等の実施状況の情報を収集するとともに、情報の共有を
図ることで効果的な取組みの促進を図ります。

母性及び乳幼児の健康づくりの担い手である
人材の資質の向上及び確保

◎ 健康増進課
保育所等の特定給食施設で栄養管理に従事する職員や市町村の保健師、栄養士等の質の向上に係る研修等
を開催するとともに、特定給食施設の栄養士、管理栄養士、市町村における保健師、栄養士等の配置促進
を図ります。

性感染症に関する啓発、相談 ◎
がん感染症疾病対策
課

県の保健所において、エイズ・性感染症の感染予防及びまん延防止のため、地域住民に対し、正しい知識
の普及啓発を行います。また、地域住民がエイズ等の性感染症に関する相談や検査を安心して受けること
ができる体制の整備として、相談窓口を設置し、無料・匿名でHIV・梅毒・クラミジア・淋菌検査を実施す
ることで感染の早期発見と二次感染を予防します。

たばこ知らずの未成年者育成 ◎ 健康増進課
学校保健と連携して、喫煙防止教育を早期から行います。併せて、保護者や教師、地域の理解と協力のも
とに、未成年者に喫煙させない(防煙)、飲酒させない環境づくりを推進します。

学童期フッ化物洗口導入促進事業 ◎ 健康増進課
学童期におけるむし歯予防を推進するため、フッ化物洗口を実施する市町村への支援及び実施拡大に向け
た協議等を行い、小学校におけるフッ化物洗口の普及を図ります。

子どもの体力向上に係る取組の充実 ◎ 体育スポーツ健康課
発達段階に応じた児童生徒の運動・スポーツへの動機付け、習慣化を図るとともに、体力向上を目的とし
た総合的な事業を推進します。

部活動指導員配置事業 ◎ 体育スポーツ健康課
学校部活動に係る技術的な指導に従事する指導員を配置し、学校部活動の指導体制の充実及び教職員の負
担軽減を図ります。

特定給食施設指導 ◎ 健康増進課 保育所等の特定給食施設の指導を行い、子どもの健康づくりを充実させます。

福岡県体力向上総合推進事業 ◎ 体育スポーツ健康課
小・中・高等学校・特別支援学校等において、スポコン広場の実施や部活動指導員の配置等、総合的に体
力向上に関する事業を実施・充実させることで、本県の子どもの体力向上を図ります。

ワンヘルス推進事業 ◎
ワンヘルス総合推進
課

イベントの開催による県民への普及啓発を行うことでワンヘルスの理念の浸透を図り、ワンヘルスの取組
を推進します。

ワンヘルス推進強化事業 ◎
ワンヘルス総合推進
課

ワンヘルスの理念に則った県民の行動及び活動を促進します。
また、県民が身近にワンヘルスを学び、体験できるよう市町村を支援します。

生物多様性に関するワンヘルス教育推進事業 ◎ 自然環境課
ワンヘルスの取組の一つである「生物多様性の保全」をテーマに、屋外ワンヘルス体験学習・研究ゾーン
（仮称）を活用したワンヘルス教育プログラムを策定し、小学生に自然とのふれあいの中で生物多様性に
関する理解の促進を図ります。

ワンヘルス普及拡大推進費 ◎ 畜産課 県民に対し、安全安心な畜産物を通じて広くワンヘルス概念の普及啓発活動を実施します。

ワンヘルス教育推進事業 ◎ 私学振興課
ワンヘルスの理念と実践に対する意識醸成を図るセミナーを開催するとともに、学校の特色にあったワン
ヘルス教育について助言する専門家派遣を行います。

ワンヘルス教育総合推進事業 ◎

体育スポーツ健康
課、高校教育課、義
務教育課、社会教育
課

児童・生徒が生涯にわたって健康や環境を適切に管理・改善していくための資質・能力を身に付けるた
め、義務教育段階から高等学校段階まで系統性のある「ワンヘルス教育」の推進を図ります。

薬物乱用防止教育 ◎ 薬務課
学校、地域等で実施される薬物乱用防止講習会に外部講師を派遣します。また、外部講師（薬物乱用防止
講習会講師団講師）に対して、研修会を実施し、資質向上に努めます。

健康教育の推進 ◎ 体育スポーツ健康課
県立高等学校の生徒等の性や心の健康に関する正しい知識の普及と不安や悩みの解消のため、専門家によ
る講演や相談、及び健康教育の推進及び教員の指導力向上のための研修を実施します。

武道教育等の充実化 ◎ 体育スポーツ健康課
中学校の保健体育科教員を対象に、安全に配慮した武道等授業の進め方や生徒の実態に応じた段階的な指
導方法の習得等、武道等学習の指導体制等の充実を図ります。
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⑤　食育の推進

食育・地産地消県民運動 ◎
食の安全・地産地消
課

農林水産団体、教育機関等の関係機関等と連携し、学校給食への県産農林水産物の利用促進や、小中学生
等を対象とした食育出前講座の実施などにより、食育と地産地消を一体的に推進します。

食育活動の支援 ◎ 健康増進課
県内地域の食生活改善実践活動の推進を図るため、食生活改善推進連絡協議会に対して助言や指導を行う
とともに、食生活改善推進員のリーダー等に対して「食と健康教室」などの研修を実施します。

学校における食育 ◎ 体育スポーツ健康課
栄養教諭を中心とした食に関する指導の推進校事業、福岡県学校給食研究指定委嘱事業、「ふくおか弁当
の日」の推進等、学校における食育の推進を図ります。

家庭と連携した食育 ◎ 体育スポーツ健康課
関係団体と連携したPTA学校給食教室や学校給食フェアの実施、朝食を食べる習慣の定着を促す取組み等、
家庭と連携した食育の推進を図ります。

子どもが作る「ふくおか弁当の日」の拡大 ◎ 体育スポーツ健康課
子どもが弁当を作ることを通して、食べ物やそれらを作ってくれる人への感謝の心を養い、自己肯定感を
育むなど高い教育効果が期待できる「ふくおか弁当の日」の普及・拡大に取り組みます。

食に関する指導体制整備の推進 ◎ 体育スポーツ健康課
栄養教諭等を対象に、食に関する指導の充実に向けた研修会等を実施し、栄養教諭等の資質向上を図りま
す。また、学校給食の充実を図るため、給食調理員を対象にした学校給食料理コンクールを実施します。

学校保健・食育指導事業 ◎ 体育スポーツ健康課 教員を対象に、学校保健・安全・給食に関する研修会を開催し、教員の資質向上を図ります。

⑥　教育環境の整備・充実

教員の資質向上 ◎

教職員課、
高校教育課、
義務教育課、
特別支援教育課

優秀な教員を採用するため、採用試験の工夫改善を図ります。若年教員、中堅教員、ベテラン教員それぞ
れのニーズに対応した基本研修、今日的教育課題に応じた課題研修、教員や学校の課題に応じた専門研修
を実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。

学校施設の整備 ◎ 施設課 「福岡県立学校施設長寿命計画（個別施設計画）」に基づき、計画的な老朽対策を実施します。

学校空調の管理 ◎ 施設課、財務課 学校空調について、適切な維持管理を行うことで生徒の安全確保や、教育活動の円滑な実施を図ります。

ＩＣＴ環境整備事業 ◎ 施設課
普通教室等への高速大容量通信ネットワークの整備や児童生徒一人一人に端末を配備することなどによ
り、県立学校のＩＣＴ環境の充実を図るとともに、義務教育段階の公立学校における1人1台端末の着実な
更新を実施します。

スクールカウンセラー活用事業 ◎ 義務教育課
学校におけるカウンセリング機能を充実させるため、公立小中学校にスクールカウンセラーを配置し、相
談体制の整備を図ります。

私立学校経常費補助(生徒指導の充実) ◎ 私学振興課
私立学校等において、臨床心理士等，専ら生徒のカウンセリングや福祉の支援を担当する教職員を配置す
る取組を促進します。

次代の人材育成に向けた高校教育DX推進事業 ◎ 高校教育課
１人１台端末を活用した多彩な教育資源の共有による、学校の枠を越えた学習活動の実施、データ分析に
よる生徒の学びの充実及び教員の指導改善、学校のＩＣＴ活用を推進する支援体制などにより県内どこに
いても生徒が学びを深める環境の充実を図ります。

県立学校整備事業 ◎ 施設課 老朽校舎等の改築や長寿命化改修、グラウンド造成等により学校施設の整備・充実を図ります。

教職員の働き方改革の推進 ◎

教職員課
高校教育課
施設課
体育スポーツ
健康課

教職員の働き方改革取組指針に基づき、校務を情報化することによる業務の効率化や適正化等、教職員の
働き方改革を進めます。生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理するシステム並びに教員間の情報共有
のための学校用グループウェア及び保護者等への連絡のためのメール連絡網を普及・推進し、学校の業務
改善に取り組みます。情報通信技術支援員を配置し、ＩＣＴの活用を推進するとともにＩＣＴ機器の増加
に伴う教員の業務負担の軽減を図ります。より専門的な技術指導を行う体制の整備及び教職員の負担軽減
のため、中・高等学校及び特別支援学校等の部活動に部活動指導員を配置するほか、運動部活動指導者の
指導力向上を図るための研修会を実施します。

高等学校情報提供事業 ◎ 高校教育課
多様な教育ニーズに応じるため、県立高等学校の特色化を推進するとともに、中学生が適切な進路選択が
できるよう県立学校の情報発信能力の向上を図ります。

専門学科及び特色ある学科・コースの充実 ◎ 高校教育課 地域や学校・生徒の実態等に応じて、専門学科及び特色ある学科・コースの改善・充実を図ります。

入学者選抜制度及び転編入学制度の改善 ◎ 高校教育課
受検生の多様な個性を様々な角度から評価するため、推薦入学制度や特色化選抜制度、各校の特色に応じ
た学校独自の面接、作文又は実技を行う個性重視の特別試験などを実施します。

中学校・高等学校の連携促進 ◎ 高校教育課 中・高連絡会において、進路指導や生徒指導に関する情報共有の促進を図ります。

教員の資質・能力や学校（幼稚園）の組織力
の向上

◎ 私学振興課
私立幼稚園教職員を対象として専門性の高い教育研修、人権研修について支援し、教育内容の向上と教育
環境の充実を図ります。

県立学校ＩＣＴ環境整備事業 ◎ 施設課 児童生徒の１人１台端末や大型提示装置等のＩＣＴ機器を安心して活用できる教育の環境を整備します。
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４　こどもの成長を支える環境の整備

①　インターネット適正利用の推進

福岡県青少年の安心・安全なインターネット
利用推進連絡会議

◎ 青少年育成課
ネット問題に詳しい専門家や通信事業者、PTA、行政（知事部局、教育庁、警察）など関係機関・団体から
なる連絡会議を設置し、有効な施策の検討や課題の共有等を行います。

生徒自身がインターネットの適正利用を考え
るワークショップの開催

◎ 青少年育成課
中学生と高校生が共にインターネットに関する問題点や利用の仕方について議論し、発表するワーク
ショップを開催します。

ネット依存防止・非行防止をテーマとした学
習会への講師紹介

◎ 青少年育成課
地域やPTAなどが、ネット依存防止や非行防止に係る学習会（講演会、研修等）を実施する場合に、主催者
の依頼内容に応じて講師を紹介します。

インターネット適正利用に向けた啓発 ◎ 高校教育課 ＳＮＳ等による誹謗中傷や著作権の侵害等に対する規範意識の向上を図ります。

情報端末使用に関する指導の充実 ◎ 高校教育課
スマートフォン等の情報端末は利便性と危険性を併せ持つことを周知し、学校と家庭が連携し、使用の際
に守るべきルールやマナーについての指導の充実を図ります。

情報モラル教育の充実 ◎ 義務教育課
教員研修や研究推進によって教員の情報モラル指導力の向上を図るとともに、保護者、児童生徒への情報
モラルの啓発を行います。

ネット利用に起因した非行・被害防止対策 ◎ 少年課
ネット利用に起因した非行や被害について、実例を基に製作したＤＶＤ教材の活用を教育現場に促し情報
モラル教育を推進することで、非行や被害の防止を図ります。

SNSに起因する少年の犯罪被害防止活動 ◎ 少年課
サイバーパトロールにより、こどもの性被害につながるおそれのあるSNS上の不適切な書き込みを発見し、
注意を促すメッセージを送信することで、犯罪被害の防止を図ります。

青少年健全育成条例の施行 ● 青少年育成課
青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては
適正化を指導します。また、子どもを有害環境から守る自主的措置を事業者に促すとともに、保護者に対
し、フィルタリングの活用等について情報の提供を行います。

フィルタリング普及啓発活動 ◎ 少年課
青少年が悪質なサイトを利用し被害に遭わないため、保護者、青少年、事業者等に対するフィルタリング
の必要性等に係る啓発活動を推進します。
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②　犯罪被害・性暴力等からこどもを守る環境整備

防犯環境設計の普及 ◎
生活安全課、
生活安全総務課

道路、公園、駐車（輪）場や共同住宅等における犯罪をなくすため、防犯環境整備を促進するための具体
的手法を示した「防犯環境指針」の普及を図ります。

防犯ボランティアとの連携、活動に対する支
援

◎
生活安全総務課、
生活安全課

防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パトロールの実施等を行うとともに、関係機関・団
体と連携して、活動物品等の助成、活動ノウハウに関する研修会の開催、「ながら防犯」の普及促進等に
より、防犯ボランティア団体の活動の活性化を図り、こどもの見守り活動を支援します。

ながら防犯活動の推進 ◎ 生活安全課

「通勤・通学」「買い物」「ジョギング」「犬の散歩」など、日常の生活行動の中で気軽に実践できる防
犯活動「ながら防犯」を推進し、県民全体で安全・安心まちづくりに取り組む気運の醸成を図ります。
○「ながら防犯」に取り組む企業・団体を「みんなで防犯応援隊」として登録する制度により、パトロー
ルステッカー等の活動グッズを配布するほか、優れた活動を行っている企業・団体を表彰します。
○「ながら防犯」の考え方・取組内容を広く県民に周知・浸透させるため、県民参加型のオンライン配信
イベントを開催します。
○「ながら防犯」を開始する団体に対し、活動資器材購入に係る経費を助成します。

こども・若者を性犯罪被害から守るための対
策の推進

◎ 生活安全総務課
性犯罪の被害を防止するため、様々な情報発信ツールによる広報啓発、こどもや若者に対する防犯教育の
推進により、自主防犯行動の促進を図ります。

登下校防犯プランに基づくこどもの犯罪被害
防止対策の推進

◎
義務教育課、
生活安全総務課

子どもの犯罪被害を防止するため、政府が決定した登下校防犯プランに基づき、①地域における連携の強
化、②通学路の合同点検の徹底及び環境の整備・改善、③不審者情報等の共有及び迅速な対応、④多様な
担い手による見守りの活性化、⑤子どもの危険回避に関する対策の促進について推進していきます。

犯罪被害者等に対する支援の充実・強化 ◎ 生活安全課
被害者が必要な支援を受けられるよう、被害者支援等に携わる関係機関・団体職員の対応能力の向上と二
次的被害の防止などを図るため、支援者向けマニュアルのＨＰ掲載や担当職員向け研修を実施します。

DVが子どもに与える影響についての啓発 ● 男女共同参画推進課
配偶者からの暴力の根絶に向けた啓発の中で、「児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力」は、
児童虐待の中の心理的虐待に該当することについても周知します。

DV被害者の同伴する子どもの保護 ● 男女共同参画推進課
配偶者からの暴力被害者等の女性を一時保護する際には、同伴する子どもと一緒に保護することができま
す。
　関係機関と連携し、同伴児の精神的ケアや保育機能、学習支援の充実を図ります。

SNSに起因する少年の犯罪被害防止活動 ● 少年課
サイバーパトロールにより、こどもの性被害につながるおそれのあるSNS上の不適切な書き込みを発見し、
注意を促すメッセージを送信することで、犯罪被害の防止を図ります。

交際相手からの暴力（デートＤＶ）防止対策
の推進

◎ 男女共同参画推進課
中学生・高校生に対し、交際相手からの暴力防止に関するリーフレットを作成・配付するとともに、希望
する学校に講師を派遣し、啓発を行います。

若年者を対象とした消費者教育の推進 ◎ 生活安全課
消費者被害に遭いやすい若年者に対し、市町村や教育機関、消費者団体等と連携した消費者教育を推進す
ることで、自らが適切に判断・行動できる消費者の育成を図ります。

消費者教育の充実 ◎ 高校教育課
家庭科、公民科及び特別活動等で、消費者として自立し、主体的な判断の下、適切な意思決定のできる生
徒を育成します。

警察職員による大学講義（法学的見地からの
専門的講義）

◎ 警務課
対象大学において、県警の幹部職員が、学生に対し、県警の取組や学生に身近な問題・トラブル等につい
て講義を行い、犯罪被害から自分や他者の身を守る方法等について学生の理解を深めます。

交際相手からの暴力防止対策 ◎ 人身安全対策課
デートＤＶ等の被害者の安全を最優先に、的確な事件化等の措置を図ります。
デートＤＶ等防止に係るリーフレット等を製作し、学校における防犯教室の機会等を通じて、青少年に対
する被害者にも加害者にもならないための広報啓発を図ります。

福祉犯被害防止対策 ◎ 少年課
児童買春、児童ポルノなどこどもの心身に有害な影響を与え、こどもの福祉を害する犯罪の被害防止に向
けた各種広報啓発活動を推進するとともに、取締りを強化します。

困難を抱える若年女性の支援 ◎ 男女共同参画推進課
困難を抱える若年女性の自立を支援するため、夜間の街頭での声掛け、電話・メールによる相談、居場所
の確保や公的機関への同行支援などを実施します。

性犯罪被害者に対するワンストップ支援推進
事業

◎ 生活安全課
性暴力被害者が安心して相談でき、医療面のケアを含め必要な支援を迅速に受けることができるよう、
「性暴力被害者支援センター・ふくおか」において、被害者の早期回復に向けた被害直後からの総合的な
被害者支援を実施します。

犯罪被害者支援事業 ◎ 生活安全課
「福岡犯罪被害者総合サポートセンター」において、電話相談や面接・カウンセリング、病院・裁判所な
どへの付添い支援等、犯罪被害者等の早期回復に向けた被害直後からの総合的な被害者支援を実施しま
す。

被害少年に対する立ち直り支援の推進 ◎ 少年課
被害少年の早期救出・保護を図るとともに、精神的なダメージを軽減するための指導、助言、カウンセリ
ング等を行います。

安全・安心まちづくり推進事業 ◎ 生活安全課
県民が安心して暮らすことができる安全な地域社会づくりを推進するため、地域防犯活動やながら防犯等
の安全・安心まちづくりに係る地域の各種活動を定着、拡大させることにより、安全・安心まちづくり県
民運動の活性化を図ります。

青少年健全育成条例の施行 ◎ 青少年育成課
青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては
適正化を指導します。また、子どもを有害環境から守る自主的措置を事業者に促すとともに、保護者に対
し、フィルタリングの活用等について情報の提供を行います。

性暴力対策アドバイザー派遣事業 ◎ 生活安全課
「福岡県における性暴力を根絶し、性被害から県民等を守るための条例（平成31年福岡県条例第19号）」
の規定に基づき、学校、大学、事業所等に、性暴力に関する専門的な知識及び経験を有する専門家等を派
遣し、性暴力の根絶及び性暴力の被害者の支援に関する総合的な教育、研修を実施します。
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③　安心して外出できる環境づくり

バリアフリー化の促進 ● 住宅計画課
本県独自のモデル住宅「生涯あんしん住宅」の活用による「段差の解消」「広い廊下」「手すりの設置」
等の乳幼児や妊産婦に配慮した住宅のバリアフリー化の普及促進に努めます。

歩道空間のバリアフリー化 ◎ 道路維持課
鉄道駅、バスターミナル等の主要な旅客施設と公共施設及び福祉施設等を結ぶ道路について、歩道の拡
幅・段差解消、勾配改善、視覚障害者用誘導用ブロックの設置等を行います。

通学路の歩道整備 ◎ 道路維持課 小学校等に通う児童が利用する通学路において、歩道整備等の交通安全対策を行います。

自転車通行空間の整備 ◎ 道路維持課 自転車の安全で快適な通行空間の整備を行います。

保育所等の園外活動時の安全確保 ◎
私学振興課、子育て
支援課、障がい福祉
課、道路維持課

市町村、関係機関と連携し、ハード、ソフト両面の対策を具体化し、ガードレールの設置や集団移動経路
の見直しなど、必要な対策を講じていきます。

福祉のまちづくり ◎ 障がい福祉課
福祉のまちづくりに関する普及・啓発を行います。「ふくおか・まごころ駐車場」制度の運用を行いま
す。

不特定かつ多数が利用する建築物のバリアフ
リー化

◎ 建築指導課
「福岡県福祉のまちづくり条例」に基づき、必要な情報の提供や技術的な助言を行うことで、不特定かつ
多数の者が利用する建築物のバリアフリー化に努めます。

県営公園のバリアフリー化 ◎ 公園街路課
新たに整備を進めている県営公園については、「福岡県福祉のまちづくり条例」に基づき整備を進めてい
ます。
また、既存の県営公園については今後も条例に基づいた施設の改修を適切に行います。

商店街の課題解決チャレンジ応援事業 ◎ 中小企業振興課
商店街等が抱える後継者不足、空き店舗の増加、来街者の減少等の課題に対し、未来を見据え、果敢に
チャレンジする取組を支援します。

交通安全教育指導者の拡充 ◎ 交通企画課
地域ぐるみの交通安全活動を推進するため、県、関係機関・団体、地域社会が互いに連携して地域におけ
る交通安全教育指導者の育成に努め、地域における交通安全教育の普及促進を図ります。

段階的かつ体系的な交通安全教育 ◎ 交通企画課 幼児から高齢者まで各年齢層に応じた段階的、体系的な交通安全教育を推進します。

交通安全教室 ◎
高校教育課、
義務教育課

学校における交通安全教室の開催を促進するとともに、二輪車通学を許可している県立高等学校等を対象
として、二輪車の安全な乗り方や点検整備等の実技講習を関係機関と連携して行うことにより、生徒の交
通安全意識の高揚や安全運転技能の向上を図ります。

こどもの交通安全大会 ◎ 生活安全課 児童の交通安全意識を高揚し、交通事故防止を図るため、こどもの交通安全大会を開催します。

自転車ルール・マナー周知徹底推進事業 ◎ 生活安全課
自転車事故の割合が高い若年者に対し、ヘルメット着用をはじめとする自転車の安全利用を啓発するた
め、漫画形式の啓発冊子を配布します。

自転車の安全利用とヘルメット着用促進のた
めの交通安全教育

◎ 交通企画課
自転車の安全利用とヘルメット着用を促進するため、県警ウェブサイトに「ｅｰラーニングコンテンツ」を
構築して交通安全教育を推進します。

飲酒運転撲滅活動アドバイザー派遣事業 ◎ 生活安全課
飲酒運転撲滅活動アドバイザーを学校等に派遣し、講演や体験型の講習を実施することにより若年層に対
する飲酒運転防止教育を推進します。

自転車安全教育指導者講習会 ◎ 生活安全課 小・中・高等学校教諭等に対して自転車の安全な乗り方教育について指導します。

小・中学生交通安全図画・作文コンクールに
おける「飲酒運転撲滅特別賞（知事賞）」表
彰の実施

◎ 生活安全課
(一財)福岡県交通安全協会主催の小・中学生交通安全図画・作文コンクールにおいて、飲酒運転を見た場
合の通報義務など飲酒運転撲滅を題材とした作品を募集し、優秀な作品を「飲酒運転撲滅特別賞（知事
賞）」として表彰します。

飲酒運転撲滅に向けた交通安全教育活動及び
広報啓発活動

◎ 交通企画課
大学等に対して、交通安全教育用ＶＲを活用した飲酒運転撲滅教育等を取り入れるよう働き掛け、大学生
等に飲酒運転の危険性等を理解させる交通安全教育を推進し、飲酒運転撲滅意識の高揚を図ります。

交通安全意識醸成のための広報啓発活動 ◎ 交通企画課
大学と警察との交通事故防止懇話会の開催等を通じて、大学による自主的な交通安全教育を促進し、大学
生の交通安全意識の醸成・向上を図ります。

交通安全教育センター（ふっけいコアセン
ター）における交通安全教育活動

◎ 交通企画課
交通安全教育センター（ふっけいコアセンター）において交通安全に携わる者に対する講習を行い、交通
安全行動を実践する社会人を育成します。

交通安全こども自転車大会 ◎ 交通企画課
小学生を対象に、自転車利用の基本的知識と安全運転技能を身に付けさせ、将来の良き交通社会人育成を
図ります。

自転車の交通ルールブック配布事業 ◎ 交通企画課
小学校４年生を対象に、自転車運転の正しいルールとマナーを身に付けさせるため、「自転車の交通ルー
ルブック」を配布して、交通事故の抑止を図ります。

交通安全教育車に積載された歩行者シミュ
レーターを活用した交通安全教育活動

◎ 交通企画課
交通安全教育車に積載された歩行者シミュレーターを活用し、小学生等に道路横断の基本的な知識を身に
付けさせ、将来の良き交通社会人育成を図ります。

交通安全アドバイス集等を活用した交通安全
教育活動

◎ 交通企画課
歩行者用・自転車用・園外活動用の「交通安全アドバイス集」等を幼稚園・小学校等に配布して、学校・
家庭内での日常的かつ恒常的な交通安全教育を推進します。

交通安全対策事業 ◎ 道路維持課 通学路における交通安全を確保するため、通学路等の歩道整備を実施します。

道路事業（街路事業） ◎ 公園街路課
都市計画道路においてバイパス整備や歩道整備等を行うことにより、生活道路への自動車流入を減らし、
通学路の安全性を確保します。

学校安全総合支援事業 ◎
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

市町村教育委員会を単位としたモデル地域を指定し、地域全体での学校安全推進体制の構築を図るととも
に、県内へその仕組みや好事例を普及することにより、学校安全の取組の推進を図ります。

交通安全施設整備事業 ◎ 交通規制課
歩行者等の安全な通行を確保するため、通学路等の交通安全施設（信号機、横断歩道など）の整備を図り
ます。

青少年健全育成条例の施行 ● 青少年育成課
青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては
適正化を指導します。また、子どもを有害環境から守る自主的措置を事業者に促すとともに、保護者に対
し、フィルタリングの活用等について情報の提供を行います。
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地域薬物乱用防止対策 ● 薬務課
青少年の協力を得て、薬物乱用防止「ダメ。ゼッタイ。」街頭キャンペーン等を実施し、県民の薬物乱用
問題に対する意識を高め、薬物乱用防止を図ります。

青少年健全育成アワード ◎ 青少年政策課
他の模範となる活動を継続している青少年団体並びに青少年の育成、指導及び支援に関して顕著な功績が
ある青少年育成団体等の労に報い、その一層の発展に資するとともに、青少年育成活動の振興と青少年自
身の自覚を促します。

④　非行の防止と自立支援

少年の大麻乱用防止相談支援 ◎ 薬務課
大麻に関する悩みを持つ若者を対象にSNS相談を行い、必要に応じて面談を実施して、適切な専門機関へつ
なぎ、大麻乱用からの立ち直りを支援します。

少年相談 ◎ 少年課 警察署や少年サポートセンターにおいて、少年の非行などの問題に関する少年相談活動を推進します。

スクールサポーター制度 ◎ 少年課
警察署管内の小学校・中学校・高等学校等に直接赴いて、学校が抱えている非行問題等の解消や安全対策
の支援、いじめ問題への対応等、学校と警察のパイプ役となって児童生徒の非行防止と犯罪被害防止を図
るための活動を行います。

暴力団排除教室 ◎ 組織犯罪対策課
中学・高校を対象に青少年の暴力団加入阻止と暴力団からの犯罪被害防止を目的とした教育を実施するな
ど、幅広い広報啓発活動に取り組みます。

ネット依存防止・非行防止をテーマとした学
習会への講師紹介

● 青少年育成課
地域やPTAなどが、ネット依存防止や非行防止に係る学習会（講演会、研修等）を実施する場合に、主催者
の依頼内容に応じて講師を紹介します。

薬物乱用防止啓発事業 ◎ 私学振興課 私立学校における薬物乱用防止教育の促進を図ります。

薬物乱用防止教育の充実 ◎ 体育スポーツ健康課
薬物乱用防止教育に係る教員の指導力向上のための指導者研修会を実施するとともに、児童生徒の薬物乱
用を防止するため各学校における薬物乱用防止教室の開催及び内容の充実を推進します。

思春期サポート活動 ◎ 少年課
思春期のこどもを持つ保護者に対して、非行をはじめとした問題行動への向き合い方など、こどもたちへ
の接し方を伝えることにより、少年の非行防止及び健全育成を図ります。

暴走族等根絶に向けた広報活動の推進 ◎
交通指導課、悪質・
危険運転対策室

暴走族等根絶に向けて、企業等と連携したキャンペーンや、ＳＮＳを利用した広報活動を推進します。

青少年支援に携わる人の研修会 ◎ 青少年育成課
青少年の相談、補導活動等の業務に携わる職員の資質向上と、相互の情報交換を目的とした研修会を開催
します。

福岡県保護司会連合会への補助 ◎ 青少年育成課
保護司会連合会が取り組む補導活動や、非行少年の更生及び犯罪予防の諸活動を支援し、非行防止を図り
ます。

保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業 ◎
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

児童生徒の社会規範等に対する理解の深化や非行行為に走らない判断力や実践力、保護者の規範意識や養
育に関する責任感を高めるため、「規範意識育成学習会」及び「児童生徒と保護者が共に学ぶ学習会」を
実施します。

街頭補導活動の推進 ◎ 少年課
警察、行政、地域、ボランティア、学校等との連携により街頭補導活動を強化し、少年を見守る社会気運
の醸成を図るとともに、非行進度が進む前の段階での非行防止を図ります。

非行防止教室の開催 ◎ 少年課
学校において、万引きや自転車盗等、具体的な非行事例を題材として直接児童生徒に語りかけ、少年自身
の規範意識を向上させることにより、少年の非行防止を図ります。

風俗環境浄化対策 ◎ 少年課
歓楽街を中心とした少年の補導活動や風俗営業の営業者等に対する助言など、少年を有害環境から守るた
めの諸活動を推進します。

暴走族等加入阻止対策の推進 ◎
交通指導課悪質・危
険運転対策室

中学校・高校の生徒指導者等と連携を図り、「暴走族等加入教室」等の暴走族等加入阻止対策を推進しま
す。

暴走族等離脱・立ち直り支援の推進 ◎
交通指導課悪質・危
険運転対策室

保護観察所等の関係機関と連携して暴走族等の非行少年に対する個別面接指導等を行い、グループからの
離脱と立ち直り支援対策を推進します。

社会奉仕・体験活動の提供 ◎ 青少年育成課
非行等の問題を抱える少年の自己肯定感等の向上による立ち直りを促進するため、福祉施設や各種団体の
協力を得て、少年に社会奉仕やスポーツ等の多様な体験活動の機会を提供します。

非行少年等の就労支援 ◎ 青少年育成課
非行等の問題を抱える無職少年に対し、進路相談、就労体験、就職活動、就職後の定着支援まで一貫した
寄り添い型の就労支援を行います。

非行少年等の就労身元保証 ◎ 青少年育成課 非行等の問題を抱える少年が、協力雇用主に損害を与えた場合に見舞金を支払う制度を実施します。

少年の大麻乱用対策事業 ◎ 薬務課、少年課
大麻事犯で検挙補導された少年や大麻を止めたい少年の薬物再乱用防止を目的として、少年用大麻再乱用
防止プログラムを実施します。

少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動 ◎ 少年課
少年及びその保護者への継続的な連絡や訪問・面接により助言・指導を行うとともに、少年警察ボラン
ティア等と協働した体験活動等への参加促進、修学・就労の支援等を行い、個々の少年の状況に応じた支
援活動を推進します。

青少年健全育成条例の施行 ● 青少年育成課
青少年健全育成条例に基づく青少年に有害な図書類及び興行等の指定、立入調査を行い、状況によっては
適正化を指導します。また、子どもを有害環境から守る自主的措置を事業者に促すとともに、保護者に対
し、フィルタリングの活用等について情報の提供を行います。

地域薬物乱用防止対策 ◎ 薬務課
青少年の協力を得て、薬物乱用防止「ダメ。ゼッタイ。」街頭キャンペーン等を実施し、県民の薬物乱用
問題に対する意識を高め、薬物乱用防止を図ります。

薬物乱用防止対策 ◎ 少年課
大麻等の薬物乱用を防止するための広報啓発活動を推進するとともに、薬物乱用少年等に対する取締りを
強化します。

警察ボランティアへの研修 ◎ 少年課
地域における非行防止活動の牽引役である少年補導員や少年指導委員の知識・技能の向上を図り、少年補
導員等を地域におけるボランティアリーダーとして養成するための研修を行います。
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５　グローバル社会で活躍を目指すこどもの応援

①　世界にはばたくこどもの応援

世界に挑む人材育成事業 ◎ 高校教育課
海外の高校への留学経費の支援を行い海外留学を促進するなど、世界に挑む志を持ち、国際社会の発展に
寄与する意欲や態度を養うための取組を実施し、将来、世界を舞台に活躍し、国際社会の持続的発展を支
える優れた人材を育成します。

アンビシャス外国留学支援事業 ◎ 青少年政策課
国際的に活躍する人材を育成するため、外国の大学（正規課程）に留学する県内の青少年に奨学金を交付
します。

「福岡から世界へ」人材育成プロジェクト ◎ 高校教育課
未来を担う高校生が海外に目を向ける契機となるよう、短期留学研修プログラムを実施し、　将来、世界
で活躍する人材を育成します。

海外福岡県人会と連携した国際人財育成事業 ◎ 国際政策課
県内の大学生等を海外の福岡県人会（企業県人会）に派遣し、海外ビジネスに携わる県人会会員の協力を
得て海外でのビジネス体験の機会を与えることにより、海外でも主体的に考え、行動することができる国
際人材を育成します。

内閣府青年国際交流事業への県内青年の派遣 ◎ 青少年政策課
内閣府実施の青年国際交流事業へ県内青年を派遣し、外国青年との交流による相互理解を深め、広い国際
的視野と国際協力の精神を養い、国際化の進む社会の各分野で活躍できる青年を育成します。

国際交流センター運営事業（海外留学情報提
供事業）

◎ 国際政策課 海外留学に関する情報提供を実施している国際交流センターへの補助を行います。

ジュニアアスリート育成事業 ● 体育スポーツ健康課 県内の優秀な中・高校生アスリートの国内及び海外遠征に要する経費等を支援します。

②　異文化理解力と外国語能力の向上

福岡県・バンコク都アントレプレナーシップ
人財育成事業

◎ 国際交流課
スタートアップに関心のある福岡県とバンコク都の大学生や社会人を相互に派遣し、経済発展や社会変革
に貢献する起業家精神（アントレプレナーシップ）を持つ人材を育成します。

Stanford e-Fukuoka　プログラム事業 ◎ 私学振興課
高校生を対象に、米国スタンフォード大学が開発・運営する異文化理解教育プログラムを本県仕様にした
英語による教育プログラムをオンラインにより実施し、ハイレベルな学びの機会を提供します。

青少年囲碁交流 ◎ 青少年育成課
囲碁を通じて、青少年が目標へ挑戦する心や洞察力、礼節を重んじる心を育むとともに、外国の青少年と
切磋琢磨させることにより、幅広い視野を持ったたくましい青少年を育成するため、福岡県青少年囲碁大
会（県内大会、江蘇省との交流大会）を開催します。

高校生イングリッシュ・キャンプ ◎ 青少年政策課
福岡女子大学において、県内外の女子高生を対象に、全英語の授業、留学生との料理交流会等、大学内で
の１泊２日のキャンプを実施し、異文化への理解を深めるとともに、留学意欲の向上を図ります。

英語教育における外国人人材の活用 ◎
高校教育課
義務教育課

英語を母国語とする青年を外国から招致し、小学校、中学校、高等学校において英語学習のティーム
ティーチングを実施し、コミュニケーション能力を高めます。

グローバル化に対応した英語教育推進事業 ◎
高校教育課
義務教育課

小学校教員及び中・高等学校英語教員の英語力・指導力を高めるとともに、小・中・高で一貫性のある英
語教育を実施し、英語力や英語で積極的にコミュニケーションを図る態度を身に付けた人材を育成しま
す。

青少年国際理解促進支援事業 ◎ 国際政策課
県内の小・中・高等学校等において、青年海外協力隊経験者や留学生等が、自らの体験を紹介する講座を
通じ、青少年の異文化理解や国際感覚の醸成を図ります。

県人会担い手育成招へい事業 ◎ 国際政策課
福岡県出身者が移住し、県人会を設立している国から県人会子弟を招へいし、同年代の子どもたちとの交
流や日本文化体験などを通して福岡、日本に対する関心を高め、理解を深めてもらうことにより、将来の
県人会を担う中核人材として育成します。

アジア太平洋こども会議・イン福岡事業 ◎ 青少年政策課
国際感覚あふれる青少年の育成と地域レベルでのアジア太平洋諸国との相互理解及び国際交流を促進する
ため、ＮＰＯ法人アジア太平洋こども会議・イン福岡が派遣事業及び招聘事業等を実施します。

三公立大学法人における異文化交流 ◎ 青少年政策課
三公立大学法人において、海外大学との学術交流、外国人留学生の受入れなどを促進し、異文化交流の機
会拡大を図ります。

ニューサウスウェールズ州との交流の促進 ◎ スポーツ企画課 競技力の向上、多様性の理解などに繋がる人材育成といったスポーツを通じた国際交流を行います。

ハワイ州との交流の促進 ◎ スポーツ企画課 競技力の向上、多様性の理解などに繋がる人材育成といったスポーツを通じた国際交流を行います。

県人会担い手育成事業
（日本語教育）

◎ 国際政策課
県人会の子弟に向けて、オンライン上で日本語教室を実施し、日本語を学びながら福岡を知ってもらうこ
とで、ルーツ福岡への関心や愛着を持ってもらい、県人会活動の活発化、会員数の維持・増加に繋げま
す。

ハワイ州との食分野での青少年交流事業 ◎ 国際交流課
食や栄養学等を専攻する福岡県とハワイ州の学生を相互に派遣し、両地域の「食」の強みを活かし、英語
を用いた学生の交流事業を行うことにより、若い世代の国際感覚を養い、福岡県の食文化を世界に発信す
る国際人材を育成します。

ラグビーによる交流の推進 ◎ スポーツ企画課
中学生の競技者を対象として異文化理解の促進やグローバル人材の育成を目指した交流フェスタを開催し
ます。

文化交流展（平常展）の観覧料無料化 ◎
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

これからを担う青少年に、日本とアジア諸地域との文化交流の歴史を楽しく学ぶ機会を提供するため、高
校生以下または１８歳未満の観覧料を無料としています。

文化体験施設「あじっぱ」 ◎
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

日本と古くから交流のあったアジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型展示室を設置してい
ます。
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６　こどもの新たなチャレンジの応援

①　個性や能力を伸ばそうとするこどもの応
援

ＩＣＴを活用した競技者育成システムの構築 ◎ 体育スポーツ健康課 ジュニアアスリートに、より効果的で機能的な育成・強化等を行うＩＣＴ環境を整備します。

国連ハビタットと連携した国際協力人財育成
事業

◎ 国際政策課
県内企業の若手経営者や大学の若手研究者等を開発途上国に派遣し、現地の課題や国連ハビタットの取組
等を実体験させることにより、自社や大学が有するノウハウ・技術を用いて途上国の課題解決に貢献でき
る人材を育成します。

福岡県障がい者スポーツ大会 ● スポーツ振興課
従前、「身体障がい者体育大会」と「ときめきスポーツ大会」として実施していた２大会を統一大会と
し、「福岡県障がい者スポーツ大会」として、障がいの種別を超えた県内最大級の大会として実施しま
す。

福岡県パラスポーツタレント発掘・育成事業 ● スポーツ振興課 パラスポーツに対する優れた素質や潜在的な能力を持つものを発掘・育成する仕組みを構築します。

未来をつくる高校生チャレンジ ◎ 青少年育成課
チャレンジしたいことがある高校生（個人・グループ）に対し、専門家のアドバイスや資金の援助を行
い、高校生のチャレンジ実現を応援します。

次世代の科学技術を担う人材育成事業 ◎
高校教育課
義務教育課

科学技術に関するコンテストを実施し、「科学の甲子園」及び「科学の甲子園ジュニア」などの全国大会
で入賞できる能力を養うとともに、科学技術系人材の裾野を広げ、将来、国際社会で活躍できる優秀な人
材を育成します。

「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業 ◎ 義務教育課
福岡県独自の指導方法「鍛ほめ福岡メソッド」の実践を通して、子どもの学ぶ意欲や自尊感情、向上心や
チャレンジ精神、勤勉性や困難に立ち向かう心等を育成するとともに、その成果を県内に普及します。

②　次世代のリーダーとなるこどもの応援

人権が大切にされた社会をめざす生徒のリー
ダーシップ育成事業

● 人権・同和教育課
県内市町村立中学校または県立学校に在籍する生徒及び教員を対象に、ワークショップや意見交流・発表
などで構成する合宿型研修を実施し、人権問題の解決に向けた生徒の人権リーダーシップの育成及び主体
的学びを促す教員の指導力向上を図ります。

日本の次世代リーダー養成塾 ◎ 青少年育成課
豊かな経験と広い視野を持ち、世界で活躍できる能力を持ったリーダーを育成するために、全国の高校生
を対象に合宿を実施します。教養、ビジネス、国際、各種演習など多彩な講義を行います。

未来の地域リーダー育成プログラム ◎ 青少年育成課
複数の市町村と協力し、中学生を対象に、地域に縁のある企業経営者による講義やグループワークなどの
将来地域のリーダーとして活躍する人材を育成するプログラムを展開します。

高校生知の創造力育成セミナー事業 ◎ 高校教育課
九州大学との連携により、生徒の課題解決能力の育成と教員の指導力養成を目的にしたセミナー（プレセ
ミナー・合宿）を実施します。

③　次世代の競技者や芸術家の支援

アクロス福岡における若手芸術家支援 ◎ 文化振興課
「アクロス福岡」において、プロのヴァイオリニストを目指す子どもたちを対象としたセミナーの開催や
セミナー卒業生を対象としたステップアップの場である「アクロス弦楽合奏団」の提供など、育成から活
動の場の提供まで長期にわたって若手芸術家を支援します。

福岡県障がい者スポーツ大会 ● スポーツ振興課
従前、「身体障がい者体育大会」と「ときめきスポーツ大会」として実施していた２大会を統一大会と
し、「福岡県障がい者スポーツ大会」として、障がいの種別を超えた県内最大級の大会として実施しま
す。

福岡県パラスポーツタレント発掘・育成事業 ● スポーツ振興課 パラスポーツに対する優れた素質や潜在的な能力を持つものを発掘・育成する仕組みを構築します。

福岡県タレント発掘事業 ◎ 体育スポーツ健康課
子どもたちがスポーツにふれあう機会や世界で活躍できる機会を創ることを目的とし、自己の能力に気づ
いていない子どもたちを「見つけ」「育てる」とともに自分にあった競技を探し「活かす」ために３つの
プログラムを実施します。

ジュニアアスリート育成事業 ◎ 体育スポーツ健康課 県内の優秀な中・高校生アスリートの国内及び海外遠征に要する経費等を支援します。

女性アスリート支援事業 ◎ 体育スポーツ健康課 女性アスリートの育成強化システムの確立を図るため、遠征合宿や大会参加に係る経費を支援します。
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④　様々な分野で担い手となるこどもの応援

高等学校ＤＸ加速化推進費 ◎ 高校教育課 あらゆる分野でデジタル技術を活用して社会に貢献できる人材を育成します。

ものづくり技能の継承 ◎ 職業能力開発課
ものづくり技能の重要性や素晴らしさを、県民、特に若年者に広く発信することで、ものづくりへの関心
を持ってもらい、若年者が将来ものづくり技能者を目指す動機付けを図ります。

聴覚障がい児家族支援事業 ● 障がい福祉課
乳幼児期から手話を学び、手話を使用しやすい環境を整備することを目的として、きこえない・きこえに
くい乳幼児とその家族等が親子で手話を学ぶ親子手話教室等を開催します。

｢福岡県HACK -Academia」の開催 ◎ 新産業振興課
基本的なプログラミングの知識がある県内の大学生、高専生、専門学校生を対象に、県内IT企業にエンジ
ニアをコーチに招き、エッジコンピューティング等の分野の実践的な講座を開催します。

福岡テクノロジー人材創生塾 ◎
商工政策課技術人材
育成室

進路選択期の県内中・高生を対象に、半導体分野や宇宙分野の最先端技術の研究者や技術者から学ぶ教育
プログラムを実施し、将来、理系への進路や県内技術系企業を志望する人材を創出します。

若者の農林漁業参入定着支援費 ◎
経営技術支援課後継
人材育成室

求人者と求職者をつなぐ「福岡県農林漁業就業マッチングセンター」を活用し、就業斡旋を行い、意欲あ
る参入希望者の就業を支援します。

若者の農業参入定着支援費 ◎
経営技術支援課後継
人材育成室

就農希望者への情報発信や農業次世代人材投資資金の交付等により、農外からの意欲ある参入者が就農・
定着できるよう支援し、新規就農者を確保します。

農業大学校機能強化費 ◎
経営技術支援課後継
人材育成室

経営感覚に優れた農業者を育成するため、農業大学校のカリキュラムなど教育体制を見直するとともに、
農業者に対するリカレント教育を実施します。

農大就農支援・教育体制強化費 ◎
経営技術支援課後継
人材育成室

農業大学校においてＧＡＰの知識や実践力を身に付けた次世代農業者の育成を図ります。

新規就農者育成強化費 ◎
経営技術支援課後継
人材育成室

就農前後の資金面の支援、機械・施設等の導入支援、就農後のサポート体制構築支援を行います。

明日を担う漁業者の育成 ◎ 水産振興課 新規漁業就業希望者への情報提供により、新規漁業就業者を確保します。

次世代における漁業人財の育成 ◎ 水産振興課 水産高校生を対象に漁業現場研修を実施し、次世代を担う人財を育成します。

風力発電設備のメンテナンスを行う技術者の
育成

◎
総合政策課エネル
ギー政策室

県内高校・高等専門学校の学生向けの企業見学・出前授業を実施することにより、風車メンテナンス技術
者を育成します。

15 



施策・事業名
再
掲

主

項

目
担当課 事業概要

７　若者の社会的自立を支える取組の推進

①　キャリア教育の推進

高校生キャリア教育推進事業 ◎ 高校教育課
高校生に適したインターンシップやジョブシャドウイングなどの就業体験を実施し、生徒のキャリア教育
の充実を図ります。

就業前労働講座 ◎ 労働政策課
主に就業前の生徒（主に高等学校3年生）を対象として、労働法の基礎知識及び働くことの権利・義務に関
する知識についての教育や情報提供を行います。

高校生インターンシップ事業 ◎ 私学振興課 私立高校生の県庁での職場体験活動を実施し、職業観・勤労観を育成する取組を促進します。

大学生等向けインターンシップの推進 ◎ 就業支援課
大学生等を対象に県内企業や県庁におけるインターンシップを推進し、自身の職業適性やキャリアについ
て考える機会を提供することで、学生の職業観の育成を図ります。

県立工業高校産業人材育成事業 ◎ 高校教育課
インターンシップの推進や企業人の招へい等により、高度な技術や実践的なものづくり技能を持つ人材を
育成します。

専門高校生実践力向上事業 ◎ 高校教育課
SKB（専門高校物産展）やものづくりコンテストの実施及び資格取得・ＧＡＰ認証取得等の取組により、生
徒の得意技を磨き、実践的で専門的な職業人として地域の担い手となる人材を育成します。

中学生の進路選択支援 ◎ 高校教育課 中学生に対して、県立高等学校の学校紹介、施設見学、授業見学、進路相談等を行います。

警察職員による大学講義
（キャリア教育支援講義）

◎ 警務課
対象大学において、県警の幹部職員が、学生に対し、県警の取組や学生に身近な問題・トラブル等につい
て講義を行い、治安情勢や警察活動に対する学生の理解を深め、学生の職業観・勤労観を形成します。

高校生県内技術系企業就職促進費 ◎
高校教育課・私学振
興課

県内企業と学校をマッチングするコーディネーターを配置し、優れた技術をもつ県内企業の魅力を教員に
紹介することで生徒の進路選択の幅を広げ、県内企業への就職を促進する。

②　若者の就労支援の充実

資格等の取得向上 ◎ 高校教育課
各種認定資格や本県の技術認定制度である福岡県高等学校職業教育技術認定制度による資格等の取得向上
に努め、生徒の知識・技術の向上を図ります。

高等技術専門校等における職業訓練・就職支
援

● 職業能力開発課
新規学卒者や離転職者を対象に、高等技術専門校及び福岡障害者職業能力開発校における施設内訓練や民
間の教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施します。併せて、訓練生への就職相談や就職指導、企業と
のマッチング等を行い就職を支援します。

高校生みらい支援事業 ● 高校教育課
県立高等学校に進路支援コーディネーターを配置し、生活困窮世帯等の高校生に対して、進学や就職の支
援を行います。

若者自立相談窓口の設置 ● 青少年育成課
進路が決まっていない高校中退者等、困難を抱える若者を適切な支援機関につなぐ相談窓口を設置し、若
者の就学や職業的な自立を促します。

無業の若者に対する職業的自立支援 ◎ 就業支援課
働くことに不安や悩みを抱える若者を対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、グループ
ワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を支援します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象に、
メタバース空間を活用した支援を推進することでより多くの長期無業者の就職や社会参加を実現します。

職業実践専門課程促進事業 ◎ 私学振興課
「職業実践専門課程」として国に認定された学科を設置する専門学校に対して企業等と共同で編成したカ
リキュラムによる職業実践教育に必要な経費等を助成し、企業等が求める人材の育成を図ります。

「介護の仕事」理解促進事業 ◎
高齢者地域包括ケア
推進課介護人材確保
対策室

「介護の仕事」に対する正しい理解の促進や、職業の選択肢としての動機付けのため、介護事業者、学校
と連携して施設見学、就業体験などを行います。

若者に対するきめ細かな就職支援 ● 就業支援課
おおむね39歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじめ、セミナーや合同会社説明会などを実施し、将
来に向けた進路選択や、その後の就職活動をきめ細かに支援することにより、円滑な就職を促進します。

進路指導の充実 ◎ 高校教育課 生徒の能力、適性、興味、関心等を踏まえた適切な進路指導の充実を図ります。

中途退学者への情報提供 ◎ 高校教育課
中途退学した生徒に対して、次の進路を支援するため、高等学校卒業程度認定試験や高等学校、就職につ
いての情報を提供します。
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③　高等教育の就学支援、高等教育の充実

県立三大学授業料等減免事業 ◎ 青少年政策課
学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念することがないよう、県立三大学が行う住民税非課税
世帯および多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免に対して助成します。

｢福岡県HACK -Academia」の開催 ● 新産業振興課
基本的なプログラミングの知識がある県内の大学生、高専生、専門学校生を対象に、県内IT企業にエンジ
ニアをコーチに招き、エッジコンピューティング等の分野の実践的な講座を開催します。

三公立大学の特色ある人づくり ◎ 青少年政策課
三公立大学法人において、大学の個性・強みを生かした教育・研究を行い、地域社会の発展に貢献できる
優秀な人材を育成します。

④　進路等相談体制の充実

あすばる相談支援事業 ◎ 男女共同参画推進課
福岡県男女共同参画センター「あすばる」において、女性、男性やLGBTの方などすべての方が抱える、
心、家族、暮らし、労働等、広範多岐な悩みについて、電話及び面接による相談を実施し、相談者自身が
問題解決に向けて自己選択、自己決定していくよう支援します。

思春期相談 ◎
こころの健康づくり
推進室

精神保健福祉センター及び保健福祉（環境）事務所が実施している思春期の心に関する子どもや保護者か
らの相談の充実に努めます。

思春期の相談機関の連携と知識の普及・啓発 ◎
こころの健康づくり
推進室

精神保健福祉センターにおいて、思春期の相談に携わる職員の相談技術の向上と相互連携を目的とした研
修会を実施し、思春期の心の問題に関する知識の普及と啓発に努めます。

ひきこもり対策推進事業 ●
こころの健康づくり
推進室

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援センター」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援セ
ンターサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援のための核となる機関として相談対応、関係者へ
の研修及び連携会議等を行います。

若者自立相談窓口の設置 ◎ 青少年育成課
進路が決まっていない高校中退者等、困難を抱える若者を適切な支援機関につなぐ相談窓口を設置し、若
者の就学や職業的な自立を促します。

無業の若者に対する職業的自立支援 ● 就業支援課
働くことに不安や悩みを抱える若者を対象に、若者サポートステーションにおいて心理相談、グループ
ワーク、就労体験などを実施し、職業的自立を支援します。また、ひきこもり等の長期無業者を対象に、
メタバース空間を活用した支援を推進することでより多くの長期無業者の就職や社会参加を実現します。

プレコンセプションケアの推進 ● 子育て支援課
「福岡県プレコンセプションセンター」を設置し、思春期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知
識の発信や相談対応を行います。

心の健康づくり推進事業 ◎
こころの健康づくり
推進室

精神保健福祉センター及び各保健福祉（環境）事務所において思春期精神保健相談を実施します。

SNSを活用した相談体制整備事業 ◎

高校教育課
義務教育課
特別支援教育課
私学振興課

相談業務に関する知識・経験を有する民間団体と連携した事業者に業務を委託し、SNSによる相談窓口を運
用することにより、教育相談体制の強化を図ります。

子どもホットライン２４相談事業 ◎
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

児童生徒指導相談員を配置し、２４時間相談体制を整備します。

不登校・ひきこもりサポートセンター事業 ● 青少年政策課
福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」において、不登校・ひきこもりの児童生徒、保護
者や学校関係者等に対する専門的な相談・情報発信などの支援を行います。

17 



施策・事業名
再
掲

主

項

目
担当課 事業概要

８　多様な遊びや体験活動、社会参画の推進

①　遊びや体験活動の推進

地域学校協働活動の推進 ● 社会教育課

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の
協力を得て、地域ぐるみで子どもを育てる体制を整えるとともに、教師の働き方改革を推進し、教師が子
どもと向き合う時間を確保します。また、放課後等における学習支援・体験活動の実施による、安全安心
な放課後の居場所づくりと子育て世代の働きやすい環境づくりを推進します。

ふくおか水辺の安全講座 ◎ 河川整備課
小学３年生～中学３年生を対象に、川の危険性や危険個所等を学ぶほか、自然環境の中での川遊びやロー
プを使ったレスキュー方法を体験する事で、川に対する危機管理意識を高め、水難事故の防止を図りま
す。

地域における子どもの体験活動の支援 ◎ 社会教育課
子どもの生きる力を育むため、生活体験、社会体験、学習活動などの地域活動の推進や、家庭・地域の教
育力の向上を図る地域活動指導員を設置する市町村を支援します。

森林・林業体験学習 ◎ 林業振興課
〇森林・林業体験学習:小学生を対象に森林環境教育を実施し、森林・林業に関する普及啓発を図ります。
○緑の少年団:「緑の少年団」を育成し、森林・緑に関わる体験活動を推進します。

こどもエコクラブ活動の促進 ◎ 環境政策課
幼児から高校生までを対象としたこどもエコクラブの活動を促進し、子どもたちが自発的、継続的に環境
学習、環境活動を行う機会を提供します。

夏休み子ども企画展 ◎ 県民情報広報課 夏休み期間中の小学生向けに、福岡県のすがたや産業等を紹介するパネル展等を実施します。

自立と協働を学ぶ体験活動推進事業 ◎ 高校教育課
県立中学校・中等教育学校の第1学年を対象に集団体験活動を実施し、多様な体験活動を通して、自立と協
働の精神を育成するとともに、自己存在感や規範意識を醸成し、夢や志をもって学校生活を送ることがで
きる生徒を育成します。

自立と社会参加に向けた体験学習推進事業 ◎ 特別支援教育課
県立特別支援学校に在籍する児童生徒に対し、障がいの種類や状態等に応じた多様な体験学習を実施する
ことで、各教科における学習内容の理解を深めます。

アンビシャス広場づくりに係る福岡県青少年
育成県民会議への補助

◎ 青少年育成課
放課後や休日に子どもたちが気軽に立ち寄り、集まることができる居場所「アンビシャス広場」に対し助
成します。

アンビシャス広場等の活性化支援に係る福岡
県青少年育成県民会議への補助

◎ 青少年育成課
地域を越えて子ども達が交流し、創意工夫しながら切磋琢磨する体験となる折り紙ヒコーキ大会を開催し
ます。

中山間ふるさと水と土保全対策事業（田んぼ
の学校）

◎ 農山漁村振興課
小学生を対象に、農業用施設の見学や農業体験を通じ、農業や農村の持つ役割や重要性、多面的機能につ
いて、理解を深めてもらうために「田んぼの学校」を実施します。

農林漁業体験の推進 ◎
食の安全・地産地消
課

本県農林水産業・農山漁村への理解向上を図るため、ふくおか地産地消応援ファミリーを対象とした農林
漁業体験ツアーを実施します。

県民参加の森林づくり推進費（森林環境教育
の実施）

◎ 林業振興課 小学生に体験活動等を通して森林に親しんでもらい、森林の働きや大切さについて学んでもらいます。

緑の少年団育成事業 ◎ 林業振興課
緑の少年団交流集会を年１回開催し、活動発表、自然に関する学習活動・レクリエーション活動を行いま
す。

青少年囲碁交流 ● 青少年育成課
囲碁を通じて、青少年が目標へ挑戦する心や洞察力、礼節を重んじる心を育むとともに、外国の青少年と
切磋琢磨させることにより、幅広い視野を持ったたくましい青少年を育成するため、福岡県青少年囲碁大
会（県内大会、江蘇省との交流大会）を開催します。

明治日本の産業革命遺産　世界遺産キッズア
カデミー

◎
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

世界遺産の構成資産が所在する北九州市、大牟田市、中間市の小学生を対象とした世界遺産を学ぶオンラ
イン連続講座で、各児童から地元の資産を紹介する発表会等も実施します。

「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群　世
界遺産楽習帳を活用した小中学生向け学習プ
ログラム

◎
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

“楽しみながら遺産群を学べる”ことをテーマとして制作した「世界遺産楽習帳（地理歴史編・環境学習
編）」を宗像・福津市内の小学生や遺産群を来訪する小中学生に配布し、学びの機会の提供や来訪促進を
図ります。

市町村等支援に係る福岡県青少年育成県民会
議への補助

◎ 青少年育成課
青少年育成に取り組む自治会や企業等の多様な主体とともに連携して体験活動を実施する市町村を支援し
ます。

企業による体験活動支援に係る福岡県青少年
育成県民会議事業への補助

◎ 青少年育成課 体験活動を提供する企業を開拓し、企業による体験活動を直接子どもにつなげる体制を構築します。

文化体験施設「あじっぱ」 ●
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

日本と古くから交流のあったアジアやヨーロッパの国々の文化を五感で楽しむ体験型展示室を設置してい
ます。
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②　社会参画の推進

社会教育指導者の育成 ◎ 社会教育課
社会教育関係団体の指導者等を対象に、社会教育の推進に必要な知識・技術を習得させ、指導者の養成を
図ります。

税務広報 ◎ 税務課 県民の納税意識の向上を図る観点から、様々な広報活動を実施します（租税教室の実施など）。

若年層向け選挙啓発事業 ◎ 行財政支援課 若年層が政治に関心を持ち、選挙に積極的に参加するよう、啓発を行います。

ボランティア活動支援事業 ◎ 福祉総務課
ボランティア団体等の活動支援のための助成、及び「ふくおか”きずな”フェスティバル」の開催を行い
ます。（県社会福祉協議会への補助事業）

ボランティア振興事業 ◎ 福祉総務課
福祉教育セミナーの開催など福祉教育推進事業、地域共生社会づくりのための市町村社協活動支援事業、
及び広報紙「ふくおかのふくし」発行など広報・啓発事業を行います。（県社会福祉協議会への補助事
業）

地域における環境活動の担い手の育成 ◎ 環境政策課
地球温暖化対策、３Rの推進、自然共生分野に関して、地域の実情に応じた事業を実施し、子どもたちを含
めた地域住民や事業所の環境意識の醸成を図り、地域の環境活動の担い手を育成するため、研修会や自然
観察会などを開催します。

生物多様性保全推進事業 ◎ 自然環境課
生物多様性に関する情報を一元的に発信・提供する「生物多様性情報総合プラットフォーム（ホームペー
ジ）」等で普及・啓発を行います。

③　こどもの可能性を拡げていくためのジェンダーギャップの解消

女子中高生のためのキャリアデザイン応援 ◎ 女性活躍推進課
女子中高生などの若者が、柔軟な発想と幅広い視野で将来のキャリアを考えられるよう、様々な分野で活
躍する女性ロールモデルによるトークイベント等を開催します。

男女共同参画教育の推進 ◎
高校教育課、義務教
育課、特別支援教育
課

小・中学校においては、豊かな心、性差の正しい認識、自立する力、実践的態度などの資質・能力を育て
る教育活動を推進します。県立高等学校においては、男女が互いを尊重しあい、社会の対等な構成員とし
て責任を担う意識と態度を育てます。

未来の女性医師発掘事業 ●
医療指導課医師・看
護職員確保対策室

県内高等学校に女性医師を講師として派遣する出前講座の実施や女子高校生が女性医師と交流できる機会
を提供することで、女子高校生の医学部への進学意欲を高め、将来の女性医師を増やし、医療施設におけ
る医師の確保を図ります。

高校生×ジェンダー平等ワークショップ ◎ 男女共同参画推進課
若者のジェンダー平等への理解を促進するため、高億生等を対象としたワークショップを開催し、その成
果を福岡県ジェンダー平等フォーラム等で発信します。

建設産業魅力発信事業（建設産業魅力発信・
女性活躍セミナー）

● 県土整備企画課
業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅力を発信し、担い手確保を促進します。また、女
性技術者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることにより、女性技術者のキャリアアップや技術・
技能の向上につなげます。
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９　居場所づくりの推進

公益財団法人福岡県スポーツ協会補助金（福
岡県スポーツ少年団交流会助成事業）

◎ スポーツ振興課
地域交流促進事業（県内４地区本部の交流事業の一部助成）、九州ブロック・全国スポーツ少年大会及び
九州ブロック競技別交流大会、全国競技別交流大会、九州ブロックリーダー研究大会へ派遣する指導者、
団員の参加料、旅費の一部補助

隣保館運営費等補助金 ◎
人権・同和対策局調
整課

市町村が設置する隣保館が、地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点となる開かれた
コミュニティセンターとして、生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業を総合的に行う
ための運営費等に対し、国及び県が補助を行います。

地方改善施設整備費補助金 ◎
人権・同和対策局調
整課

市町村が設置する隣保館の施設整備事業に対する補助を行います。

こども食堂ネットワーク支援 ◎ こども未来課
こども食堂と市町村との関係づくりにより、支援が必要なこどものセーフティネットを構築するととも
に、こどもたちを支えるこども食堂が地域で安定して運営できるよう、こども食堂の地域レベルのネット
ワーク化を促進します。

放課後児童クラブ ◎ こども未来課
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の児童を放課後や夏休み等の長期休暇に小学校の余裕教室
等で預かり、適切な遊びや生活の場を提供するものです。市町村と連携し、地域のニーズに応じた施設の
整備を進めるとともに、障がい児の受入の促進等、地域の実情に応じた運営を支援します。

放課後児童支援員の認定・養成 ◎ こども未来課
放課後児童健全育成事業に従事する放課後児童支援員として、必要な知識・技能を補完するため、業務を
遂行する上で必要最低限の知識・技能の習得と、それを実践する際の基本的な考え方や心得を認識するこ
とを目的とした研修を行い、放課後児童支援員の資質の向上を図ります。

地域学校協働活動の推進 ● 社会教育課

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の
協力を得て、地域ぐるみで子どもを育てる体制を整えるとともに、教師の働き方改革を推進し、教師が子
どもと向き合う時間を確保します。また、放課後等における学習支援・体験活動の実施による、安全安心
な放課後の居場所づくりと子育て世代の働きやすい環境づくりを推進します。

児童育成支援拠点事業 ◎ こども未来課
養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に居場所となる場を開設し、児童とその家
庭が抱える多様な課題に応じた支援を行う市町村に対し、施設の運営に必要な経費の助成を行います。

ひきこもり対策推進事業 ●
こころの健康づくり
推進室

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援センター」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援セ
ンターサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援のための核となる機関として相談対応、関係者へ
の研修及び連携会議等を行います。

子どもの社会的自立に向けた居場所づくり ● 社会教育課
不登校児童生徒が、豊かな自然環境の中でのびのびと過ごすことができる場所を整備し、子どもたちの社
会的自立につなげるための支援に取り組みます。

社会的養護自立支援拠点の設置 ● こども福祉課
児童福祉や法律などの専門スキルを持つスタッフが、施設等に入所中から退所後まで一貫した相談支援、
生活支援、就業支援等を行うことにより、地域生活及び自立を支援するとともに、退所したこどもたちが
集い、意見交換や情報交換等を行うことができる場を提供します。

日本語教室の支援（日本語教育環境整備事
業）

● 国際政策課
在留外国人の日本語学習の場にとどまらず、地域住民との交流の場ともなる日本語教室への支援を行い、
外国人の親等の居場所づくりにつなげます。

フリースクール支援事業 ● 私学振興課
不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクールの活動を支援するため、一定の財政支援を行いま
す。

生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支
援

● こども未来課
生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、教員OBなどのボランティアが、町村の施設におい
て、学習支援及び生活習慣改善支援等を実施します。

子どもへの食品提供 ● こども未来課
学習支援事業等を実施する団体が、企業から無償提供された食品等を、団体が運営する学習支援事業等に
参加するこどもたちに提供します。

自殺予防SNS相談事業 ●
こころの健康づくり
推進室

若年層及び女性の自殺者数の増加を抑制するため、自殺予防SNS相談を実施します。

不登校・ひきこもりサポートセンター事業 ● 青少年政策課
福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」において、不登校・ひきこもりの児童生徒、保護
者や学校関係者等に対する専門的な相談・情報発信などの支援を行います。

放課後児童クラブ利用料減免事業 ◎ こども未来課
生活保護世帯等の児童が放課後児童クラブを利用しやすい環境づくりを促進するため、市町村が実施する
生活保護世帯等に対する放課後児童クラブの利用料減免に要する経費の一部を助成します。

メタバースを活用した居場所づくり事業 ◎
こころの健康づくり
推進室

インターネット上にメタバースを活用した居場所「おいでよ きもちかたりあう広場」を設置し、孤独・孤
立の気持ちを抱える若年層を対象としたレクリエーション等を実施します。

①　全てのこどもの健やかな成長につなげる居場所づくり

②　様々なニーズや特性をもつこどもの居場所づくり
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Ⅲ　きめ細かな対応が必要なこどもへの支援

１　児童虐待の防止

①　児童相談所の相談体制の強化

児童相談所の職員体制の充実 ◎ こども福祉課
児童相談所管内人口に応じた職員配置や虐待対応件数に応じた加算、里親支援担当職員の配置など児童福
祉法施行令で示された配置基準を踏まえ、児童福祉司及び児童心理司を計画的に増員し、職員体制の充実
を図ります。

児童相談所職員研修の充実 ◎ こども福祉課
児童相談所の職員に対し、こどもの保護や家族援助を適切に行うための、相談に携わる職員に対する専門
的な研修や、こどもの権利擁護に関する職員の意識や援助技術の向上などに関する研修を実施します。

法的対応機能の整備 ◎ こども福祉課
こどもの安全確保や虐待を行う保護者への指導などにあたり、児童相談所が法的知見を踏まえた的確かつ
迅速な対応ができるよう、児童相談所への弁護士の常勤配置などにより、法的対応機能の維持・向上を図
ります。

医学的対応機能の整備 ◎ こども福祉課
虐待を受けたこどもへの心理的ケアや一時保護中のこどものヘルスケア、保護者への指導などにあたり、
医学的知見に基づく診断や対応ができるよう、児童相談所に医師及び保健師を配置します。

被措置児童等の虐待の防止 ◎ こども福祉課
児童相談所や施設等の職員に対する研修等を充実し、施設等での虐待の防止に取り組みます。また、発見
した場合には、児童相談所がこどもを保護するなど、適切な対応を図ります。

24時間365日こども家庭相談体制の整備 ◎ こども福祉課
児童相談所において、夜間・休日を含めて２４時間３６５日、いつでもこどもや家庭からの相談を受ける
とともに、必要に応じてこどもの安全確認や保護など適切に対応できるよう体制を整備します。

第三者評価による児童相談所の機能強化 ◎ こども福祉課
児童相談所が行うこどもの保護や処遇について、児童福祉の専門家などの外部有識者による第三者評価を
実施し、業務の質の向上を図ります。

②　市町村と関係機関との役割分担及び連携の推進

市町村や関係機関との役割分担及び連携の推
進

◎ こども福祉課

市町村が設置し、関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会において、要保護児童等の情報を的確に
共有し、役割分担の上、こどもや家庭支援に取り組みます。
児童相談所は、当該協議会において支援対象となった全ての虐待ケースについて、主体的に緊急度・重症
度の判断を行い、市町村を指導するとともに、こどもに対する危険性が高いと判断した場合はこどもの安
全を確保します。

市町村相談関係職員研修の充実 ◎ こども福祉課
市町村が、こどもやその保護者への適切なアセスメントやケースマネジメント等を行うことができるよ
う、相談に携わる職員に対する専門的な研修の充実を図ります。

児童家庭支援センターを活用した家庭支援 ◎ こども福祉課
児童家庭支援センターがこどもへの心理的なケアや虐待を行った保護者への指導、児童虐待相談に対する
リスク判断への助言など、市町村への専門的な支援を行います。

警察との連携による迅速なこどもの安全確保 ◎
こども福祉課、
少年課

虐待の早期発見・再発防止を図るため、県、県警察、北九州市、福岡市の４者で情報共有に関する協定を
締結しています。県では的確に児童虐待事案に対応するため重篤な事案はもとより、注意を要する事案に
ついても警察と情報共有を図ります。
また、虐待を受けたこどもの安全を迅速に確保するため、管轄の警察署や児童相談所に配置された警察官
と同行した立入調査、合同訓練に取り組むなど、警察との緊密な連携を図ります。

配偶者暴力相談支援センターと児童相談所等
との連携強化

◎
こども福祉課、
男女共同参画推進課

市町村の要保護児童対策地域協議会などを通して、配偶者暴力相談支援センターと児童相談所、市町村な
どの関係機関の間で、ＤＶ被害者とそのこどもの状況について、情報共有を図り、保護が必要な場合は、
連携して対応できるよう、体制の強化を図ります。

児童養護施設等を活用した市町村支援 ◎ こども福祉課
児童相談所や市町村などの関係機関と連携し、一時保護や措置・委託を解除となったこどもの見守り、保
護者への相談支援・育児指導、ショートステイ等の調整が行えるよう、家庭支援専門相談員の配置を進め
るなど、児童養護施設等の体制強化に努めます

児童虐待事案早期対応体制強化 ◎
少年課、刑事総務
課、捜査第一課

県・児童相談所、警察、医療機関等の児童虐待に対応する関係機関が相互に連携し、児童虐待の被害から
児童を守る活動を推進します。

児童虐待の早期発見に向けた職員研修等の開
催

◎ 少年課
児童虐待事案の早期発見、被害児童の早期保護をはじめとした児童虐待への的確な対応について職員の資
質向上を図るため、研修等を実施します。

利用者支援事業 ● 子育て支援課
市町村において、妊産婦や子育て家庭が、保育施設や地域の子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係
機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を切れ目なく行うと
ともに、関係機関との連絡調整、連携・協働づくり等を実施するために要する費用を補助します。
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③　発生予防から再発防止までの総合的な施策の推進

地域医療機関とのネットワークの構築 ◎ こども福祉課
児童虐待の早期発見、早期介入のため児童虐待対応へのノウハウを有する病院を拠点病院に指定し、地域
におけるネットワークづくりを行うことにより、地域医療機関の児童虐待への対応力向上を図ります。

特定妊婦等への生活、育児支援 ◎ こども福祉課
特定妊婦等に対し、児童福祉施設への入所などにより、妊娠期から出産後まで継続して、保育士などが生
活、育児支援を行います。

児童虐待防止に係る広報啓発 ◎ こども福祉課

児童福祉週間（5 月5 日から１週間）及びオレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン期間（11 月）
等において、県民の児童虐待への関心を高め、虐待に関する理解を深めてもらうため、県や市町村の広報
媒体等を活用し広報啓発を推進します。
また、関係機関・団体に対し、会議・研修等の場を通じて虐待防止に係る広報啓発を行います。

家族の再統合に向けた支援（親子のきずな再
生事業）

◎ こども福祉課

児童相談所において、虐待を理由に離れて暮らす親子などに対し、個々の家庭の課題や環境に合わせて作
成した支援計画に基づき、こどもや保護者への支援・指導を行い、親子のきずなの再生に努めます。
また、虐待を行った保護者へ効果的な指導を行うため、医療的・心理的プログラムの活用について検討し
ます。

母子生活支援施設を活用した親子関係再構築
支援

◎ こども福祉課
経済的困窮や母の病気などの理由により、これまで母と子が離れて暮らしていた家庭や、離れて暮らして
はいない場合でも、養育に課題を抱える家庭について、母子生活支援施設を活用して親子関係を改善し、
母子が一緒に暮らせるよう支援します。

児童養護施設等における親子関係再構築支援 ◎ こども福祉課
児童養護施設等において、入所中のこどもに対して、被虐待体験によるトラウマなどへの心理的なケアや
生い立ちの整理（ライフストーリーワーク）、保護者との面会・外泊などを通して、こどもと保護者の関
係性の改善に努めます。

児童虐待による死亡事例等の重大事例の検証 ◎ こども福祉課
児童虐待による死亡事例など、こどもが心身に著しく重大な被害を受けた事例が発生した場合、福岡県社
会福祉審議会児童福祉専門分科会に設置する「児童虐待事例等検証部会」で関係機関の対応や連携の課題
等を検証し、その結果を踏まえて具体的改善策に取り組むことにより、以後の再発防止に努めます。

DVが子どもに与える影響についての啓発 ◎ 男女共同参画推進課
配偶者からの暴力の根絶に向けた啓発の中で、「児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力」は、
児童虐待の中の心理的虐待に該当することについても周知します。

配偶者暴力相談支援センター ◎ 男女共同参画推進課
ＤＶ被害者からの相談に応じ、必要に応じて被害者と同伴する子どもの緊急時の安全確保及び一時保護を
行い、被害者が自立して生活することを支援するための就業の促進、住宅の確保等に関する情報提供等を
行います。

DV被害者の同伴する子どもの保護 ◎ 男女共同参画推進課
配偶者からの暴力被害者等の女性を一時保護する際には、同伴する子どもと一緒に保護することができま
す。
　関係機関と連携し、同伴児の精神的ケアや保育機能、学習支援の充実を図ります。

ＤＶ被害者等の一時保護と自立支援 ◎ 男女共同参画推進課
ＤＶ被害者等の安全確保のため、一時保護を行い、本人の意思を尊重しながら、必要に応じて、その後の
自立に向けた支援を行います。

ＤＶ被害者等自立生活援助事業 ◎ 男女共同参画推進課 一時保護解除後も支援が必要なＤＶ被害者女性に対し、民間シェルターと連携した生活支援を行います。

DVに関する理解促進 ◎ 男女共同参画推進課
DV被害者及び被害児童への支援の充実のため、女性相談支援員や児童相談所職員等を対象に、DVと児童虐
待の特性・関連性の理解促進を図る研修を実施します。

妊娠期からのケアサポート事業 ● 子育て支援課
支援が必要な妊婦を妊娠初期から把握、支援し、出産後の育児不安軽減などのための養育支援を行いま
す。必要に応じ市町村や医療機関と連携し支援体制の充実を図ります。

ハイリスク妊産婦等への支援 ● 子育て支援課
妊娠中に問題が生じやすい若年や高齢、多胎など要支援者を早期把握し、市町村・医療機関等と連携した
養育支援により、児童虐待の未然防止に努めます。

こども家庭センターの機能強化 ● 子育て支援課
市町村が、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う「こども家庭センター」を早期に設置
し、円滑に運営できるよう、先進事例紹介や研修等を実施するとともに、開設準備や運営に係る経費を補
助します。
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２　社会的養護の充実

①　こどもの権利擁護の強化

一時保護所や施設等におけるこどもの権利擁
護

◎ こども福祉課
一時保護児童や児童養護施設等に入所するこどもに対し、「こどもの権利ノート」の配布などにより、こ
どもの権利の意義や意見表明の手段について啓発を行い、こどもたちが意見を表明しやすい環境を提供し
ます。

こども意見表明支援センターの運営 ◎ こども福祉課
施設入所等のこどもの処遇にこども自身の意見が反映されるよう、意見の形成・表明を支援し、こどもの
権利擁護の一層の推進を図ります。

こどもの権利擁護機関の設置 ◎ こども福祉課
児童相談所や児童養護施設等がこどもの権利を守っていないと考えられる場合や、こどもの意向が児童相
談所の対応と一致しない場合に、こどもが自ら申し立てを行い、その申し立てに関し、調査・審議を行う
機関を設置し、児童相談所や施設等において適切な対応が図られる体制を整備します。

特別養子縁組制度の普及啓発 ◎ こども福祉課
様々な機会や広報媒体を活用し、特別養子縁組希望者の増加を図るとともに、地域社会における養子縁組
家庭への理解促進に努めます。

新生児里親委託（赤ちゃん縁組）の推進 ◎ こども福祉課
思いがけない妊娠などの相談に対応する様々な機関や産科医を始めとする医療機関などと連携し、特別養
子縁組を前提とした新生児の里親委託を推進します。

養子縁組成立後の家庭への支援 ◎ こども福祉課
児童相談所が、家庭訪問などにより養子縁組家庭の状況を把握するとともに、こどもや養親、養親の実子
への相談援助等に努めます。

②　家庭と同様の環境における養育の推進

里親制度等の普及啓発 ◎ こども福祉課
里親やファミリーホームに関心のある方を対象に里親制度に関する説明会を市町村単位などで実施するほ
か、里親制度の周知を行うためのホームページを開設するなど、様々な広報媒体や機会を活用し、里親登
録者の増加を図るとともに地域社会における理解促進に努めます。

里親支援センターによる里親養育包括支援 ◎ こども福祉課
質の高い里親養育を行うため、児童相談所に里親専任職員を配置するとともに、県内全域に里親支援セン
ターを設置し、里親との信頼関係の構築や適切なアセスメントの下、里親の開拓から研修、委託後のサ
ポートまでを包括的に行う体制を整備します。

ファミリーホームの設置促進 ◎ こども福祉課
代替養育における「家庭と同様の養育環境」を推進するため、里親や施設職員など経験豊かな養育者によ
るファミリーホームの設置を促進します。

里親養育の推進 ◎ こども福祉課

里親等に対し、虐待を受けたこどもとの関わり方など専門的な心理相談支援を行うとともに、委託前の児
童との交流に要する経費を助成し、丁寧なマッチングを行うことにより、里親委託を推進します。
また、乳幼児期は、特に家庭的な環境で養育されることが大切であることから、乳幼児に限定した里親を
集中的に募集するなど、乳幼児の里親委託を推進します。

心理療法を活用した里親家庭等への支援 ◎ こども福祉課
児童心理治療施設「筑後いずみ園」において心理療法担当職員を配置し、虐待を受けたこどもや発達障が
いがあるこどもの里親に対する相談支援、委託児童本人に対する通所指導などを行います。

里親研修等の充実 ◎ こども福祉課
里親に対し、その役割と意義、こどもの養育に必要な知識などに関する研修や施設等での実習、里親同士
の交流会などを通して、社会的養育に対する理解と養育力の向上を図ります。

施設の小規模化・地域分散化による家庭と同
様の養育環境の確保

◎ こども福祉課
こどもにできる限り家庭的で、開放的な養育環境を提供するため、国の支援制度の活用等により、地域小
規模児童養護施設の設置や小規模グループケアの実施を推進します。

施設への専門職等の配置の推進 ◎ こども福祉課
児童入所施設等措置費制度に基づく心理療法担当職員や個別対応職員の配置を進め、児童養護施設等の機
能強化を図ります。

児童養護施設等の人材確保に対する支援 ◎ こども福祉課
児童養護施設等における実習生の受入や、児童指導員の資格取得を目指す職員の雇用、また医療機関との
連携を担当する職員や障がい等を有するこどもの受入調整を担当する職員の配置などに対する支援を行
い、施設の人材確保及び高機能化を推進します。

職員の専門性の向上 ◎ こども福祉課
児童虐待を受けたこどもの保護、養育及び自立のための支援が適切に行われるよう、児童福祉施設の職員
及び関係機関職員(教職員、保育所の職員等)に対する研修の充実に努めます。

一時保護施設における家庭的で開放的な養育
環境の確保

◎ こども福祉課
一時保護においても、こどもにできる限り家庭的で、開放的な養育環境を提供するため、乳児院や児童養
護施設等に一時保護専用施設の設置を進めるとともに、一時保護委託が可能な里親の開拓を推進します。

一時保護施設における環境や体制の充実 ◎ こども福祉課

こどもの個々の状況に応じた対応が可能となるよう、一時保護所の居室の個室化などに取り組み、より家
庭的で開放的な環境整備に努めます。
また、一時保護所への心理的ケア担当職員の配置や児童相談所に配置されている保健師との連携等を進
め、保護しているこどもに対して専門的ケアを行うことができる体制の充実に努めます。

一時保護施設における学習環境の保障・充実 ◎ こども福祉課

こどもの安全を確保できる場合は、一時保護施設や一時保護を委託している里親家庭等から、在籍校へ通
学できるよう配慮します。
また、一時保護施設から通学させることができないと判断したこどもに対しては、十分な学習機会を提供
できるよう、一時保護施設に学習指導員を配置し、学習環境の充実に努めます。
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③　こどもの自立支援の推進

施設等入所児童に対する自立のための支援 ◎ こども福祉課
児童養護施設等において、個々のこどもたちの状況に応じた「自立支援計画」を策定し、目標と目標達成
のための道筋を描きながら、こどもが社会性を獲得し、自立できるように支援に努めます。

施設等における学習環境の充実 ◎ こども福祉課
個々のこどもの学習能力に応じて、適切な学習環境の提供ができるよう、児童養護施設等における学習環
境の充実を図ります。

施設等入所児童に対する進学・就職の支援 ◎ こども福祉課
施設入所児童や里親委託児童の高校・大学への進学及び就職の支援を行うことで、施設等入所児童の自立
を促進します。

施設退所者等への自立支援資金の貸付 ◎ こども福祉課
児童養護施設退所者等に対して、生活費や資格取得費などの貸付けを行うことで、円滑な自立につながる
よう支援します。

児童自立生活援助事業の推進 ◎ こども福祉課
施設等を退所し、就職するこどもなどに対して、住居の提供や生活費の支援、日常生活上の相談援助等を
行う児童自立生活援助事業を推進します。

自立支援担当職員の配置 ◎ こども福祉課
各児童養護施設に自立支援担当職員の配置を進めることにより、自立支援に必要とするスキルの蓄積や自
立したこどもの実態把握、児童相談所やアフターケア機関との連携・情報共有など、施設における自立支
援機能の充実を図ります。

社会的養護自立支援拠点の設置 ◎ こども福祉課
児童福祉や法律などの専門スキルを持つスタッフが、施設等に入所中から退所後まで一貫した相談支援、
生活支援、就業支援等を行うことにより、地域生活及び自立を支援するとともに、退所したこどもたちが
集い、意見交換や情報交換等を行うことができる場を提供します。

身元保証人の確保の推進 ◎ こども福祉課
児童養護施設長等が、施設入所中または退所した児童等の就職・住宅賃借のための保証人となった場合、
損害賠償や債務弁済の義務が生じた際に一定額を支払う保険に加入し、県と国が保険料を負担します。
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３　貧困の状況にあるこどもへの支援

①　こどもの教育に関する支援

児童生徒を取り巻く生活環境改善事業 ◎ 義務教育課
市町村に対し、スクールソーシャルワーカーの配置に係る経費の補助を行うとともに、教員以外の専門ス
タッフを配置・派遣して不登校など教育課題解決のための支援体制の整備を推進します。

高校生みらい支援事業 ◎ 高校教育課
県立高等学校に進路支援コーディネーターを配置し、生活困窮世帯等の高校生に対して、進学や就職の支
援を行います。

生活困窮世帯の子どもの進学支援 ◎ こども未来課
生活困窮世帯のこども（中学２年生～高校３年生）及びその保護者を対象に、大学等への進学に向けた相
談支援を家庭訪問やオンライン等で行うとともに、こどもの進学実現に資すると認められる場合は教材等
を提供します。

要保護児童生徒援助費補助金 ◎ 義務教育課
経済的な理由によって、就学が困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して必要な援助を与えた市町
村（学校組合）に対し、国がその経費の一部を補助します。

福岡県立中学校等要保護及び準要保護生徒援
助費（医療費）

◎ 体育スポーツ健康課
要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県教育委員会が認める者に対して、学校保健安全法
施行令第８条に定める疾病治療のための医療に要する費用を援助します。

定時制及び通信制課程修学奨励事業 ◎ 高校教育課
勤労青少年の高等学校定時制課程及び通信制課程への修学を促進し、教育の機会均等を保障するため、修
学奨励金を貸与します。

進学準備給付金 ◎ 保護・援護課 生活保護世帯の子どもに対し、大学等進学に係る費用を支給します。

夜間中学の設置促進に係る指導助言 ◎ 義務教育課 国の方針を踏まえながら、設置意向のある市町村に対して指導・助言を行います。

福岡県立中学校等要保護及び準要保護生徒援
助費（学校給食費）

◎ 体育スポーツ健康課
要保護者及び要保護者に準ずる程度に困窮していると県教育委員会が認める者に対して、学校給食法第１
１条第２項に規定する経費を援助します。

福岡県立高等学校定時制課程夜食費補助 ◎ 体育スポーツ健康課
県が設置する高等学校の夜間定時制課程に在学する者で、経済的理由により著しく修学が困難な有職生徒
に対して、夜食費の一部を補助します。

生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支
援

◎ こども未来課
生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、教員OBなどのボランティアが、町村の施設におい
て、学習支援及び生活習慣改善支援等を実施します。

②　こどもの生活の安定のための支援

家計改善支援事業 ◎ 保護・援護課
家計に問題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、家計の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導
等を行うことにより、早期に生活が再生されることを支援します。

生活困窮世帯の子どもに対する学習・生活支
援

● こども未来課
生活困窮世帯のこども（小中学生）を対象に、大学生、教員OBなどのボランティアが、町村の施設におい
て、学習支援及び生活習慣改善支援等を実施します。

子ども支援オフィスの運営 ◎ こども未来課
経済的に困窮している子育て世帯に対する電話や来所による相談受付のほか、訪問相談支援を行い、貧困
状態からの脱却と貧困の連鎖防止を図ります。

子どもへの食品提供 ◎ こども未来課
学習支援事業等を実施する団体が、企業から無償提供された食品等を、団体が運営する学習支援事業等に
参加するこどもたちに提供します。

食品ロス削減の推進 ◎ 循環型社会推進課
食品ロス削減のために食品関連企業等から福祉祉施設等へ無償で食品を提供するフードバンク活動の普
及・促進を図ります。

自立相談支援事業 ◎ 保護・援護課 生活困窮者からの相談に包括的に対応し、その自立に向けて個別支援計画の策定などの支援を行います。

③　保護者の就労支援

生活困窮者就労準備支援事業 ◎ 保護・援護課
就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に対し、日常生活自立、社会生活自立、就労自立の３つの段
階に合わせた支援を行います。

被保護者就労支援事業 ◎ 保護・援護課
民間職業カウンセラーの派遣により、生活保護を受給する若年者等の就労指導や就労支援策活用の助言等
を行い、その就労・自立を促進します。

就労自立給付金 ◎ 保護・援護課
安定した職業に就いたことなどにより保護を必要としなくなった方に対し、就労自立給付金を支給しま
す。

④　経済的支援

生活福祉資金の貸付 ◎ 保護・援護課 生活に困窮している子育て世帯等の生活を下支えするため、生活福祉資金の貸付を行います。
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４　ひとり親家庭への支援

①　生活と子育ての支援

保育所への優先入所、放課後児童クラブの優
先利用の促進

◎
子育て支援課、
こども未来課

市町村におけるひとり親家庭の子どもの保育所への優先入所や放課後児童クラブの優先利用の取組を支援
します。また、求職活動・職業訓練等を行っている場合にも、就労している場合と同等の事情にあるとし
て、優先入所や優先利用を促進します。

県営住宅におけるひとり親世帯、多子世帯の
入居決定に際しての優遇措置及び新婚・子育
て世帯の優先入居

◎ 県営住宅課
県営住宅の入居決定の際、抽選方式では、ひとり親世帯や多子世帯に対し抽選番号を2つ割り当て(連番)、
倍率の優遇を図るほか、新婚・子育て世帯に対しては優先枠を設定します。

母子・父子自立支援員による相談、情報提供 ◎ こども未来課 保健福祉（環境）事務所に母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭等からの相談に対応します。

母子生活支援施設への入所 ◎ こども福祉課
保護を必要とする母子家庭については、住居を確保するとともに、生活の自立とこどもの福祉を増進する
ため、母子生活支援施設への入所等適切な対応を行います。

ひとり親家庭等への入所による生活支援 ◎ こども未来課 生活上の悩みを持つ母子家庭に対し、施設の利用による子育て、生活一般に関する相談支援を行います。

母子・父子福祉団体に対する支援 ◎ こども未来課
地域において相談事業や情報提供等を行う母子・父子福祉団体の活動に対する支援を行い、ひとり親家庭
及び寡婦の福祉の向上を図ります。

ひとり親家庭のための学習支援ボランティア ◎ こども未来課
ひとり親家庭の児童を対象に大学生等のボランティアを派遣し、児童の学習支援を行うとともに、児童の
進学相談等を行います。

日常生活の支援 ◎ こども未来課
ひとり親家庭の親等が就職活動や技能習得のための通学、疾病等のために、一時的に生活援助や保育など
の支援が必要なときに、市町村が家庭生活支援員を派遣し、介護・保育等の支援を行う日常生活支援事業
の実施を促進します。

②　就業支援

ひとり親の資格取得に関する給付金 ◎ こども未来課
ひとり親家庭の親に対して、対象講座の受講費用の一部を助成する自立支援教育訓練給付金や、看護師・
介護福祉士などの就職に有利な資格を取得する際の生活の負担を軽減するための高等職業訓練促進給付金
を支給することにより、就職に結びつきやすい資格取得等の支援を行います。

修業中のひとり親への受講費・就職準備金・
住宅費の貸付

◎ こども未来課
①高等職業訓練促進給付金受給者に対して、入学準備金・就職準備金の貸付を行います。
②母子・父子自立支援プログラム策定者を対象に、住居費の貸付を行います。

ひとり親サポートセンター ◎ こども未来課
ひとり親家庭の親及び寡婦・離婚を考えている方を対象に、就業に関する相談から、自立支援プログラム
の策定、就業支援講習会の開催、ハローワーク等と連携した求人情報の提供まで一貫した就業支援を行い
ます。

③　養育費の確保支援

養育費確保の支援 ◎ こども未来課

ひとり親家庭の子どもに対する養育費が確保できるよう、ひとり親サポートセンターにおいて、専門相談
員による養育費の取決めや養育費の確保策等の電話相談を行うとともに、より専門的なアドバイスが必要
な場合は、弁護士による無料法律相談を実施します。ひとり親サポートセンターへの来所が困難な方に対
しては、弁護士による無料電話相談の開催や、県内17か所ある法律相談センターにおいて1時間無料で相談
できるクーポンを発行します。

公正証書等作成費用の支援 ◎ こども未来課
公正証書等の作成や、保証会社との養育費保証契約の締結を支援することにより、養育費に関する取決め
を促すとともに、養育費の継続した履行確保を図ります。

④　経済的支援

児童扶養手当 ◎ こども未来課
ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図るため、18歳に達する日以後
の年度末までの児童を養育している方に児童扶養手当を支給します。

ひとり親家庭等医療費支給制度 ◎ こども未来課
ひとり親家庭の親及びその子、父母のない子の健康保持及び福祉の増進を図るため、必要とする医療を容
易に受けることができるよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で負担します。

母子父子寡婦福祉資金の貸付 ◎ こども未来課
ひとり親家庭等の経済的自立や生活意欲の助長、その子どもの福祉の増進を図るため、各種資金の貸付を
行います。
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５　障がいのあるこどもへの支援

①　障がいのあるこどもの育成

新生児聴覚検査の体制整備 ◎ 子育て支援課
「福岡県乳幼児聴覚支援センター」および「新生児聴覚検査体制整備検討会議」を設置し、先天性聴覚障
害の早期発見・早期療育体制整備を図ります。

障がい児保育等受入体制支援 ● 子育て支援課
障がい児等の保育所における円滑な受入れをすすめるため、障がい児保育等に係る標準モデルや事例を示
すとともに、障がい児保育に係る専門研修を実施するなど、受入体制の構築に係る支援を実施します。

福祉のまちづくり ● 障がい福祉課
福祉のまちづくりに関する普及・啓発を行います。「ふくおか・まごころ駐車場」制度の運用を行いま
す。

障がい児の医療費等に係る自己負担額の軽減 ◎ 障がい福祉課
障がい児の医療費や、日常生活を送るのに必要な用具等の購入費の自己負担額の一部を公費で負担しま
す。

障がい児等療育支援の推進 ◎ 障がい福祉課
在宅の障がいのある児童等のライフステージに応じた地域での生活を支援するため、障がい児（者）施設
の有する療育支援機能を活用し、身近な地域で療育指導等が受けられるよう、県全体の療育相談事業の充
実を図ります。

障がい児通所支援事業等の充実 ◎ 障がい福祉課

日常生活における基本的な動作及び知識・技能の習得や生活能力向上のための訓練、集団生活に適応する
ことができるための必要な支援を行う障がい児通所支援事業所（児童発達支援・医療型児童発達支援・放
課後等デイサービス・保育所等訪問支援・居宅訪問型児童発達支援）や、支援内容の充実を図ります。そ
の中で、重症心身障がい児を支援する事業所の確保にも努めます。

障がい児相談支援事業者の質の向上 ◎ 障がい福祉課
障がい児通所支援等（児童発達支援、放課後等デイサービスなど）を利用する障がい児に対し、適切に障
がい児支援利用計画を作成できるよう、相談支援専門員に対する研修を実施し、相談支援専門員の養成・
確保及び質の向上を図ります。

医療的ケア児支援の推進 ◎ 障がい福祉課

医療的ケア児に関する専門的な支援を行う拠点として医療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児
及びその家族等からの相談対応や研修会を実施するとともに、医療的ケア児を介助する家族の肉体的・精
神的負担の軽減を図り、身近な地域で家族のレスパイトケアや、医療的ケア児支援に対応できる障がい福
祉サービス事業所の人材や医療的ケア児等コーディネーターを養成します。

障害児福祉手当 ◎ 障がい福祉課
重度障がい児に対して、その障がいのため必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として手
当を支給することにより、重度障がいのある人の福祉の向上を図ります。

福岡県障がい者スポーツ大会 ◎ スポーツ振興課
従前、「身体障がい者体育大会」と「ときめきスポーツ大会」として実施していた２大会を統一大会と
し、「福岡県障がい者スポーツ大会」として、障がいの種別を超えた県内最大級の大会として実施しま
す。

福岡県パラスポーツタレント発掘・育成事業 ◎ スポーツ振興課 パラスポーツに対する優れた素質や潜在的な能力を持つものを発掘・育成する仕組みを構築します。

聴覚障がい児家族支援事業 ◎ 障がい福祉課
乳幼児期から手話を学び、手話を使用しやすい環境を整備することを目的として、きこえない・きこえに
くい乳幼児とその家族等が親子で手話を学ぶ親子手話教室等を開催します。

障がい者文化芸術活動推進事業 ◎ 文化振興課
「ふくおか県障がい児者美術展」の開催をはじめ、市町村とも連携し、障がいのある人の創作活動・発表
機会の拡大を図ります。

障がい者博物館体験促進事業 ◎
文化振興課
九州国立博物館・世
界遺産室

障がいのある方が、文化財を十分に鑑賞し博物館を一層楽しめるよう、環境を整備し、主に聴覚・視覚障
がいのある方向けのイベントを行います。

心身障がい児療育キャンプ等事業 ◎ 障がい福祉課 心身障がい児等が参加する各種療育キャンプや、専門医トレーナーによる早期訓練を実施します。

発達障がい者支援センターによる支援の推進 ◎ 障がい福祉課

発達障がいに関する専門的な支援を行う拠点として、発達障がい者支援センターを北九州・福岡・筑豊・
筑後の県内４地域に設置し、他の関係機関と連携を図りながら、発達障がい児（者）及びその家族等から
の相談対応、保護者や地域の支援者に向けた発達障がいに関する知識を学べる研修を開催を通じて支援を
実施します。

障がいのある方の就職に向けた訓練 ◎ 職業能力開発課 障がいのある方が働くために必要な技能を習得するための職業訓練を実施します。

特別児童扶養手当 ◎ こども未来課
児童の福祉の増進を図るため、精神又は身体に障がいを有する20歳未満の児童を養育している方に特別児
童扶養手当を支給します。

医療的ケア児保育受入体制支援 ● 子育て支援課
看護師等を配置する経費に対する助成や、医療的ケア児の保育に係る研修を実施することにより、医療的
ケア児の保育受入体制構築のための支援を行います。
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②　特別支援教育推進体制の整備

県立特別支援学校生徒希望進路実現支援事業 ◎ 特別支援教育課
生徒や保護者を対象としたセミナーやガイダンスを実施し、就職への意識向上を図り、就職支援サポー
ターを配置し、企業訪問による就職先の新規開拓や職場定着のためのアフターケア等を実施することで、
生徒の希望進路の実現を目指す。

発達障がい児等教育継続支援事業 ◎ 特別支援教育課
発達障がいを含む障がいのある幼児児童生徒が、一貫した教育的支援を受けられるよう外部専門家による
巡回相談や個別の指導計画及び個別の教育支援計画の活用促進等を実施します。

県立学校等医療的ケア体制整備事業 ◎ 特別支援教育課
医療的ケアを必要とする児童生徒等が在籍する県立学校に看護職員を配置するとともに、研修等による市
町村（教育委員会及び学校）への支援や医療的ケアガイドラインの周知を通して、医療的ケアが必要な児
童生徒等が、安全に教育を受けられる環境を整備します。

特別支援教育就学奨励費負担金・補助金 ◎ 特別支援教育課
特別支援学校への就学奨励に関する法律の趣旨に基づき就学を促進することを目的とし、教科用図書購入
費、修学旅行費、交通費、寄宿舎居住費、修学旅行費、学用品購入費を支弁します。

ＩＣＴを活用した教育推進事業 ●
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わせた「新しい教育」の実現に向けて、ＩＣＴを活用した先
進的教育モデルの研究、プログラミング教育の充実に向けた取組や普及啓発を行います。

自立と社会参加に向けた体験学習推進事業 ● 特別支援教育課
県立特別支援学校に在籍する児童生徒に対し、障がいの種類や状態等に応じた多様な体験学習を実施する
ことで、各教科における学習内容の理解を深めます。

特別支援学校等芸術鑑賞機会の提供 ◎ 社会教育課 県内の公立特別支援学校に劇団や室内楽団等公演団体を派遣し、公演を行います。

高等学校インクルーシブ教育システム構築支
援事業

◎ 特別支援教育課 県立高校等に在籍する特別な支援を必要とする生徒に対し、介助及び学習支援を行います。

高等学校等通級指導推進事業 ◎ 特別支援教育課
発達障がい等困難のある生徒に対し、障がいによる学習上又は生活上の困難の改善・克服を図るため、通
級指導教員を配置し適切な指導や支援を行います。

障がい児理解啓発推進事業 ◎ 特別支援教育課 特別支援学校における交流及び共同学習を実施します。

特別支援学校専門スタッフ強化事業 ◎ 特別支援教育課
特別支援学校において、医療・保健・心理等に関する専門スタッフを配置・活用することにより、専門性
と組織力の強化を図るとともに、地域内の小・中・高等学校等に在籍する障がいのある子どもに対する相
談・支援機能の充実を図ります。

障がい者就業･生活支援事業 ◎ 就業支援課

障害者就業・生活支援センターに生活支援担当者を配置して、就職や職場への定着が困難な障がいのある
人及び就業経験のない障がいのある人に対し、就業及びこれに伴う日常生活又は社会生活に必要な支援を
行います。
また、特別支援学校生徒を対象とした就職準備講座や技能見学会等による就職支援を行います。

特別支援学校設備充実事業 ◎ 特別支援教育課
県立特別支援学校に、児童生徒の障がいの特性に応じたＩＣＴ機器を配備します。また、視覚特別支援学
校における点字情報ネットワークシステム等の充実を図ります。
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６　いじめ、不登校、ひきこもり等に対する取組の推進

①　いじめの防止

いじめ解消支援事業 ◎ こども未来課
いじめの相談窓口「福岡県いじめレスキューセンター」を設置し、学校外の立場で、いじめに悩むこども
や保護者を支援します。

スクールサポーター制度 ● 少年課
警察署管内の小学校・中学校・高等学校等に直接赴いて、学校が抱えている非行問題等の解消や安全対策
の支援、いじめ問題への対応等、学校と警察のパイプ役となって児童生徒の非行防止と犯罪被害防止を図
るための活動を行います。

いじめ・不登校総合対策事業 ◎
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

楽しく学べる学校づくりを推進するため、教育相談体制の整備・充実及びスクールカウンセラー等の専門
家や関係機関等との連携・協働により、いじめ・不登校の予防・解消を図ります。

②　不登校等に対する取組の推進

学びの多様化推進費 ◎ 高校教育課
不登校経験のある生徒や不登校状態にある生徒が学びやすい環境を整備するため、博多青松高校通信制教
育を各地区の協力校で実施するとともに、不登校生徒等の実態に配慮した学びの多様化学校の設置準備を
進めます。

早期アプローチを重視した不登校対策校内支
援充実

◎ 義務教育課
小学校段階における不登校対策の充実を図るため、学習支援・教育相談・校内連携を行う不登校児童支援
員の配置を支援します。

子どもの社会的自立に向けた居場所づくり ◎ 社会教育課
不登校児童生徒が、豊かな自然環境の中でのびのびと過ごすことができる場所を整備し、子どもたちの社
会的自立につなげるための支援に取り組みます。

フリースクール支援事業 ◎ 私学振興課
不登校児童生徒の受け皿となっているフリースクールの活動を支援するため、一定の財政支援を行いま
す。

不登校・ひきこもりサポートセンター事業 ◎ 青少年政策課
福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」において、不登校・ひきこもりの児童生徒、保護
者や学校関係者等に対する専門的な相談・情報発信などの支援を行います。

学習支援センター支援事業 ◎ 私学振興課
高校の不登校・中途退学対策として、学業不振や学校不適応に悩む生徒や、中途退学したが再度高校卒業
にチャレンジする者に学習の場を提供し学業の継続を支援する、学習支援センターの運営に対して助成し
ます。

いじめ・不登校総合対策事業 ●
高校教育課
義務教育課
特別支援教育課

楽しく学べる学校づくりを推進するため、教育相談体制の整備・充実及びスクールカウンセラー等の専門
家や関係機関等との連携・協働により、いじめ・不登校の予防・解消を図ります。

③　ひきこもり等に対する取組の推進

ひきこもり対策推進事業 ◎
こころの健康づくり
推進室

精神保健福祉センターに「ひきこもり地域支援センター」、筑豊及び筑後地域に「ひきこもり地域支援セ
ンターサテライトオフィス」を設置し、ひきこもり支援のための核となる機関として相談対応、関係者へ
の研修及び連携会議等を行います。

不登校・ひきこもりサポートセンター事業 ● 青少年政策課
福岡県立大学「不登校・ひきこもりサポートセンター」において、不登校・ひきこもりの児童生徒、保護
者や学校関係者等に対する専門的な相談・情報発信などの支援を行います。

④　自殺対策

自殺対策事業 ◎
こころの健康づくり
推進室

自殺予防週間、自殺対策強化月間における啓発活動や24時間３６５日の相談窓口の設置等により、自殺防
止を図ります。
また、自殺未遂者の再企図を防ぐため、未遂に至った要因分析やその解決に向けた支援機関との連携な
ど、自殺未遂者支援事業を実施します。

自殺予防SNS相談事業 ◎
こころの健康づくり
推進室

若年層及び女性の自殺者数の増加を抑制するため、自殺予防SNS相談を実施します。

メタバースを活用した居場所づくり事業 ●
こころの健康づくり
推進室

インターネット上にメタバースを活用した居場所「おいでよ きもちかたりあう広場」を設置し、孤独・孤
立の気持ちを抱える若年層を対象としたレクリエーション等を実施します。
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７　ヤングケアラー、性的マイノリティ、外国人のこども等への支援

①　ヤングケアラーへの支援

ヤングケアラーへの支援 ◎ こども未来課
家庭内のことで表に出にくいヤングケアラーの早期発見のために、学校や市町村の要保護児童対策地域協
議会などの理解を深めるとともに、そこで把握した支援が必要な子どもを着実に福祉施策につなげます。

子育て世帯の支援 ● こども未来課 市町村が実施する子育て世帯等を対象とした訪問家事、育児支援に対して助成を行います。

②　性的マイノリティのこどもへの支援

あすばる相談支援事業 ● 男女共同参画推進課
福岡県男女共同参画センター「あすばる」において、女性、男性やLGBTの方などすべての方が抱える、
心、家族、暮らし、労働等、広範多岐な悩みについて、電話及び面接による相談を実施し、相談者自身が
問題解決に向けて自己選択、自己決定していくよう支援します。

性の多様性に関する理解促進事業 ◎
人権・同和対策局
調整課

性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓発を行います。

③　外国人のこども等への支援

「福岡県外国人相談センター」における相談
対応（外国人材受入対策事業）

◎ 国際政策課

「福岡県外国人相談センター」において、外国人子育て家庭や妊産婦からの子育てに関する相談に多言語
で対応し、相談内容に応じて適切な専門機関へつなぐとともに、市町村の保健・医療・福祉等担当窓口や
医療機関、教育機関など、外国人の子どもへの支援に関係する者からの、外国人の子どもに関する相談に
ついても、当センターにおいて通訳・相談支援を行います。

日本語教室の支援（日本語教育環境整備事
業）

◎ 国際政策課
在留外国人の日本語学習の場にとどまらず、地域住民との交流の場ともなる日本語教室への支援を行い、
外国人の親等の居場所づくりにつなげます。

在留外国人の子どもの保育に関する対応 ◎ 子育て支援課
保育所等の利用を希望する在留外国人家庭を支援するため、市町村による通訳配置や多言語音声翻訳シス
テムの導入等、多言語対応のための体制の整備を図ります。

「FUKUOKA IS OPEN センター」における相談
対応（海外人材活躍推進事業）

◎ 国際政策課

「FUKUOKA IS OPEN センター」において、外国人子育て家庭や妊産婦からの子育てに関する相談に多言語
で対応し、相談内容に応じて適切な専門機関へつなぐとともに、市町村の保健・医療・福祉等担当窓口や
医療機関、教育機関など、外国人の子どもへの支援に関係する者からの、外国人の子どもに関する相談に
ついても、当センターにおいて通訳・相談支援を行います。

外国人材受入対策事業 ◎ 国際政策課
県が設置する「福岡県外国人相談センター」と、在住外国人にとって最も身近である市町村ほか専門機関
等が連携し、外国人からの相談に多言語で対応することで、外国人が安全・快適に暮らせる環境を整備し
ます。

海外人材活躍推進事業 ◎ 国際政策課
県と国等の海外人材専門機関が一体となった「FUKUOKA IS OPENセンター」を開設し、生活や就労、在留資
格等に係る相談をワンストップで対応する体制を構築します。

日本語指導が必要な生徒への支援 ◎ 高校教育課 日本語指導が必要な生徒の実態に応じて、学習指導やキャリア教育等に関する支援の充実を図ります。

入学者選抜帰国生徒等特例措置 ◎ 高校教育課
帰国生徒等について、特別学力検査などの必要な特例措置を講じることにより、適切な受入れを図りま
す。

帰国・外国人児童生徒への日本語指導の体制
を整備

◎ 義務教育課
日本語指導が必要な児童生徒の教育支援のため、日本語指導について専門性の高い教員を育成するととも
に、外国人の子どもの就学機会確保の必要性について、市町村教育委員会に周知を図ります。
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Ⅳ　結婚・子育ての夢や希望をかなえ、こどもを安心して産み育てることができるための支援

１　次代の親の育成

若者が結婚や子育てについて理解を深める活
動の促進

◎ こども未来課
結婚や子育てについての理解を深めるため、教育現場と連携し、こどもが自らの将来について明確なビ
ジョンを描けるよう、ライフプラン教育の取組を推進します。

プレコンセプションケアの推進 ● 子育て支援課
「福岡県プレコンセプションセンター」を設置し、思春期からの人々を対象に性と健康に関する正しい知
識の発信や相談対応を行います。

２　若い世代の生活の基盤の安定への支援

①　きめ細かな就職支援

高等技術専門校等における職業訓練・就職支
援

◎ 職業能力開発課
新規学卒者や離転職者を対象に、高等技術専門校及び福岡障害者職業能力開発校における施設内訓練や民
間の教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施します。併せて、訓練生への就職相談や就職指導、企業と
のマッチング等を行い就職を支援します。

ママと女性の就業支援センター事業 ◎ 就業支援課
子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情
報の提供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、個別の就職あっせんまで総合的に支援しま
す。

子育て中の方の就職に向けた訓練 ◎ 職業能力開発課
子育て中の方が受講しやすいよう託児サービス付きの職業訓練を実施するほか、短時間の訓練やｅ-ラーニ
ングで学べる訓練を実施します。

若者自立相談窓口の設置 ● 青少年育成課
進路が決まっていない高校中退者等、困難を抱える若者を適切な支援機関につなぐ相談窓口を設置し、若
者の就学や職業的な自立を促します。

若者に対するきめ細かな就職支援 ◎ 就業支援課
おおむね39歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじめ、セミナーや合同会社説明会などを実施し、将
来に向けた進路選択や、その後の就職活動をきめ細かに支援することにより、円滑な就職を促進します。

中高年就職支援センター事業 ◎ 就業支援課
おおむね40歳から64歳までの中高年者を対象に、個別就職相談やハローワークとの連携による職業紹介、
中高年者の就職が多く見込まれる分野のセミナーなどを実施し、離職期間が長期化する傾向にある中高年
者の早期再就職を支援します。

非行少年等の就労支援 ● 青少年育成課
非行等の問題を抱える無職少年に対し、進路相談、就労体験、就職活動、就職後の定着支援まで一貫した
寄り添い型の就労支援を行います。

非行少年等の就労身元保証 ● 青少年育成課 非行等の問題を抱える少年が、協力雇用主に損害を与えた場合に見舞金を支払う制度を実施します。

②　所得向上に向けた支援

中小企業の価格転嫁の取組に対する支援 ◎ 中小企業振興課
中小企業の円滑な価格転嫁を進め、賃上げの原資を確保できるよう、事業者向けのセミナーや専門家派
遣、県民向けの啓発活動を実施します。

地域における更なる雇用の創出 ◎

技術人材育成室、新
産業振興課、自動
車・水素産業振興
課、企業立地課

成長産業（半導体、自動車等）の拡大、企業誘致の強化を通じ、更なる雇用の創出を図ります。

若者の農林漁業への参入と定着促進 ◎
経営技術支援課後継
人材育成室

県内農林水産業への新規就業を希望する県内外の若者を対象に、情報発信や相談会を行うことで、農林水
産業への参入を促進します。

非正規雇用労働者の正規雇用化に向けたリス
キリング支援

◎ 職業能力開発課
非正規雇用労働者の所得や雇用への不安を解消するため、非正規雇用労働者の正規化に向けた支援プログ
ラムを実施します。

福岡県介護福祉士等修学資金等貸付事業 ◎
高齢者地域包括ケア
推進課介護人材確保
対策室

介護福祉士又は社会福祉士の養成及び確保に資するため、介護福祉士・社会福祉士の養成施設に在学する
者等に対し修学資金の貸付を行います。

看護職員復職研修事業 ◎ 医療指導課
子育て等により離職した看護職員に対し、最新の知識及び看護技術を再習得させることで職場復帰を促
し、働き続けられるよう支援します。

ふれあい看護体験事業 ◎
医療指導課医師・看
護職員確保対策室

高校生に、希望する病院での１日看護体験（施設見学や看護師の仕事を体験）をしてもらうことで、看護
師等養成施設への進学意欲を高める機会とします。
（県看護協会への補助事業）

みんなで話そう看護の出前授業事業 ◎
医療指導課医師・看
護職員確保対策室

看護職の仕事やいのちの大切さなどの講話を通して、いのちの尊さへの理解を深めるとともに、看護師等
養成施設への進学意欲を高めます。
（県看護協会への補助事業）

建設産業魅力発信事業（建設産業魅力発信・
女性活躍セミナー）

◎ 県土整備企画課
業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅力を発信し、担い手確保を促進します。また、女
性技術者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることにより、女性技術者のキャリアアップや技術・
技能の向上につなげます。
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３　出会い・結婚応援の推進

「出会い応援団体」の登録拡大 ◎ こども未来課
独身者の出会い・結婚を応援する企業・団体として県が登録する「出会い応援団体」の登録拡大を図り、
地域全体での結婚応援を推進します。

多様な出会いの場の提供 ◎
こども未来課、政策
支援課

「ふく♡こいコミュニティ」に登録した独身者に対し、AIを活用した出会いイベントを開催することでより
交際に結びつきやすい取組を推進します。また、「企業・団体間マッチング支援センター」を設置し、県
内各地域において、個別企業や様々な業界団体への働きかけ、とりわけ異業種団体間での出会いイベント
のマッチングを強化することとし、地域の特性を活かした出会いの機会の拡大を図ります。

出会いから結婚へつなげるための支援 ◎ こども未来課

企業・団体と連携し、独身者を対象に、コミュニケーションスキルアップ等の交際の発展をサポートする
セミナーや、個別相談によるフォローアップを実施します。また、将来結婚したいとの希望を持つ、就職
後間もない若い世代を対象に、結婚・子育てなど将来のライフデザインを描けるセミナーを開催する等の
支援を実施します。

公式LINEアカウント「ふく♡こい」及びメール
マガジン「あかい糸めーる」の登録拡大

◎ こども未来課
出会いイベント情報を配信する公式LINEアカウント「ふく♡こい」及びメールマガジン「あかい糸めーる」
の登録拡大を図ります。

結婚・子育てに関する総合ポータルサイトに
よる情報発信

◎ 子育て支援課 出会いや結婚、子育て生活等の様々な情報を発信します。

「ウェディングギフトフラワー」プレゼント ◎ 園芸振興課
県の「出会い・結婚応援事業」による成婚者に対して、花のある暮らしを提案するため、フラワーベース
と県産花きの定期便をプレゼント。これをきっかけに、花にあふれた新婚生活に繋げます。

４　子育て世帯の経済的負担の軽減

①　全ての子育て家庭への経済的支援

不妊・不育に悩む人への支援 ● 子育て支援課
先進医療費、不育症検査・治療費の一部助成により、不妊・不育治療費の負担軽減を図ります。各保健福
祉（環境）事務所での相談対応と流産・死産を経験した方の支援を行います。

産後ケア事業の利用促進 ● 子育て支援課
市町村が実施する産後ケア事業の利用料減免に要する経費や市町村の運営費の一部を補助することで、利
用促進を図り、産後の母子の健やかな生活を支援します。

病児保育の利用料無償化 ● 子育て支援課
病児保育の利用料を助成することにより、子育て世帯の経済的負担を軽減し、子育て支援の充実を図りま
す。

幼児教育・保育の無償化の実施 ●
子育て支援課、
私学振興課、
義務教育課

幼児教育・保育の負担軽減を図るため、幼稚園、保育所、認定こども園を利用する３歳から５歳までの全
てのこどもたちの利用料を無償化します。また、0歳から２歳までのこどもたちについては、住民税非課税
世帯を対象として利用料を無償化します。

無償化給付事業 ● 私学振興課

子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園の保育料及び預かり保育の利用料について、市町
村が利用者に給付する費用のうち、1/4を県が負担します。
また、子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園を利用する低所得者等世帯に対し、副食費
の実費徴収に係る費用のうち、1/3を県が負担します。

教育・保育給付費 ● 子育て支援課
乳幼児に対して適切な保育サービスを提供し、児童福祉の向上を図るため、市町村が支弁する教育･保育の
実施に要する費用の一部を負担します。

出産・子育て応援交付金事業 ● 子育て支援課
妊婦や子育て家庭に寄り添い、面接や情報発信により必要な支援につなぐ伴走型相談支援や、出産・育児
用品の購入費助成のための経費的支援を行う市町村に対して、事業費を一部補助します。

私立学校一人一台端末整備費補助金 ◎ 私学振興課 私立学校における一人一台端末の整備に対し助成を行います。

子ども医療費支給制度 ● こども未来課
こどもの健康保持及び福祉の増進を図るため、必要とする医療を容易に受けることができるよう、医療保
険による自己負担額の一部を公費で負担します。

児童手当 ◎ こども未来課
家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため、18
歳に達する日以後の年度末までの児童を養育している方に児童手当を支給します。

離島高校生等修学支援金 ◎
高校教育課、私学振
興課

離島から福岡県の県立高等学校（専攻科を除く）、私立高等学校、市（組合）立高等学校、県立中等教育
学校後期課程、県立特別支援学校高等部又は市立特別支援学校高等部へ進学する生徒の通学に要する交通
費及び居住費を支給することにより、離島高校生等の修学支援を図ります。
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小児・ＡＹＡ世代のがん患者等への妊孕性温
存治療の支援

●
がん感染症疾病対策
課

将来、子どもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者等が希望を持ってがん等の治療に取り
組むことができるよう妊孕性温存治療費と温存後の生殖補助医療に係る費用の一部を助成します。

小児慢性特定疾病対策の推進 ●
がん感染症疾病対策
課

小児慢性特定疾病に罹患している患児に係る医療費の自己負担分（一部または全部）を助成します。

幼児教育・保育利用に要する保護者負担の軽
減

●
子育て支援課、
私学振興課

保護者の世帯所得の現状を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具
等の実費について、その費用の一部を助成します。

高等学校等就学支援金 ◎
財務課、
私学振興課

高等学校等に通う生徒の授業料に充てるため、年収約910万円未満の生徒に対し、高等学校等就学支援金を
支給します。私立高等学校等に通う年収約590万円未満の世帯に対しては、就学支援金を加算して支給しま
す。

高校生等奨学給付金 ◎
財務課、
私学振興課

低所得世帯の授業料以外の教育費負担の軽減を図るため、福岡県内在住の保護者等に返還の必要のない高
校生等奨学給付金を支給します。

修学や学資の援助 ◎
財務課、
私学振興課

高等学校等就学支援金　高等学校等に通う生徒の授業料に充てるため、年収約910万円未満の生徒に対し、
高等学校等就学支援金を支給します。私立高等学校等に通う年収約590万円未満の世帯に対しては、就学支
援金を加算して支給します。○高校生等奨学給付金　低所得世帯の授業料以外の教育費負担の軽減を図る
ため、福岡県内在住の保護者等に返還の必要のない高校生等奨学給付金を支給します。

障がい児の医療費等に係る自己負担額の軽減 ● 障がい福祉課
障がい児の医療費や、日常生活を送るのに必要な用具等の購入費の自己負担額の一部を公費で負担しま
す。

私立高等学校等学び直し支援金交付金 ◎ 財務課、私学振興課
高等学校などを中途退学した者が学び直す場合に、高等学校等就学支援金支給期間の経過後も、卒業まで
の間（最長２年間）、高等学校等学び直し支援金を支給することにより、授業料の負担軽減を図ります。

県立三大学授業料等減免事業 ● 青少年政策課
学ぶ意欲のある学生が経済的理由により修学を断念することがないよう、県立三大学が行う住民税非課税
世帯および多子世帯の学生を対象とした授業料及び入学金の減免に対して助成します。

私立専門学校修学支援事業 ◎ 私学振興課 私立専門学校が経済的理由により授業料減免を行った生徒に対して助成します。

（独）日本スポーツ振興センター共済掛金保
護者負担額補助

◎ 高校教育課
県教育委員会が認める要保護者及び準要保護者に対して、学校管理下における災害（負傷、疾病、障害又
は死亡）に備えた災害共済給付制度共済掛金のうち、保護者負担額を県と（独）日本スポーツ振興セン
ターが助成します。

私立小中学校等授業料軽減補助金 ◎ 私学振興課
入学後家計が急変し、急変後の所得が一定未満相当かつ資産保有要件を満たす世帯に授業料の減免を行う
学校法人に対し、授業料軽減補助金を交付します。

福岡県立学校授業料等減免事業（家計急変世
帯への支援）

◎ 財務課
就学支援金の支給を受けることができない生徒が、保護者などの失職、倒産などの家計急変による経済的
理由から授業料の納付が困難となった場合に免除します。

私立高等学校等学校納付金軽減補助金 ◎ 私学振興課
生活保護世帯等に対して学校納付金の軽減を行う学校設置者に対し、学校納付金軽減補助金を交付しま
す。

福岡県立高等学校定時制課程夜食費補助 ● 体育スポーツ健康課
県が設置する高等学校の夜間定時制課程に在学する者で、経済的理由により著しく修学が困難な有職生徒
に対して、夜食費の一部を補助します。

児童扶養手当 ● こども未来課
ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図るため、18歳に達する日以後
の年度末までの児童を養育している方に児童扶養手当を支給します。

ひとり親家庭等医療費支給制度 ● こども未来課
ひとり親家庭の親及びその子、父母のない子の健康保持及び福祉の増進を図るため、必要とする医療を容
易に受けることができるよう、医療保険による自己負担額の一部を公費で負担します。

母子父子寡婦福祉資金の貸付 ● こども未来課
ひとり親家庭等の経済的自立や生活意欲の助長、その子どもの福祉の増進を図るため、各種資金の貸付を
行います。

私立専門学校授業料等減免補助金 ◎ 私学振興課
学ぶ意欲のある生徒が経済的理由により修学を断念することがないよう、私立専門学校が行う住民税非課
税世帯等の生徒を対象とした授業料及び入学金の減免に対して助成を行います。

高等学校等奨学金助成事業 ◎ 社会教育課
経済的理由により修学が困難な生徒に対して、奨学金を無利子で貸与する福岡県教育文化奨学財団に助成
を行います。

高等学校等専攻科修学支援金 ◎ 財務課、私学振興課
低所得者等の教育費負担の軽減を図るため、高等学校等の専攻科に通う生徒に対し、高等学校等専攻科修
学支援金を支給します。

②　きめ細かな対応が必要な家庭への経済的支援
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５　男女ともに仕事と子育てを両立できる環境づくり

①　働きながら子育てできる環境づくり

子育て応援宣言企業の登録推進 ◎ 労働政策課
従業員の仕事と子育てが両立できる職場づくりを推進するため、企業の経営者が両立支援の取組を宣言す
る「子育て応援宣言企業」登録制度について推進します。

中小企業従業員生活資金等貸付制度 ◎ 労働政策課
中小企業に勤める労働者の方で、出産・育児にかかわる休暇等により家計所得が減少された方に対し、出
産・育児のために生ずる生計上必要な資金を低利・無担保で貸し付け、生活の安定を支援します。

男性の育児休業の取得促進 ◎ 労働政策課 男性の育児休業取得・育児参加の促進など、企業における仕事と家庭の両立支援の取組を促進します。

②　働き方改革の推進

育児中の柔軟な働き方支援 ◎ 労働政策課
男女がともに望むキャリア形成を可能とする育児中の柔軟な働き方ができる制度の導入を支援し、男女が
ともに仕事と育児が両立できる魅力ある職場づくりを推進します。

企業における働き方改革の推進 ◎ 労働政策課
働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会の実現に向けて、長時間労働の是正や
ワーク・ライフ・バランスの取れた魅力ある職場の構築など、企業の働き方改革を支援します。

魅力ある職場づくりに向けた相談支援強化 ◎ 労働政策課
県内企業が働き方改革に取り組むインセンティブとなる「雇用関係助成金」を活用できる環境を整え、県
内企業が単なる法令順守にとどまらない働き方改革に取り組むきっかけをつくります。

働き方改革地域実践事業 ◎ 労働政策課
魅力ある職場づくりの実践に向けて、県内４地域で、職場内でのコミュニケーションの活性化も含め働き
方改革の進め方等を企業が学べる機会を提供します。

働き方改革実行企業（よかばい・かえるばい
企業）の登録促進

◎ 労働政策課
「働き方改革実行企業（よかばい・かえるばい企業）」への新規登録促進を図るとともに、登録企業に対
して適切な支援機関やメニューを紹介する等、働き方改革の実行へとつなげるフォローアップを実施しま
す。

③　職場・家庭における男女共同参画の推進

ママと女性の就業支援センター事業 ● 就業支援課
子育て中の女性、非正規雇用・求職中の女性に対して、将来のキャリアに関する相談・就職相談や保育情
報の提供から、子育てをしながら働きやすい企業の求人開拓、個別の就職あっせんまで総合的に支援しま
す。

男性の家事・育児への参画促進 ◎
男女共同参画推進
課、
こども未来課

男性が主体的に家事・子育てに関わることができるよう、また、それを応援する気運を高めるため、企業
や家庭に対し、男性が家事・子育てに関わることの大切さや意義等について啓発します。また、市町村が
行う男性などを対象とした子育て支援セミナーなどの取組に対して助成を行います。

男女共同参画表彰 ◎ 男女共同参画推進課
福岡県男女共同参画の日（11月第4土曜日）に、男女共同参画の推進に著しい功績があり、他の模範と認め
られる取組を行っている企業、団体、県民を表彰し、優れた実践事例を広く紹介します。

トップリーダーへの啓発 ◎ 男女共同参画推進課
地域団体や教育団体のトップが集まる会議・研修会等へ、講師を派遣し、男女共同参画の意識の醸成を図
ります。

働く場における女性の活躍推進 ◎ 女性活躍推進課
女性の活躍を推進するため、男女がともに働きやすく、仕事と家庭の両立ができる職場づくりに向けて、
専門家の派遣や県内企業の取組事例の発信等を実施し、企業の取組を支援します。

女性活躍のための企業人材育成研修 ◎ 女性活躍推進課
将来の女性役員登用につながる管理職層の女性人材を育成するため、階層別の女性人材育成研修を実施す
るとともに、経営層や人事担当者向けの研修を実施します。

IT分野における女性人材育成・IT活用による
女性活躍の推進

◎ 女性活躍推進課
女性がIT技術者として活躍できるよう、「研修」、「就職支援」、「就業継続、キャリアアップ支援」を
実施します。あわせて女性IT技術者を雇用する企業に対し、業務のデジタル化や就業環境の整備等を支援
します。

女性人材育成のためのネットワーク形成（福
岡キャリア・カフェ）

◎ 女性活躍推進課
働く場における女性の活躍を推進するため、将来の目標・模範となるロールモデルを交えた働く女性の
ネットワークを形成し、所属する企業等の垣根を越えて、対話や交流ができる関係づくりを行います。

未来の女性医師発掘事業 ◎
医療指導課医師・看
護職員確保対策室

県内高等学校に女性医師を講師として派遣する出前講座の実施や女子高校生が女性医師と交流できる機会
を提供することで、女子高校生の医学部への進学意欲を高め、将来の女性医師を増やし、医療施設におけ
る医師の確保を図ります。

福岡県ジェンダー平等フォーラム ◎ 男女共同参画推進課
男女共同参画社会の実現に向け、県民がジェンダー平等について考え、理解を深める「福岡県ジェンダー
平等フォーラム」を開催します。

男女共同参画センター情報・調査事業
（情報誌の発行）

◎ 男女共同参画推進課 男女共同参画に関する情報及び啓発記事等を掲載する情報誌を発行し、大学等に提供します。

建設産業魅力発信事業（建設産業魅力発信・
女性活躍セミナー）

● 県土整備企画課
業界団体と連携し、若者に対して効果的に建設産業の魅力を発信し、担い手確保を促進します。また、女
性技術者の様々な働き方、悩みを共有する場を設けることにより、女性技術者のキャリアアップや技術・
技能の向上につなげます。
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６　地域、家庭でこどもを育む環境づくり

①　地域全体でこどもを育てる取組の促進

「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペー
ン

◎ 子育て支援課
「家族の日」（11月第3日曜日）がある11月を中心に、企業・店舗・団体等と連携し、「家族・子育て」を
テーマとした催し等を実施することにより、地域社会全体で子育てを応援する気運を高めます。

子育てに関する知識の普及啓発 ◎ 子育て支援課
こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児小冊子を作成し、市町村等で実施する乳幼児健診
等で保護者に配布。家庭での育児や保健師の育児支援に活用してもらいます。

地域子育て支援拠点事業 ◎ 子育て支援課
地域で子育て親子の交流等を促進する拠点の設置・運営・整備を支援することにより、地域の子育て支援
機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進します。

ファミリー・サポート・センター ◎ 子育て支援課
児童の預かり援助を受けたい者と提供したい者との相互援助活動に関する連絡調整等を行うファミリー・
サポート・センター事業について、市町村に事業説明や事例紹介等をすることで、設置促進に努めます。

子育て短期支援事業 ◎ 子育て支援課
児童福祉施設等において、児童の一時的な養護・保護を行うとともに、夜間または休日に生活指導や食事
の提供などを行います。

利用者支援事業 ◎ 子育て支援課
市町村において、妊産婦や子育て家庭が、保育施設や地域の子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係
機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を切れ目なく行うと
ともに、関係機関との連絡調整、連携・協働づくり等を実施するために要する費用を補助します。

「子育て応援の店」推進事業 ◎ 子育て支援課
社会全体で子育てを応援する気運を高めるため、18歳未満の子育て家庭を対象に、様々なサービスを提供
する「子育て応援の店」の登録拡大や「子育て応援パスポート」及び「子育て応援パスポートアプリ」の
利用促進を図ります。

親子関係形成支援事業 ◎ 子育て支援課
子どもとの関わり方や子育てに悩みを抱えている子育て家庭に対して、親子の関係性や発達に応じた子ど
もとの関わり方等を学ぶためのペアレントトレーニングを提供することにより、健全な親子関係の形成を
支援するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士の横のつながりを構築します。

地域の実態を踏まえた幼稚園・保育所等と小
学校との連携強化

◎
子育て支援課、
私学振興課、
義務教育課

幼児教育・保育と小学校教育との円滑な接続を図るため、望ましい連携の在り方について情報提供を行う
など、幼保小の関係者の連携を促進します。

病児保育の利用料無償化 ◎ 子育て支援課
病児保育の利用料を助成することにより、子育て世帯の経済的負担を軽減し、子育て支援の充実を図りま
す。

児童館・児童センター ◎ 子育て支援課
児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにするための児童館を整備する市町村等を支
援します。

地域学校協働活動の推進 ◎ 社会教育課

学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動（学校支援・学習支援・体験活動）を推進し、地域人材の
協力を得て、地域ぐるみで子どもを育てる体制を整えるとともに、教師の働き方改革を推進し、教師が子
どもと向き合う時間を確保します。また、放課後等における学習支援・体験活動の実施による、安全安心
な放課後の居場所づくりと子育て世代の働きやすい環境づくりを推進します。

子育て支援員の養成 ◎ 子育て支援課
幅広い子育て支援分野において、経験豊かな地域の人材が幅広く活躍できるよう、必要な知識・技術を習
得するための子育て支援員認定研修を行います。

民生委員・児童委員のなり手確保対策費 ◎ 福祉総務課
民生委員・児童委員のなり手確保を推進するため、福祉団体等の会合への広報啓発員派遣や広報啓発チラ
シの配布を行うとともに、啓発マンガ及び動画を広報ツールとして活用することにより、民生委員・児童
委員に対する理解の促進を図ります。

高齢者による子育て支援の促進 ◎ 子育て支援課
豊かな知識や経験を持つ高齢者を対象に、子育て支援に関する認定研修を実施し、地域の子育て支援現場
での活躍促進を図ります。

日常的にスポーツ活動が行える施設の確保と
学校施設の有効活用

◎ 体育スポーツ健康課
県立学校の体育施設を学校教育活動に支障のない範囲で開放することで、日常的に地域で利用できる施設
の確保に努めます。

地域における子どもの体験活動の支援 ● 社会教育課
子どもの生きる力を育むため、生活体験、社会体験、学習活動などの地域活動の推進や、家庭・地域の教
育力の向上を図る地域活動指導員を設置する市町村を支援します。

医療的ケア児支援の推進 ● 障がい福祉課

医療的ケア児に関する専門的な支援を行う拠点として医療的ケア児支援センターを設置し、医療的ケア児
及びその家族等からの相談対応や研修会を実施するとともに、医療的ケア児を介助する家族の肉体的・精
神的負担の軽減を図り、身近な地域で家族のレスパイトケアや、医療的ケア児支援に対応できる障がい福
祉サービス事業所の人材や医療的ケア児等コーディネーターを養成します。

子育て世帯の支援 ◎ こども未来課 市町村が実施する子育て世帯等を対象とした訪問家事、育児支援に対して助成を行います。

家庭教育・子育て支援に関するフォーラムの
開催

◎ 社会教育課
子育てに関する様々な情報を提供するホームページ「ふくおか子育てパーク」を運営するとともに、子育
てに関する学習機会や情報を提供する「子ども育成支援フォーラム」を開催し、関係者同士のネットワー
クを広げ、その活性化を図ります。

ふくおか教育月間の推進 ◎ 総務企画課
11月の「ふくおか教育月間」に、教育をテーマとした県教育委員会主催のイベントを開催するとともに、
広報活動を実施します。また、市町村教育委員会や関係団体と連携し、期間内に関連事業を推進するな
ど、県内全体で教育の充実・発展に取り組む気運の醸成を図ります。

県立高校地域連携構築事業 ◎
高校教育課
社会教育課

県立高等学校にコミュニティ・スクール及び地域学校協働活動推進本部を導入・整備し、地域と連携した
教育活動を推進します。

部活動改革推進事業 ◎ 体育スポーツ健康課
公立中学校における休日の部活動の地域移行等を推進するため、地域移行に向けた実証事業等を実施しま
す。

青少年教育事業及び社会教育関係団体育成 ◎ 社会教育課
県子ども会育成連合会、日本ボーイスカウト福岡県連盟、県ＰＴＡ連合会等、青少年の健全育成活動を行
う団体に対しての活動支援を行います。

青少年教育指導者研修事業
（社会教育指導者等研修事業）

◎ 社会教育課
地域での少年団体活動の充実や指導者の育成・確保が求められている中、子ども会活動等少年団体を育
成・援助する指導者を対象にオピニオンリーダーを発掘・養成し、その資質向上を図ります。
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②　家庭教育支援の充実

子育てに関する知識の普及啓発 ● 子育て支援課
こどもの発達段階ごとの保護者の対応法を掲載した育児小冊子を作成し、市町村等で実施する乳幼児健診
等で保護者に配布。家庭での育児や保健師の育児支援に活用してもらいます。

家庭と連携した食育 ● 体育スポーツ健康課
関係団体と連携したPTA学校給食教室や学校給食フェアの実施、朝食を食べる習慣の定着を促す取組み等、
家庭と連携した食育の推進を図ります。

家庭教育に関する相談・情報提供 ◎ 社会教育課
保護者等を対象に家庭教育・子育て全般にわたる相談に応じる家庭教育電話相談「親・おや電話」を実施
します。また、メール相談も実施しています。

家庭教育に関する支援 ◎ 社会教育課
家庭における規則正しい生活習慣づくりの取組等を通して、学力向上の基盤となる子どもの基本的生活習
慣や学習習慣の定着させ、家庭の教育力の向上を図ります。

社会教育関係団体への助成 ◎ 社会教育課
公共性のある適切な活動を行う社会教育関係団体を支援することにより、生涯学習・社会教育のより一層
の振興を図ります。

基本的生活習慣習得事業 ◎ 子育て支援課
小学校入学以降の生活や学習の基盤づくりのため、就学前児童及びその保護者等の基本的生活習慣習得の
ための取組を推進します。

③　子育てしやすい住環境づくり

バリアフリー化の促進 ◎ 住宅計画課
本県独自のモデル住宅「生涯あんしん住宅」の活用による「段差の解消」「広い廊下」「手すりの設置」
等の乳幼児や妊産婦に配慮した住宅のバリアフリー化の普及促進に努めます。

子育て支援型改善事業 ◎ 県営住宅課
県営住宅の建替時に子育て世帯のライフスタイルに合った整備を進めています。既存団地においても、子
育て世帯が安心して子どもを育てることができる住環境を確保することを目的として、既存住戸をリ
フォームすることにより子育て世帯の支援に取り組みます。

県民ニーズを踏まえた子育てしやすい既存住
宅の取得支援

◎ 住宅計画課
若年世帯・子育て世帯が中古住宅の売買時に行う建物状況調査（住まいの健康診断）の実施や、購入した
中古住宅や同居する親世帯の持家に対する必要なリノベーション工事の支援に取り組みます。

県営住宅におけるひとり親世帯、多子世帯の
入居決定に際しての優遇措置及び新婚・子育
て世帯の優先入居

● 県営住宅課
県営住宅の入居決定の際、抽選方式では、ひとり親世帯や多子世帯に対し抽選番号を2つ割り当て(連番)、
倍率の優遇を図るほか、新婚・子育て世帯に対しては優先枠を設定します。

住居確保給付金事業 ◎ 保護・援護課 離職等により住居を喪失し、またはそのおそれのある方に対し、一定期間、家賃相当額を支給します。

県営住宅の家賃負担の軽減 ◎ 県営住宅課 県営住宅の家賃負担を軽減します。

住宅情報提供推進事業 ◎ 住宅計画課
子育て世帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居に関する情報提供を行うとともに、住宅に関する相談を実施
します。

一時的住居の提供事業 ◎ 保護・援護課 住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者に対して一時的な住居を提供します。
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